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ご 挨 拶 

平成２７年２月２７日 
公益社団法人 日本プロゴルフ協会 

  会長 倉本 昌弘 

 皆様ご存知のとおり、ゴルフ業界はこの２０年でゴルファーが３分の２に減少し、市場
規模にいたっては半減という、危機的な状況に陥っております。 
 私はこの危機的状況を改善すべく、２０１４年２月にＰＧＡの会長に就任する際、ゴル
フ市場再生実現に向けた行動課題を「経営マニフェスト」として発表し、５月には経営マ
ニフェストに掲げた課題を具体化するため、諮問機関「経営戦略会議」を立ち上げ、検討
を重ねて参りました。 
 そして、この度、経営戦略会議より、ゴルフ市場再生活性化に向けた新たな提案として、
提言書が提出されました。 
 この提言書において、２千万人と言われるゴルフの潜在需要層を掘り起こすために必要
な課題とビジネスモデルが数多く提案されています。 
 提言書の実行にむけて必要なＰＧＡの改革は早急に進めて参りますが、ゴルフ市場の再
活性化はＰＧＡ単独でなしえることは不可能であり、ゴルフ関連団体ならびに関係各位の
皆様のご理解とご支援が不可欠であると思っております。 
 既に公益社団法人全日本ゴルフ練習場連盟と一般社団法人日本ゴルフ場経営者協会の両
団体より、提言書の趣旨へのご賛同と、ゴルフ市場再活性化へのご協力の意思表明をいた
だいておりますが、２０２０年の東京オリンピックに向けて、世代を超えて老若男女が楽
しめる国民スポーツゴルフの健全成長を、ゴルフ界が一丸となって成し遂げるためにも、
ゴルフ関連団体ならびに関係各位の皆様におかれましては、何卒ご理解とご支援を賜りま
すよう、お願い申し上げます。 
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≪ は じ め に ≫

近代ゴルフは、１８世紀の後半スコットランドにおいてスポーツとしての基盤が整備され、世界に

広まりました。それとまさに期を一にして、イングランドを中心とした産業革命が始まり、その後の

資本主義経済の発達につながりました。資本主義経済の発達は、効率化促進による「大量生産・大量

消費」時代を創出し、「もの」の保有による豊かさを実現する一方で、ストレス拡大型社会も生み出

しました。この弊害を補完するため、英国の神は「心」の豊かさを重視するスポーツであるゴルフを

セットにして、この世に送り出してくれたのでしょう。

我が国のゴルフは、経済の高成長を背景として急速に拡大しましたが、その牽引役となったのが団

塊の世代を中心とするビジネスマンでした。この時代のゴルフは有能社員になるための必須アイテム

であり、「男性・アダルト・ビジネス・ステイタス」型ゴルフを基軸とする市場の成長であったと言

えます。しかしこの市場拡大システムは、ゴルフが本来保有する特性からすれば異質のものであり、

経済の低迷と団塊の世代の高齢化が顕在化した現在、市場の縮小を加速する要因となっています。

こうした環境の中で今一度ゴルフ市場の活性化を考えるなら、ゴルフが本来持つ機能、即ち「心の

豊かさ」「人と人、人と自然の触合い」「三世代・老若男女の誰でも親しめる」等の原点に立ち返っ

た、新たなゴルフの魅力を取り戻すことのできる成長システムの構築が必要であると考えられます。

今回倉本会長の要請で設立された「経営戦略会議」は、こうした視点に立ちゴルフ市場の活性化と

再生について、多くの専門家の意見を取り入れながら様々な角度から検討したうえで、本提言書を作

成致しました。この提言書が、ゴルフ市場活性化実現の一助なれば、幸いに思います。

経営戦略会議 座長 廣 瀬 恒 夫
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経営戦略会議諮問委員名簿と協力組織・企業

座長 日本スポーツマーケット研究所 所長 廣瀬 恒夫

座長補佐 株式会社グリーンステージ 取締役会長 内田 徹

委員 （公社）日本プロゴルフ協会 副会長 井上 建夫

（公社）日本プロゴルフ協会 理事 紺村 俊徳

（一社）日本ゴルフ場経営者協会 専務理事 大石 順一

（公社）全日本ゴルフ練習場連盟 理事 加藤 賢治

関東ゴルフ練習場連盟 理事 矢内 茂雄

関西ゴルフ練習場連盟 副理事長 川﨑 益彦

月刊 ゴルフマネジメント 編集長 喜田 任紀

事務局 （公社）日本プロゴルフ協会 立木範明 根本修一 山之内裕一

協力組織 公益社団法人 全日本ゴルフ練習場連盟 一般社団法人 日本ゴルフ場経営者協会

ゴルフ市場活性化委員会（ＧＭＡＣ） ＮＰＯ法人 ゴルフアミューズメントパーク

協力企業 日本スポーツマーケット研究所 株式会社 矢野経済研究所

一季出版 株式会社 株式会社 グリーンマーケティング
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Ⅰ １ 倉本会長発表のマニフェストとその実現に向けた全体構想
 
 ＰＧＡ改革のために

＊ＰＧＡ発足以来の最大の危機を乗り越えなければなりません。

＊信頼を回復し盤石な基盤を築くには改革の断行が必要です。

＊その第一歩として、組織・制度・運営の全てを見直し、社会的信頼を回復し、会員の社会的地位と資質の向上に努めます。

組織改革・制度改革・意識改革

＊慣行にとらわれない運営と活動の抜本的見直し、そして積極的な会員からの意見の反映、更に内外からの知力を集めた

制度改革に取り組みます。

＊モラルや精神的意識改革により、技量だけでなく品位・資質の向上を目指します。

＊公益事業と社会貢献に誠実に取り組み、スポーツ振興と発展に寄与し、尊敬・評価されるＰＧＡを構築していきます。

改革の具体案
１．低辺拡大事業の推進 ２．ＰＧＡスクールの確立

３．組織改革 ４．日本ゴルフツアー機構との連携

個別課題への取り組み

１．底辺拡大事業の推進

＊ゴルフ市場は縮小し、ゴルフ人口は減少している。 ピークは 年 万人、 年 万人 推定

＊未来への投資のため若年層及び幅広いゴルフ人口の拡大が必要である。

＊約 億人いるといわれるゴルフ未経験者をゴルフに誘導する施策を講じる。

＊ゴルフ関連業界各団体との連携を図り、業界の総合力による底上げを図る。

6



 
  ２．PGAスクールの確立 
＊市場需要に合ったインストラクターをPGAが教育。 

 PGAから練習場へ企画を提案しインストラクターを派遣。  
＊PGAインストラクターがスクール運営による顧客誘導により、練習場の集客に貢献。  

＊将来的にはフラッグシップとなる練習場・ゴルフ場をPGAが運営しノウハウを蓄積。  

＊練習場の運営によりインストラクション内容を充実し、ゴルフ場運営によりゴルフプロフェッショナルを排出する。  
＊需要の拡大により、会員増員と資質向上を目指し、企画営業力の増強を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スクール事業の仕組み

 インストラクター    練習場経営者 

 Ｐ Ｇ Ａ  

顧客の誘導 

教 育 育 成 企画の提案 
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３．組織改革
＊現在の中央一拠点での活動では、全国各地で活躍する各会員まで目配りができないため、活動の拠点を地方に分散し活

発な活動を促進する。

＊関東、中部、関西など、地域プロ会と連携した活動に移行する。

＊本部、支部、各地域は、最前線で活躍する会員からの意見を迅速に反映できる密接な連携を図る。 

４．日本ゴルフツアー機構 との連携
Ａ．商標 ツアー Ｂ．トーナメント運営 Ｃ．インフラの整備・オフィス機能の連携 Ｃ．ジュニア育成

※両団体が両輪のごとく連携してゴルフ界の発展を目指す。

これまでの経緯…①

＊ 年 月に から が独立。

＊独立前の 年には、前述の業務分担計画を実行するべく調整を図ったが実現できなかった。

＊ の独立により石川遼、松山英樹など、才能あるプレーヤーが即プロデビューする制度を制定。

★自身の経験として、 年 月にアマチュアとしてツアー優勝をしながらも、プロデビューには手続き上の長い時間を要した

これまでの経緯…②

＊スタープレーヤーの排出の制度改革の一方で、組織・団体としての知名度の向上は難しかった。

＊過去に「 ツアー」の商標を へ使用許諾する決議が 理事会総会で行われたものの、環境が整わず実行できなか

った。

◎この機会に 年に策定した計画を、時代に合った焼き直しを行った上で、商標活用をはじめとした連携を実行していき

たい。

経験を活かしての改革
＊ジュニア、学生、アマチュア、プロとして経験した実績を 改革に生かしたい。

＊世界のゴルフ団体とのネットワーク・人脈を生かしたコミュニケーションを更に深め、世界の一員である を目指す。

◎ 期 年だけではなく、継続して応援して頂ける場合には、 期 年をかけて 改革に全力を投じます。
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１．ゴルフの持つ特性（機能）と未来日本社会で必要となる課題の掌握

２．ゴルフ界全般における現状の問題点と成長障害要因の究明

３．ゴルフ界における、産業関連市場の未来展望と長期動向の予測

４．発想と視点の転換によるゴルフ市場の再生に必要となる仮説の策定

５．ＰＧＡ 「経営戦略会議」 設立背景と活動目的の明確化

何故新たな経営戦略が必要となるのか、その意義について

６．ＰＧＡ・ＮＧＫ・ＪＧＲＡの三組織提携によるゴルフ市場活性化の仕

組みの策定と、新機軸ビジネスモデル導入による新規需要の開拓

７．市場の活性化と再生の実現を目指す「６年ロードマップ」「１０年戦

略プログラム」の作成

≪以上の課題への取り組みと対応策を織り込んだ提言書を作成する≫

Ⅰ ２本 提 言 書 作成に 関する基 本的な視 点 と 対応 課 題に つ い て
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Ⅰ ３ 戦略プログラムのカバーする分野と目標数値達成の前提条件について

□ 提言書戦略プログラムがカバーする分野について

１．これまで発表されたゴルフ市場に対する主な戦略的提言書としては、①ＪＧＡ「ゴルフ２１」、②経済

産業省「ゴルフ市場活性化行動計画検討会報告書」等が挙げられる。

２．この二つの報告書の内容を検証するなら、① は「Ｔｈｉｎｋ」→ 市場の定量分析手法の確立、② は

「Ｐｌａｎ」→ 組織的活動実現への取り組み手法の提案であると、定義づけることができよう。

３．同様な視点でみれば、本提言書は「Ｄｏ」に重きをなした報告書という位置づけになるはずである。

４．ゴルフ市場を産業という視点からみれば、既に危険水域を超えている。この状況を打開するには、倉本

ＰＧＡ会長が発表した「経営マニフェスト」を前提とする、明確な数値目標値と実現期間を織り込んだ

「ロードマップ」の策定と、それを展開するための共通戦略的プログラムが必要となる。

５．ゴルフ市場の活性化とは、あくまでゴルフ産業界に対する命題である。本提言書では産業的視点に立

ち、これまでの手法とは異なる「新しい発想とビジネスモデル」の導入展開を重点課題としている。

６．以上のスタンスとワークドメインについては、本提言書の１１頁、１２頁で詳しく説明している。

□ ロードマップ織り込んだ「目標数値と実行期限」達成に必要となる前提条件

１．現在の産業界供給規模と体制の維持と、健全経営実現に必要となるレベルの市場規模を目標数値とする

２．ゴルフ産業に従事するすべての組織と大多数の企業が、提言プログラムに参加する

３．産業的視点に立った提携組織の再編により、シンクタンク機能を持つプロジェクトチームを発足させる

４．トップダウンの「全体戦略プラン」と、ボトムアップの「地域戦術展開プラン」の一体化を実現する

５．ゴルフ産業に関連する組織と企業の、視点と意識の転換と行動の機能的融合化を実現する

≪以上の前提条件が未達の場合や想定外の事象が発生した際は、その実現は不可能となる≫
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Ⅰ ４ ゴ ル フ 市 場 の 再 生 と 活 性 化 実 現 に 必 要 な 課 題 と 活 動

必要行動命題 ゴル フの機能特性 具体的な活動テーマ

Ａ 他のスポーツにない
ゴルフの卓越した機能
と特性の認知促進

１ 経済的貢献機能の保有

＊直接的＆間接的効果 約４兆円

＊雇用促進効果 約３０万人

［ゴルフ産業の活性化活動］

・潜在需要層（２千万人）への対応

・既存ゴルファーのリタイア抑止

・ゴルフ場、練習場の経営撤退阻止

Ｂ ゴルフの幅広い貢献

性の認知活動

２ 環境保全貢献機能の保有

＊自然環境の保持と緑の保護拡大

＊地球温暖化阻止への貢献

［ゴルフ場の必要性訴求活動］

・ゴルフ場の集客と運営継続支援活動

・一般生活者のゴルフ場との触合い活動

・ＣＯ２削減効果の周知徹底活動

Ｃ 具体的＆組織的な

活動の促進

３ 社会的貢献機能の保有

＊ゴルフを通じた「絆」の醸成

＊ジュニア層に対する人間教育

［ゴルフのイメージ向上活動］

・ゴルフ利用税の撤廃活動

・公務員倫理規定の文言削除活動

・ゴルフルール＆マナーの遵守徹底活動

＊ゴルフの健全成長には、「①量の拡大」 と 「②質の向上」の両面からの対応が必要であるが、市場の活性化には①が重要である

＊ゴルフ人口と市場規模を拡大するためには、「③既存層のリアタイア抑止」と「④潜在需要の顕在化」が重要な活動課題となる

＊既存の活性化活動は主に既存層の活動率の向上と、リタイア抑止に重点が置かれている

＊ゴルフ市場活性化実現には、①②③④の各命題を織り込んだ戦略プログラムの立案と導入展開が、絶対条件となる

＊経営戦略会議の課題は、２千万人の潜在需要層にアプローチし、毎年５０万人の新規層を開拓する戦略プログラムの作成にある
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Ⅰ ５ ゴルフ市場活性化実現のための戦略目標と主要戦術展開課題

ゴルフ市場の再生と活性化実現

  

⑱  

預
託
金
償
還
問
題
へ
の
取
り
組
み 

  

⑰  

ゴ
ル
フ
場
の
固
定
資
産
税
軽
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⑯ 

ゴ
ル
フ
練
習
場
の
経
営
撤
退
抑
止 

  

⑮ 

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
の
廃
止 

  

⑭ 

暴
力
団
等
反
社
会
勢
力
の
排
除 

  

⑬ 

ゴ
ル
フ
練
習
場
施
設
の
安
全
確
保 

  

⑫ 

地
球
温
暖
化
に
果
た
す
ゴ
ル
フ
場 

       

の 

役 

割
の
訴
求 

  

⑪ 

健
康
と
ゴ
ル
フ
の
関
連
性
ア
ピ
ー
ル 

  

⑩ 

公
務
員
倫
理
規
定
の
改
正 

  
⑨ 
農
薬
問
題
の
払
拭 

  

⑧ 

若
年
層
リ
タ
イ
ア
の
防
止
策 

  

⑦ 

シ
ニ
ア
層
対
策
の
深
耕
化 

  

⑥ 

新
し
い
ゴ
ル
フ
の
楽
し
み
方
の
提
案 

     (

競
技
ゴ
ル
フ
と
レ
ジ
ャ
ー
ゴ
ル
フ
の
並
立) 

  

⑤ 

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
ゴ
ル
フ
ァ
ー
の
誘
致 

  

④ 

総
合
的
潜
在
需
要
の
取
り
込
み 

  

③ 

女
性
層
の
開
拓 

  

② 

若
年
層
（20
代
・30
代
）の
開
拓 

  

① 

ジ
ュ
ニ
ア
層
の
開
拓 

  テーマⅣ
外的・内的市場成

長阻害要因の排除

テーマⅢ
ゴルフ全体・ゴル

フ 場 ・ 練 習 場 の

イメージアップ

 テーマⅡ
プレー頻度のアップ

リ タ イ ア の 抑 止 

テーマⅠ
新規ゴルファーの

創 造

 

戦 

略 

目 

標 
 

戦 

術 

課 

題 

経営戦略会議 
・活性化戦略プログラムの策定と発信 
・２千万人潜在需要層対策の展開 
・新機能保有ネットワークの構築 
対象課題① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑯ 

12



第Ⅱ章 市場の現状分析と中長期的動向予測による問題点と課題の検証１４－４８頁

１．ゴルフ市場全体動向の検証

Ⅱ－１．２．３．４．５．６．７．８．９．１０．

２．ゴルフ市場を取り巻く環境変化が市場動向に与える影響のまとめ

Ⅱ－１３

３．個別市場における動向と未来予測の検証

Ⅱ－１２（余暇）１３（ゴルフ場）１４（練習場）１５（ゴルフ用品）

１６ ティーチング１ １７（ティーチング２）１８（トーナメント）

４．２０年で市場が半減化した要因と新たなる対応の検討

Ⅱ－１９．２０．２１．２２．２３．２４．２５．
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≪危惧されるマイナス要因≫
１．国の債務増大による財政破綻を回避するための諸課税増大 → 大増税時代到来

・消費税率の改定 → ２６年４月より８％導入 ・さらに１０％への改定検討中

２．総人口減少、少子高齢化社会の促進による国力の低下と社会福祉制度の崩壊

・ 低下 → 国民所得縮小 ・生産人口縮小 → 税負担者減少 →  税収減少 → 福祉予算縮小

３．団塊の世代の高齢化によるゴルフ市場の 「量と質」 の変化が顕在化

・過去の市場における中核層の活動率の低下 → 「男性・アダルト・ビジネス・ステイタス型」 ゴルフの衰退

４．若者のライフスタイルの急激な変化による 「クルマ離れとゴルフ無関心化」 促進
・大都市の若者を中心に車を自己所有しないライフスタイル定着 → ゴルフ参加率の低下を促進

５．既存ゴルフ組織と対応システムの機能低下と、「ゴルフ村」 的発想による弊害
・供給側の「ゴルフ村的発想」による市場動向認識 → 一般生活者がゴルフに求める志向とのギャップ拡大

≪期待されるプラス要因≫
１．税制改正による 「企業接待費課税の緩和」 「教育資金一括贈与への非課税化」

・バブル期後半のピーク期 兆円 → 現在 兆円台 原因は交際費に対する高課税 → 若干の緩和

・受贈者の教育資金に充てるため信託等をした場合に一定の金額に対し非課税化実現

２．現在のゴルフ産業供給体制の維持が可能な潜在需要の存在確認 → Ⅲ章で説明
・年１０万円のゴルフ支出が可能な潜在需要層２千万人の存在 → 定量分析と「やらない人調査」で証明された

３．ＪＧＲＡ・ＰＧＡ・ＮＧＫの提携による、新規ゴルファー開拓機能の向上 → Ⅲ章で説明
・２０００万人の潜在需要に対する共同プログラムの構築と展開 → ５００万人の新規ゴルファー開拓

Ⅱ－１ 未来ゴルフ市場に影響を与える環境変化要因についての検証
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Ⅱ‐２ 東京オリンピック開催当時（ 年）と現在の主な社会・経済指標比較

１ ９ ６ ４ 年 現 在 （２０・・年）

９７１８万人 人 口 １億２７１２万人 （１４年）

２９兆５４１３億円 国内総生産 ４８３兆１１０３億円 （１３年）

９．５ ％ 実質経済成長率 ０．２ ％ （１４年）

３．９ ％ 消費者物価上昇率 ２．６ ％ （１４年）

１．１ ％ 失業率 ３．７ ％ （１４年）

８７．８ ％ （白黒） テレビの世帯普及率 ９９．３ ％ （カラー）

６．０ ％ 乗用車の世帯普及率 ８４．１ ％ （１３年）

５５２ Kｍ 新幹線の営業 Km ２８７４ Km （１３年）
１２１６円 （年末） 株価（日経平均） １万７７１２円 （１５．１．９．）

３６０円 為替（1ドル） １１８円８０銭 （１５．１．９．）

３８７施設
（ １０，００８，０００ 人）

ゴルフ場総数
（延べ利用者総数）

２４１３施設 （１３年）
（ ８４，３２７，０００ 人）

＊１９６４年当時は経済高成長時代の黎明期にあり、国民所得と余暇に対する関心が急上昇していた

＊また団塊の世代が経済高成長の牽引役となり、中産階級層の大幅な拡大が始まった時期でもあった

＊この団塊の世代のビジネスツールとして重用されたのがゴルフであったが、現在こうした環境は消滅している

＊以上のような状況で２０２０年東京オリンピックが開催されても、自然発生的ゴルフブームの再燃は期待できない

≪結論 ゴルフ界が新しい時代に合った仕組みを導入しない限りゴルフ人口の拡大は望めない≫

経済高成長時代の始まり

Ⅱ‐２ 東京オリンピック開催当時（ 年）と現在の主な社会・経済指標比較

１ ９ ６ ４ 年 現 在 （２０・・年）

９７１８万人 人 口 １億２７１２万人 （１４年）

２９兆５４１３億円 国内総生産 ４８３兆１１０３億円 （１３年）

９．５ ％ 実質経済成長率 ０．２ ％ （１４年）

３．９ ％ 消費者物価上昇率 ２．６ ％ （１４年）

１．１ ％ 失業率 ３．７ ％ （１４年）

８７．８ ％ （白黒） テレビの世帯普及率 ９９．３ ％ （カラー）

６．０ ％ 乗用車の世帯普及率 ８４．１ ％ （１３年）

５５２ Kｍ 新幹線の営業 Km ２８７４ Km （１３年）
１２１６円 （年末） 株価（日経平均） １万７７１２円 （１５．１．９．）

３６０円 為替（1ドル） １１８円８０銭 （１５．１．９．）

３８７施設
（ １０，００８，０００ 人）

ゴルフ場総数
（延べ利用者総数）

２４１３施設 （１３年）
（ ８４，３２７，０００ 人）

＊１９６４年当時は経済高成長時代の黎明期にあり、国民所得と余暇に対する関心が急上昇していた

＊また団塊の世代が経済高成長の牽引役となり、中産階級層の大幅な拡大が始まった時期でもあった

＊この団塊の世代のビジネスツールとして重用されたのがゴルフであったが、現在こうした環境は消滅している

＊以上のような状況で２０２０年東京オリンピックが開催されても、自然発生的ゴルフブームの再燃は期待できない

≪結論 ゴルフ界が新しい時代に合った仕組みを導入しない限りゴルフ人口の拡大は望めない≫

経済高成長時代の始まり
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Ⅱ‐３  日本の人口（総人口・男女別）の１００年間における変動 
出典：国立社会保障・人口問題研究所 

今後日本では、「少子高齢化」と「総人口減少」が同時進行するといった、先進国では未体験の人口現象が進行する 
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２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０４０年 ２０５０年 ２０５５年

③６５歳以上人口

②１５～６４歳人口

①０～１４歳人口

Ⅱ ‐ ４  総 人 口 お よ び 三 世 代 人 口 構 成 の 長 期 的 な 変 動 予 測 

単位 千人 １２２７６８ １２７１７６ １２５４３０ 
１２２７３５ 

１１９２７０ 
１１５２２４ 

１０５６９５ 

９５１５２ 
８９９３０ 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 
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Ⅱ ‐ ５  日 本 国 内 に お け る 自 動 車 市 場 動 向 関 連 デ ー タ 

１．国内海外生産台数の変化 2002～2012年  ＊出典：日本の自動車工業 機関誌 2013年度版 

日本メーカーは ２０１２年に

・国内で 台
・海外で 台。
・合計で 台生産した。

世界総生産台数 台の
を生産していると推定される。

・国内生産 前年比 増
・海外生産 前年比 増
・合計台数 前年比 増

である。 

２．国内乗用車新車登録台数の推移  ＊出典：（社）日本自動車販売協会連合会発表統計データ 

１ ９ ９ ６ 年 １ ９ ９ ８ 年 ２ ０ ０ ０ 年 ２ ０ ０ ２ 年 ２ ０ ０ ３ 年 ２ ０ ０ ４ 年 ２ ０ ０ ５ 年

（単位千台） ５，３７６ ４，３２１ ４，０７９ ３，９５０ ３，８９４ ３，９４４ ３，９１０ 
２ ０ ０ ６ 年 ２ ０ ０ ７ 年 ２ ０ ０ ８ 年 ２ ０ ０ ９ 年 ２ ０ １ ０ 年 ２ ０ １ １ 年 ２ ０ １ ２ 年 

（単位千台） ３，６９８ ３，４１８ ３，１９７ ２，９０９ ３ ． ２ １ ７ ２，０１１ ３，３７８ 

日本国内での生産量と販売量の減少は、雇用の減少を生み出し、ゴルフ市場に対してもマイナス要因となる
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[Ⅱ‐６] 

 

免許の保有数と新車の販売台数動向は、ゴルフ市場の動向の先行指標となる  
 

＊日本では住空間にゴルフ場がほとんどない ⇒ 車を保有しない生活者のゴルフ参加率は非常に低くなる 

＊新車の販売台数減少要因 ⇒ 「総人口の減少」 「少子高齢化社会の拡大」 「可処分所得減少」 

 「中産階級層消失」 「車に対する若者の価値観の変化」 

[図表図表
4] 
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 ≪テーマパーク市場は空前の活況、ゴルフ市場は低迷が長期化している≫ 

１．主要テーマパーク・遊園地の動向 （海外からの来場者は約１０％） 
＊オリエンタルランド（２０１２年度） テーマパーク売上 ２９０４億円 入園者数 ２５３７万人 

・２０１３年度予測 テーマパーク売上 ２９３３億円 ホテルその他売上 ６１２億円  
＊入場者数ランキング（２０１１年 万人） ① ＆シー ２５９２ ②ＵＳＪ  ８５０ ③ナガシマＬ ６１９ 

④八景島 ４０５ ⑤よこはまコスモ ２５０ ⑥ナンジャタウン ２１２ ⑦ハウステンボス １７９ 

２．テーマパーク市場とゴルフ市場の動向の比較 （出典：レジャー白書 市場規模単位：億円） 

 
 
 
 
 
 

３．ジュニアゴルファー拡大（循環型ゴルフ人口拡大システムの基盤）ができない原因 
・子供は親の影響下にある → ゴルフは競技志向の親が多い → 対象が限定 → 市場縮小

・ テーマパークは家族で楽しむ仕組みを重視 → 家族の絆を醸成する → 市場拡大

・ゴルフも本来は老若男女三世代で楽しめるスポーツ → 供給側の対応不具合の影響が大

・子供が親、家族を巻き込む 「市場拡大の装置」 の有無の違いが大きな要因となっている

Ⅱ‐７ 少 子 化 時 代 に お け る テ ー マ パ ー ク と ゴ ル フ 市 場 の 動 向 分 析 

１９９０ １９９２ １９９６ ２０００ ２００６ ２００８ ２０１０ ２０１２ 

テーマパーク市場規模 ５５８０ ６１４０ ５６２０ ４７３０ ６４８０ ６４００ ５９９０ ６５５０ 

指 数 １００ １１０ １０１ ８５ １１６ １１５ １０７ １１７ 

ゴルフ市場規模 ２３９９０ ２８８６０ ２５７５０ ２１７５０ １６３３０ １６１３０ １４６８０ １３２８０ 

指 数 １００ １２０ １０７ ９１ ６８ ６７ ６１ ５５ 
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Ⅱ ‐ ８  両市場における利用単価格差の拡大 とその原因の検証 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．バブル期には３万円近かったゴルフ場利用単価が約７０パーセント近く下落したのであるが、ＴＤＬの利用単価 
はこの十年で２０パーセント以上も上昇している。 

２．両市場における利用単価決定のトレンドは、ゴルフ場市場がアコーディア＆ＰＧＭ、テーマパーク市場がＴＤＬの  
夫々がイニシアティブを握っており、両市場リーダの経営意識の違いが格差を生み出す主因となっている。 

３．対費用効果の視点をＴＤＬは付加価値の創造に置き、ゴルフ界は低価格によるシェア拡大を重視している。 
４．ゴルフ市場の利用単価の下落は、供給側の経営意識の低さと、安易な競争手法にその原因がある。 

≪グラフ引用：週刊東洋経済２０１４．１．１１．号≫ 
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ピ ー ク 年 次 

２００７ １９９７ １９８８ １９８８ １９９２ １９９１ １９９３ １９９２ １９９４ １９９２ １９９２ 

Ⅱ‐９ 

ゴルフ市場の縮小は、景気や余暇市場要因によるものではなく、ゴルフ関係者の対応不具合意によることがわかる 
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Ⅱ‐１１ ゴルフ市場を取り巻く環境変化が市場動向に与える影響のまとめ

１．ゴルフ市場は過去２０年で半減化しているが、他の経済指数や余暇関連支出の動向と比

較検証してみると、その原因はゴルフ界における対応齟齬にあることが明らかになった。

２．２０２０年東京オリンピックでゴルフが競技種目として開催されても、既存の対応を継

続するなら、「ゴルフブームの再燃」を期待することは難しい。

３．人口構造の変化の影響はこれから本格的になるため、早急に「団塊の世代依存型」市場

構造から脱却するための、具体的な対策と行動がゴルフ界に求められている。

４．２０２５年には団塊の世代の総てが７５歳以上になり、罹病率の急速な上昇による医療

関連支出が拡大するため、ゴルフ市場を取り巻く環境のさらなる悪化が予測される。

５．それでも健全余暇市場規模は、当面３０兆円以上の規模を維持すると予測される。

６．それまでの１０年間で、ゴルフに広く浅く取り組む層の大幅な取り込みが必要となる。

７．観光行楽部門は依然として伸びており、中でもテーマパーク市場は活況を呈している。

９．その原因は行動の単位が家族であり、子供がキャスティングボートを握っている点にあ

る。家族がレジャーとしてゴルフに親しめる仕組み造りが、ゴルフ人口拡大の鍵となる。

１０．また若者のクルマ離れが顕在化しているが、住空間にゴルフ場が少ない日本ではゴルフ

人口増大を阻む最大の障害となる。共通の悩みを持つ自動車業界との提携が望まれる。

１１．いずれにしても現状の対応を続けていれば、「ゴルフ市場の一人負け」も懸念される。

≪結論：ゴルフ業界は今、視点を変えた新た戦略的な取り組みが求められている≫ 
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Ⅱ １２ 近年における余暇市場動向の検証

■観光・行楽が好調、スポーツは低調

余暇市場規模は縮小傾向の中、レジャー活動は、観光・行楽部門

が好調で、国内観光旅行（避暑、避寒、温泉など）、遊園地、登山、

オートキャンプといった、多くの観光・行楽活動の参加率（その活

動を 年間に 回以上おこなった人の割合）が上昇している。スポー

ツ部門の参加率は低調で、ほとんどの種目で参加率が下がっている。

趣味・創作部門でも低調な動きになっている。

参加人口（その活動を 年間に 回以上おこなった人口）からレ

ジャー活動を見ると、国内観光旅行の人気が高い。これから伸びが

期待されるレジャー活動の「潜在需要」をみると、海外旅行、国内

観光旅行は、男女・各年代で共通して高く、観光・行楽関連での需

要の高さが目立つ。

■レジャー市場は横ばいだが観光・行楽は大きく拡大

年のレジャー市場は 兆 億円となり、ほぼ横ばい（前年

比 ％減）で推移した。 年は東日本大震災と原発事故の影響

で、 分野のうち 分野（ ％）がマイナス成長だった。 年

は 分野（ ％）がマイナスだが、それを上回る 分野

（ ％）がプラスとなり、観光・行楽部門の前年比 ％の大き

な伸びは際だっている。遊園地・テーマパークは過去最高水準の売

上げを記録。旅行業も堅調。海外旅行は、円高も追い風となり、出

国者数が史上最高を記録した。ホテルの客室稼働率は、震災前の水

準を上回った。会員制リゾートクラブも伸びた。東京スカイツリー

のオープンも大きな話題になった。

スポーツ部門の市場規模は 年ぶりに前年比 ％拡大した。ス

ポーツ用品市場は軒並み増加、ランニング用品、登山・キャンプ

用品は引き続き堅調であった。ただ新規需要より買い換え、買い

増し需要での拡大が大きい。スポーツサプリメントも大きく伸び

ている。フィットネスクラブは微増。テニスクラブ・スクールと

スキー場は、前年比では増えたが、一昨年比では減少している。

一方、趣味・創作部門は、前年比 ％の大きな落ち込みをみ

せた。娯楽部門は前年比 ％増のプラス。パチンコ・パチスロと

公営競技は前年より伸びたが、一昨年からは落ちている。

■消費の主役は高齢者

ここ数年、多くのレジャー活動種目で参加率の低下傾向が続い

ている。参加希望率（その活動を将来やってみたい、あるいは今

後も続けたいとする人の割合）も大半が前年を下回っている。レ

ジャー活動への参加だけでなく、参加意欲も低下する傾向にある

ことは大きな問題といえる。
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注目されるのは、レジャーの主役が 代以上の高齢者に移りつつ

あることである。過去 年の 人当たり平均参加種目数は減少傾向

にある。このことから、レジャーの活動量が落ちていると推測され

る。なかでもスポーツ部門は減少の一途を辿っている。かつては若

年層の活動数が多く、高齢層の活動数は少なかったが、男性では高

齢者の活動数が若年層を上回るようになった。これは、団塊シニア

世代が定年退職を迎え始めた時期からの変化といえる。女性の場合

は、まだ若年層の活動量は多いが、 代、 代以上の活動数は大き

く伸び、高齢者のレジャー活動の相対的地位が向上している。

■近年のスポーツ離れとその理由

レジャー白書 では「最近 年以内にやめた活動」について調

査しているが、上位にスキー、ボウリング、ジョギング・マラソン、

水泳などのスポーツ種目があがった。ゴルフ（コース）、ゴルフ

（練習場）、卓球、テニス、釣り、パチンコもリタイア比率が高い。

ジョギング・マラソンは、男女とも ～ 代で上位にあげられてい

る。近年ブームで始める人が多い一方、やめる人も多い。男性の

～ 代では、ゴルフ（コース、練習場）とボウリングをあげる割合

が高い。

「活動をやめた理由」については、ジョギング・マラソンは「年

齢・健康」（年齢や健康、体力にあわなくなったから）が多い。

ゴルフ（コース）は「費用負担」（費用が負担できなくなったか

ら）と「仲間不在」（いっしょに参加する仲間がいなくなったか

ら）が多い。スキーは、「年齢・健康」、「費用負担」、「仲間不

在」、そして「機会喪失」（参加したいが、たまたま機会がないか

ら）という複数の原因が重なっている。レジャー活動をやめる理由

は一つでなく、複合的である場合が多い。レジャー活動の振興のた

めには、それぞれの理由への対策が求められる。

■ゴルフ場の市場規模は縮小・参加人口は微減

年のゴルフ場の市場規模は 億円で、前年比 ％減少し

た。ゴルフ（コース）の参加率は前年の ％から横ばい、参加人

口は 万人から 万人に微減となった。参加者の ％が男性で

あり、男性比率の極めて高く、高齢化は著しい。ただ男性の 代か

ら 代、女性の 代から 代の参加率が若干上昇していることは望

ましい傾向だ。年間平均活動回数は 回から 回に減少したが、

年間平均費用は 万円から 万円に増加した。ゴルフの活動開

始年齢は、 代 ％、 代 ％、 代 ％の順に多い。この

ことから、 代にゴルフをいかに始めてもらうかが重要になってい

る。

２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３

①余暇市場規
模（億） 694,580 679,870 649,410 647,260 650,160

②国民総支出
（億） 4,711,387 4,823,844 4,713,108 4,737,844 4,780,357

③国民総支出
対余暇市場 14.7% 14.1% 13.8% 12.7% 13.6%

④民間最終消
費支出（億） 2,829,417 2,858,671 2,842,443 2,876,966 2,927,573

⑤民間総支出
対余暇市場 24.6% 23.8% 22.9% 22.5% 22.3%

⑥ゴルフ３市
場合計（億）

15,210 14,680 13,920 13,820 13,700

余暇市場規模と国民支出に占める比率の推移

出典 ① ⑥ レジャー白書 ② ④ 内閣府経済社会総合研究所発表資料

26



Ⅱ‐１３ ゴルフ場市場 ≪個別市場の動向分析と未来予測≫

≪運営形態の多様化によるゴルフ場経営の継続≫

１．現状分析とその背景

日本のゴルフ場は、昭和 年代前半の第 次、昭和 年代の第 次、バ

ブル経済期の第 次ゴルフブームに応じて増設が行われ、平成 年には

ホール以上のゴルフ場数が となった。しかしバブル経済の崩壊によ

る景気低迷とデフレの影響を受け、ゴルフ場入場者数は平成 年の 億

万人超を頂点に逓減を続け、平成 年以降は 万人～ 万人前後

に減少している。この原因は、ゴルフ人口がピーク時の約 ％まで減少

したことが主因だが、実施スポーツやレジャーの多様化も大きな要因と

なっている。但し、ゴルフ場入場者数が最盛期の ％程度に留まってい

るのは、 歳以上の入場者数がこの 年間毎年 万人増加しているため

であり、全入場者数に占める割合は平成 年度には ％に達している。

このままの傾向が続いた場合、 歳未満者の入場者数は平成 年に 千

万人台になってから 年程度で 千万人台に減少すると予測される。また､

プレー料金の低料金化による集客競争が激化したため、デフレスパイラ

ル的な価格競争に陥ることとなり、ゴルフ場経営企業の収益力は大幅に

低下することとなった。低料金化には、全ゴルフ場の約 ％に当たる約

強の預託金制ゴルフ場における預託金償還問題を契機とした法的整

理（民事再生法や会社更生法による）が 強のゴルフ場で発生し、債務

軽減が図られたことも背景にあった。以上のようなことに加え、太陽光

発電の固定価格買い取り制度の実施による不採算ゴルフ場の事業転換も

加わり、平成 年度末までの 年間で約 強のゴルフ場が閉場となる見

通しである。

この間、ゴルフ界では、ゴルフに対するニーズ変化と少子高齢化が進

む中で、需要構造の変化に対する根本的な原因究明や対応を検討・実行

する組織が存在しなかったため、ゴルフ場の個別的な対応に終始し､

成果を得られないまま今日に至った。

また、「ゴルフの普及」は、「他のスポーツの普及」とは大きな

相違点がある。その相違点とは、他のスポーツを行うフィールドの

大半が国営や地方自治体による施設であるため収益的側面が希薄で

あるが、ゴルフの場合の「ゴルフ練習場」「ゴルフ場」ともに民間

所有の施設であるため、経営の維持との側面が重要であり、産業と

しての視点を無視しては行えないものである。

今後については、ゴルフ業界がスポーツ振興との側面に加えて産

業政策を持てるかどうかにかかっている。それは、ゴルフ業界がプ

レー需要の創造に向けたマーケティングを持つことであり、プレー

ヤー側のゴルフ界と施設提供側のゴルフ産業界とが｢ゴルフの普及｣

に向けた戦略の立案と戦術を共有し、ゴルフ人口拡大に向けた具体

的な施策の実行が不可欠である。

２．ゴルフ未来層を開拓するための基礎的変革事項と対応策

（１）基礎的意識改革事項と具体的戦術・施策

ゴルフ場業界の将来は、約 ％の会員制ゴルフ場がどのように生

き残るかが鍵になる。会員制ゴルフ場にとって最も重要なことは、

ゴルフ場経営の健全化により会員の権利を保護することであり､健全

化のためにはゴルフ人口の増加とプレー回数の増加が必要である。

ゴルフ場はこれを実現するためにプレー環境の整備と充実を進めな

くてはいけない。それらの活動のためには、会員の｢ゴルフの普及｣

活動への理解を高め、新規ゴルファーの創造に会員の協力を得なけ

ればならない。万が一、多くのアナリストが警告しているゴルフ人

口減少予測がその通りとなった場合、会員制ゴルフ場及びその会員
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に与える影響をゴルフ場側と会員側が共通認識として持つことが重要であ

る。ゴルフ人口の拡大はゴルフ場経営の安定化をもたらし、会員権利の保

護となることへの理解と協力が必要であり、同時にこれからの会員制ゴル

フ場のあり方についての戦略と戦術を再検討する作業を行わなければなら

ない。

また、会員制ゴルフ場の経営形態は、大別すれば「一般社団法人制」

「株主会員制」「預託金会員制」であるため、運営主体が相違している。

このことにより「ゴルフの普及」について統一した活動が妨げられている

側面がある。「ゴルフの普及」という命題についての運営組織による障壁

を可能な限り緩和することも必要である。

具体的には、会員制ゴルフ場の経営状況を可能な限り開示し、将来的な

見通しを経営側と会員側が共有することを模索し、先ず始めに会員の後継

者育成（会員権の継承者育成）、会員とその家族を巻き込んだ「 世代ゴ

ルフ」、「夫婦でのゴルフ」等を目指した施策を実施し、新規ゴルファー

創造施策を展開することだ。

（２）地域との密着と具体的戦術と施策

ゴルフ場入場者の約 ％強が、ゴルフ場所在地の半径 ㎞圏内のゴルフ

ァーであるため、地域経済の活性化や雇用創出を図る地域密着型施策の展

開が必要である。地域に密着した施策展開は、単に地域経済の活性化に留

まることだけでなく、雇用情勢の良化により若年層の地域外への流出を防

止し、 ターン現象となり、地域の少子化問題の切り札ともなりうる。

具体的には、地方自治体や近隣観光施設（飲食、土産物、レジャー施設

を含む）との連携等の実施が必要である。また、「ジュニアゴルファー育

成」については、小・中・高校でのゴルフ授業や部活動を通してゴルフス

ポーツの持つ特性「人を思いやる心」、「自律精神」等を習得することに

より、人間形成の一助となることを目指した事業と位置付け、ゴルフ場周

辺の教育機関との連携を積極的に進めるべきである。

ゴルフは、高齢者でも継続できる生涯スポーツであるため、ゴルフを通

しての健康増進を図ることを目的として「続けよう、もっとゴルフを！」

を合言葉に高齢者にゴルフ実施機会を増加させる施策を展開し、高齢化社

会における医療費削減に貢献することを目指ことが可能だ。また、ゴルフ

場の運営に地域内の高齢者をコース整備に活用することや、経験豊富な社

会人としての対応能力を接客面で発揮してもらえるような雇用機会の提供

等の施策展開も必要である。

地方自治体にとって、ゴルフ場からの固定資産税収やゴルフ場利用税収

は大きなものがあるため、ゴルフ場の入場者数の増加は地方自治体の財政

健全化になる。既に、いくつかの自治体においては、地域内ゴルフ場と共

存を模索した施策を実施している。納税側と徴収側との立場の相違はある

が、ゴルフ場の健全経営は双方の利益となり、さらに地域内他産業を巻き

込むことが出来れば、正に地方創生となるはずである。

上記に加え、高齢化するゴルファー対策として個別ゴルフ場が実施しな

ければならないことは、「飛距離の低下に対応したコース設計」、「ゴル

フの仲間作り支援」、「アクセシビリティ」である。

さらには、地方自治体や観光資源とゴルフ場の連携強化により、国内外

のゴルファーを誘致する「スポーツツーリズム」を促進する。

（３）ニーズの変化への対応とゴルフ界以外の団体との連携

個別ゴルフ場やゴルフ関連団体ごとの対応では、ゴルフに対するニーズ

変化に即した的確で効果のある対策を実施するには限界がある。したがっ

て､ゴルフ産業界としてのシンクタンク的組織の確立を目指す必要がある｡

具体的には、第Ⅲ章において記載するが、「日本ゴルフサミット会議」の

変革と「ゴルフ市場活性化委員会」の強化（ゴルフ関連産業団体の大同団

結）である。また、ゴルフ界以外のスポーツ団体等との連携を図ることに

よるゴルフ未実施層への情報発信を行う必要もある。文部科学省が推進し

ている「総合型地域スポーツクラブ」（文部科学省の施策で、現在全国

のＮＰＯ法人が活動）との連携による、ティーチングプロの職域拡

大による新規ゴルファー創造を目指すことも可能である。
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これからのゴルフ界は、ニーズの変化を柔軟な姿勢で取り入れていく必

要があるとの姿勢の基に、ゴルフを身近なスポーツとして楽しめるものと

して発信して行かなければならない。

柔軟な姿勢を表した例として、ゴルフ未実施者の理由の一つである「ゴ

ルフは時間が掛かり過ぎる」に対応した施策として、「ホール単位料金の

設定」もあるだろうし、「服飾の変化」への対応として「ゴルフ界は斯く

あるべき」ではなく「ＴＰＯに応じた対応であるべき」などの対応が必要

と考える。

≪以下に参考データとして、１～５を付記しておく≫

１ ゴルフ場利用者数

年度 ゴルフ場数 延利用者数合計（千人）

数 増加数 同比率 人数 増加数 同比率

平成元 1,722 82 5.0% 89,963 7,778 9.5%
4 2,028 102 5.3% 102,325 3,516 3.6%
5 2,127 99 4.9% 99,364 -2,961 -2.9%
6 2,200 73 3.4% 97,833 -1,531 -1.5%
7 2,273 73 3.3% 97,512 -321 -0.3%
8 2,340 67 2.9% 99,651 2,139 2.2%
9 2,370 30 1.3% 100,529 878 0.9%

10 2,404 34 1.4% 96,032 -4,497 -4.5%
11 2,421 17 0.7% 93,228 -2,804 -2.9%
12 2,443 22 0.9% 90,000 -3,228 -3.5%
13 2,452 9 0.4% 90,175 175 0.2%
14 2,460 8 0.3% 88,409 -1,766 -2.0%
15 2,457 -3 -0.1% 88,376 -33 0.0%
16 2,453 -4 -0.2% 85,307 -3,069 -3.5%
17 2,446 -7 -0.3% 86,046 739 0.9%
18 2,442 -4 -0.2% 88,235 2,189 2.5%
19 2,442 0 0.0% 89,020 785 0.9%
20 2,442 0 0.0% 90,786 1,766 2.0%
21 2,445 3 0.1% 91,642 856 0.9%
22 2,432 -13 -0.5% 88,061 -3,581 -3.9%
23 2,413 -19 -0.8% 84,327 -3,734 -4.2%

23 暦年 84,912

24 暦年 86,996 2,085 2.5%

出典： 一般社団法人 日本ゴルフ場経営者協会
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３．ゴルフプレー料金の推移

年 指数 年
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011
2012
2013

総務省消費者物価指数(CPI)

４ 最近5年間のゴルフ場営業状況（決算集計企業の平均値）

●収支状況の推移

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

営業収入

売上原価

営業・一般管理
費

営業収支

経常収支

純利益

増減 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

営業収入

売上原価

営業・一般管理
費

営業収支

経常収支

純利益

※数値は、各社の単純平均値(単位:万円)

５．赤字企業
年 赤字企業
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Ⅱ‐１４ 練習場市場 ≪個別市場の動向分析と未来予測≫

ゴルフ練習場市場の動向分析と未来予測

＊経営撤退抑止対策への取組み

ゴルフ練習場は、土地活用効率の悪い業態である。裏返すと、転

用した場合の活用方法が数多く存在する。また、土地という資産が

あるため、世代交代した場合に多額の相続税が発生する場合が多々

ある。遊休資産の有効活用という観点から練習場経営を始めた企業

の場合も、資産の売却という判断が下されるケースも散見される。

こうした状況と併せて、練習場経営の将来展望が見えないという

ことが重なり、練習場経営から撤退するというケースが発生するよ

うになってきている。

このような状況は、練習場業界のみならず、ゴルフ産業に大きな

影響を及ぼすことになる。なぜならば、練習場は市街地に立地して

おり、数多くの新規参入ゴルファーの受け皿となっているからであ

る。こうした受け皿の数が少なくなるということは新規参入ゴルフ

ァーの減少に直結するため、抑止していかねばならない。こうした

抑止策として、以下のことを考え、提案していく。

１．全般的な動き
（１）ゴルファーの創造

２千万人にのぼる潜在層にアクセスしゴルファーを創造していく
（２）優良なティーチングプロの輩出
ＴＣＰ育成システムの抜本的な見直しを行い、優秀なティーチン
グプロを輩出する。

２．練習場への対応
（１）ＴＣＰ、練習場、ゴルフ場の一体化システムの導入地域の練
習場とゴルフ場が連携を持ち、ＴＣＰを活用した運営を行ってい
くことにより、潜在層の掘り起こしを推進していく。

（２）打席収入偏重からスクール・ショップも絡めた三位一体経営

への転換

従来の練習場経営は、打席収入に依存した経営を行って

きた。ゴルファーが増え続けている時期はこの経営でもよ

かったが、ゴルファー減少の時代になるとその影響をまと

もに受けるため、売上の減少に直結している。これを打開

する方策が、スクール・ショップも絡めた三位一体運営で

ある。

従来型の打席偏重経営では競合施設との関係から収益も

伸び悩みとなるが、三位一体運営は、スクール・ショップ

と連動して（入場者は増えなくても）客単価を向上させる

ことにより収益を上げる仕組みであるため、競合施設の動

きに左右されない。この運営システムの導入により、練習

場経営の将来展望が開かれていく。

（３）三位一体運営を推進するＰＧＡゴルフアカデミーの創設

個人レッスンでは、多くのゴルファーを創造することが

出来ず、練習場経営への貢献度もあまり大きくなく、三位

一体運営を行うには不十分であった。

これを打開するため、新たにＰＧＡゴルフアカデミーを

創設し､グループレッスンを行えるようにしていく｡ティー

チングプロの研修制度の中にこうしたグループレッスンが

出来るようなカリキュラムを組み込み、スクール運営が展

開できる人材を育成していく。同時にスクール運営本部が

スクールを新たに開校した施設のサポートを行っていく｡

この際に少ない在庫で売上を上げていくショップ運営に

ついても指導していくので、三位一体運営を着実に推進し

ていくことが可能となる。
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グラフ及び表１は国内ゴルフ用品市場規模（メーカー出荷ベー

ス）及びゴルファー数の 年から 年までの推移である（ゴル

フ用品市場規模は矢野経済研究所、ゴルファー数は公益財団法人日

本生産性本部「レジャー白書」による調査）。

年といえば我が国においてバブル経済が崩壊、大手金融機関

の破綻など経済環境が大きな転換期を迎えた時代であるが、その頃

と比べて用品市場規模、ゴルファー数ともに年によっての多少の浮

き沈みは見られるものの、いずれも長期時系列という視点では減少

基調にて推移していることが見て取れる。具体的な数値で示すと、

年のゴルフ用品市場規模は 年当時の約 、ゴルファー数

は約 とほぼ半減していることが分かる。

しかしながら、経済環境も人口構造も現在と大きく異なる 年

当時のデータと現在のデータとを比較することにさほど大きな意味

はないだろう。ここで重要なのは「我が国のゴルフ市場において、

用品市場規模とゴルファー数は相関関係にある」ということ、換言

すれば「ゴルファーが減少すればゴルフ用品市場規模も縮小する」

という、極めて単純なことが過去のデータからも明らかになってい

るという点である。つまり、「既存ゴルファーのリタイア防止やゴ

ルフプレー及び用品購入の促進策」のみでは、我が国のゴルフ産業

が再び活況を呈する可能性は極めて低いであろうことを、このデー

タは示唆していると言えるのである。

それでは､ゴルファー数の減少基調が続く国内のゴルフ市場にお

いて､用品業界関係者はどのような対策を講じてきたのか。その一

部を検証してみよう。 のグラフ及び表は､日本国内で販売されたゴ

ルフクラブ（ウッド）の年間総モデル数と、ウッドクラブの国内総

出荷本数の指数（ 年の各々の数値を とした場合の、以降の

数値）である。それぞれのデータの出典については注釈をご覧頂け

ればと思うが、このデータによって明らかとなるのは「総出荷本数

は減少基調にあるもののモデル数は増加基調にある」ということ、

違う言い方をするならば「各メーカーから発売されるゴルフクラブ

のモデル数そのものは増えているけれど、それが市場規模の成長に

繋がっていない」という事実である。

   の表及びグラフから明らかなように、ゴルファー数が減少基調

にある中でゴルフ用品メーカー各社は「既存ゴルファーの買い替え

需要」にターゲットを絞って商品開発を推し進めてきたと言える。

既存ゴルファーとは既に何らかのゴルフクラブを所有しているゴル

ファーであるから、それらゴルファーの買い替え需要を刺激するた

めに「一人一人のスイングに合ったクラブづくり」、換言すれば

「一人一人のゴルファーの顧客満足度向上」を目指したクラブづく

りを行ってきたと言える。データが指し示しているモデル数の増加

は、そうした「企業努力の賜物」であるとも言える訳であるが、残

念ながらそうした「企業努力」が市場全体の健全な成長に繋がって

いないのは上述した通りである。それどころか、こうしたゴルフク

ラブを販売している小売店の一部からは、「メーカーからは矢継ぎ

早に商品が発売されスペック数も増加しているが、それら商品の全

ての特性を把握して咀嚼する余裕がなくなった」「ゴルファー自身

も、選択肢が多過ぎることが逆に迷いに繋がり購入を見合わせる

ケースが増えている」「購入前に試打するクラブが増加したことで、

接客時間の増加に繋がっている」といった「選択肢が増加したこと

によるメリット」とは真逆の声が挙がっているのが実情なのである。

端的に言えばゴルフクラブというものがこの数年間で「一部のコア

ゴルファーのみにしか理解できない、非常に難解な消費財」に

Ⅱ‐１５ ゴルフ用品市場 ≪個別市場の動向分析と未来予測≫
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なってしまい、大多数のゴルファーが現在の商品サイクルに追従で

きていないのではないかと考えられるのである。

ここで言いたいのは「モデル数の増加 悪」ということではな

い。市場の成熟化が進行する中において、目の肥えた消費者の満足

度を向上させるためにモデルやスペックが増加するのは寧ろ自然な

ことであると言える。しかしながらゴルフ用品市場にとっての問題

は、それら細分化された商品を「適切な形で消費者に届けるための

仕組み」を構築しきれなかった点にあると言えるのではないだろう

か（現在用品市場では「フィッティング販売」を強化する動きが顕

在化しているが、現在の「フィッティング」が有効に機能していな

いことは、残念ながらデータからも明らかである）。複雑な商品構

成になったゴルフクラブを、如何にしてゴルファーにとって「分か

りやすく」噛み砕くことができるのか。それが今後の用品市場に

とって必要であると言えるだろう。また、現在のゴルフ用品小売市

場では上述したような環境も手伝って「過度な価格競争（安売り競

争）」が繰り広げられているが、それを以てしても市場が上向きに

なっていないのはこれまで述べた通りである。現在の消費者（ゴル

ファー）が本当に「安さ」だけを求めているのか、「安さ」だけに

頼らない付加価値の高い販売方法はどうあるべきなのか。こうした

点についても改善を加えていく必要があるのではないだろうか。

≪以下に参考資料として、１．２、の図表を付記しておく≫

33



20
14
（予
）

（参加人口：千人） （出荷金額：百万円）

ゴルフコース参加人口 ゴルフ用品国内出荷金額

（千人、百万円）
2014（予）

ゴルフコース参加人口

前年比

'92比

ゴルフ用品国内出荷額

前年比

'92比

※出典：ゴルフコース参加人口 （公財）日本生産性本部「レジャー白書」、ゴルフ用品国内出荷金額 矢野経済研究所「ゴルフ産業白書」 

１ ゴルフ用品市場規模とゴルフコース参加人口長期時系列推移
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(指数：2007年=100)

ドライバー フェアウェイウッド ハイブリッド ウッド合計 出荷本数

（単位：モデル）

指数

指数

指数

指数
ウッド合計

ドライバー

フェアウェイウッド

ハイブリッド

（単位：千本）
2014（予）

指数
出荷本数

２ ゴルフクラブ（ウッド）販売モデル数と数量規模推移

＜ウッド販売計上モデル数推移＞ 

＜ウッド 国内出荷本数推移＞ 

※出典：モデル数 矢野経済研究所小売店実売動向調査「YPSゴルフデータ」、国内出荷本数推移 矢野経済研究所「ゴルフ産業白書」 
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Ⅱ‐１６ ティーチング市場 その１ ≪個別市場の動向分析と未来予測≫

１．過去～現在の分析

１９９４年にあった約１２００万人のゴルフ人口が、２０年後の

２０１２年推定で約３０％減の８４０万人：ゴルフ場市場は、１９

９２年１９６１０億円～２０１３年５５％減の９０１０億円：ゴル

フ練習場市場は、１９９３年３１４０億円～２０１３年５９％減の

１２９０億円：ゴルフ用品市場は、１９９１年６２６０億円～２０

１３年４６％減の３４００億円と３大ゴルフ市場規が２０年間で５

３％減少の４７％に縮小している。

２０１３年の総ティーチング市場は、推定で１５０億円、約８０

００人（ＰＧＡ５２００人、ＬＰＧＡ１０００人、他団体、個人合

わせて１５００人）のゴルフの先生数で割れば、 人当たり年間収

入１９０万と、とてもレッスン活動だけでは生活できるレベルでは

ない。

これらの数字が表す問題について「失われた２０年」における経

済縮小に問題の所在を求めても何の解決にならない。

なぜならば余暇市場の縮小率は過去２０年間で約２５パーセント

であるのに、さらにスポーツ産業界だけを見た縮小率も約３０パー

セントと言う中、ゴルフ産業界だけ５３パーセントと突出している

のは、ゴルフそのものが健全余暇市場から排除されているのではな

いか。さらにゴルフ産業界に構造的欠陥、人因的欠陥があるのでは

なかと見るのは当然のことである。

問題は、１０年前に危機感を持った有識者の市場調査の結果、平

成１４年に経済産業省及びゴルフ産業界全体に提言した「ゴルフ市

場活性化行動計画検討報告書」には現在まで１０年間に起こったこ

とが預言書のように提言されている。

現在に至るまでゴルフ産業界の経営トップがこの提言に対応をし

てこなかった要因に「不良債権問題を漫然と放置し続けた」日本の

企業経営者独特の「急激な市場の変化にもゆっくり対応する」危機

意識の欠如がある。

さらに、変化に対応できないもう一つの要因として、ヒツジの集

団を連想させるような、日本人独特のマインドが、大人しい株主を

創出していることにある。

ティーチング市場では、「ゴルファーを作り育てる」と言う市場

活性化の最前線で活躍するべきティーチングプロがバブル以降も「

先生」と呼ばれ続けゴルファーのマインドの変化に気づかず進歩が

ない。

「偉そうな先生、怖そうな先生」のような態度でゴルフレッスン

を続けてきたプロ、またそれを放置してきた取り巻く業界の危機感

のなさが現在を招いている。

前項で述べたように「失われた２０年」で縮小したゴルフ産業界

の衰退は、まさに坂道を転げ落ちるが如くの表現がぴったりの惨状

である。このまま何もしない場合のゴルフ人口予測をしてみると、

１０年後は６００万人を割ってしまう。

１０年後のゴルフ人口の減少割合７０％を今のティーチング市場

に掛けると１５０億の７０％１０５億、このまま１０年間ＰＧＡの

プロが増え続けると６５００人になり前項の方法で計算すると年収

の平均は１００万円以下になってしまう。

この恐ろしい未来市場予測が現実のものになることは前述した預

言書が証明している。
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もちろんティーチング市場だけではない全てのゴルフ産業は崩壊

し英国型のゴルフ産業界になるのは目に見えている。

３．活性化に必要な課題の検証

①．新ＴＣＰの輩出とＰＧＡゴルフアカデミー

経営戦略会議が目標とする１０年間で５００万人の新規参入ゴル

ファーの命題に直接関わる新ティーチングプロの養成は、目標達成

の最重要ファクターである。

ゴルフ産業界を支えてきた団塊世代ゴルファーの高齢化によるリ

タイアまた既存ゴルファーのリタイア防止も、また、ゴルフ界の将

来を担うジュニアゴルファーの育成も、すべて最前線で関わる新テ

ィーチングプロの双肩に懸かっている。

新ティーチングプロの新しい活躍の場として、また５００万人の

新規ゴルファーの創出の場として、ＰＧＡが新たに市場に投入する

のがＰＧＡゴルフアカデミーである。

当アカデミーにおいて責任を果たすには新しい教育カリキュラム

で講義内容、講師陣容、講習期間、講習施設、学期割振り、検定試

験等、その他、考えられる全ての見直しに取り組み２０１６年度の

講習会から新講習会を実施して２０１７年１月には新ティーチング

プロを当アカデミーに送り出す。

②．既存ＴＣＰの再教育とＰＧＡゴルフアカデミー

向学心の高いＴＣＰが、年収のアップのため再度講習会を受講し

て、再就職先を求めるときに、ＰＧＡは、スキルアップ講習会と就

職先の両方を用意するのが当然である。

ＰＧＡゴルフアカデミーの成功にはスキルアップされた経験豊富

なＡ級のＴＣＰをヘッドプロに迎えることが絶対条件である。

ＰＧＡ教育普及部では、ＰＧＡゴルフアカデミーのヘッドプロ資

格の取得を目的に、仮称ＰＧＡゴルフアカデミーセミナーを開催す

る。このヘッドプロの養成は２０１５年から取り組んで、第 次Ｐ

ＧＡゴルフアカデミーの責任者として配属する。

③．電子ゴルフカルテの導入

ＰＧＡは、過去１５年に渡ってゴルフの基準の普遍化統一化に努

めてきた。これは、日本全国どこへ行っても「ＰＧＡの先生は同じ

基準でレッスンをしてくれる」。この評判が、ゴルフレッスンに対

する信用を生み、延いてはゴルファーを増やすからである。

逆に、基準、レッスンの統一化が為されないと、「ゴルフの先生

の言っていることは一人一人違う」、「何を信じたらいいか分から

なくなった」、「もうゴルフをやめよう」となり大事なゴルファー

を失うことになる。

更なる統一化に向けて、ＰＧＡの公式アプリ上で機能する電子ゴ

ルフカルテの開発を進めている。

この電子ゴルフカルテシステムは、レッスン動画をスマフォ上で

共有し動画の加工、メモの記入、レッスン音声、コメントの音声等

の、登録が可能で、生徒の上達に寄与する。

また、出張、転勤、引越し、などで先生を変えなければならない

ようなとき、生徒が望めば、現在習っている先生から、新しい先生

がカルテデータをサーバーから引き出せることが可能で、スムーズ

な引継ぎができる。

このシステムを、全国津々浦々のＰＧＡ会員５４００人が利用す

れば、まさに「同質で信用性の高い」レッスンが普及することによ

り、１０年後１２００万人のゴルフ人口が達成される。
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Ⅱｰ１７ ティーチング市場 その２ ≪個別市場の動向分析と未来予測≫ 

ティーチング市場の現状分析と未来予測
 
技術＋ゴルフの楽しさ指導機能習得  
（１）これまでの指導

ゴルフ人口が減少し、これに伴ってティーチング市場も縮小

しているにもかかわらず､従来型のレッスン方法が続いている｡

・技術優先の指導

・個人レッスン主体のレッスンスタイル

・曜日や時間帯を決めて、好きな時間に自由にレッスンを受

けられない時間設定

・接客業という認識が乏しいティーチングプロの存在

お客様は、過去にフィットネス、テニス、スキー､英会話な

ど、多様なレッスン経験を持っており、こうした経験の中で触

れ合ったインストラクターとティーチングプロを比較すること

になる。

従って、ゴルフにとどまらず、他業種のインストラクターと

比較してもそん色のないレッスンや指導者としての意識を持っ

ていなければならないが、現状はこの点が欠けているレッスン

やティーチングプロが存在している。

（２）今後の指導

技術と同時にゴルフの楽しさを伝え、なおかつゴルフライフ

のトータルプランナーとしての機能を果たすティーチングプロ

を目指していかねばならない。これを目指して以下のことを取

組んでいく。

①レッスンに当たっての取組み

レッスンを受ける動機や目的は様々であり、一様に技術の

向上を望んではいない。従って、お客様がレッスンを受ける

にあたっての動機や目的をしっかりと把握し、お客様の意向

に沿ったレッスンを行っていく。

②ＴＣＰ、練習場、ゴルフ場の一体化システムの導入

地域の練習場とゴルフ場が連携を持ち、この仲立ちをティ

ーチングプロが行い、ビギナーの方を早い時期にコースにお

連れしてコースの素晴らしさやゴルフの楽しさを伝えられる

ようなレッスンを展開していく。

③ＰＧＡゴルフアカデミーの創設

個人レッスンでは、多くのゴルファーを創造することが出

来ず､スクール形式のグループレッスンの導入が必要となる｡

この対策として、新たにＰＧＡゴルフアカデミーを創設し、

ＰＧＡ主導の下全国でスクール展開を行い、多くのゴルファ

ーを創造すると共に既存ゴルファーの要望にも応えていく。

④展開手法

東京･名古屋･大阪でモデルスクールを５～１０校開校し、

モデルスクールを拠点として全国への展開を図っていく。

モデルスクールでは、見学並びに新たなメソッドの展開を狙

っていく。スクール開校を希望するティーチングプロは、ま

ずは開校研修カリキュラムを受講し、その上でモデル施設で

のレッスンを体験し、開校へと進んでいく

⑤ティーチングプロに対する接客研修

ティーチングプロの認定講習のカリキュラムには、これま

での接客研修の講座があり、接客指導を行ってきている。た

だ一般的な接客研修に終始し、練習場やコース、あるいは

レッスン時の対応などに特化したものではなかったため、効

果は限定的となっている。

また、その後のフォローアップ研修などは行われていない

ため、いつの間にか忘れられてしまっている点も否めない。

今後は、フォローアップ研修を導入するなどして、接客力の

向上を図っていく。
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日本でゴルフトーナメントが最初に開催されたのは、１９２６年、６名

が参加した大阪・茨木カンツリー倶楽部での第１回日本プロゴルフ選手権

大会。日本にゴルフコースができてわずか２６年後、宮本留吉の優勝で日

本のゴルフトーナメントが産声を上げた。

日本に第一次ゴルフブームが起こったのは、１９５７年、カナダカップ

が埼玉・霞ヶ関カンツリークラブで開催された年。現在のワールドカップ

に当たる大会で、見事日本代表の中村寅吉が個人優勝、小野光一とのペア

で団体優勝をも成し遂げるという、輝かしい快挙を成し遂げてのものであ

った。

ゴルフツアーが誕生したのは１９７３年、ツアー競技は３１試合、賞金

総額４億７，１００万円を、トーナメントプレーヤー８３７名で競い合っ

た。賞金ランキングをもとにシード権を制定し、試合の出場枠や賞金配分

などを明確にした。この年の賞金王はプロ４年目、競技参戦３年目の尾崎

将司、獲得賞金額は４３，８１４，０００円と総額の１０％弱であった。

１９７３年以前のトーナメントは、日本プロ、日本オープン、プロ東西

対抗が全国規模の大会であり、他に関東プロ選手権、関西プロ選手権、関

東オープン、関西オープンの６公式戦が中心であったが、これにスポンサ

ートーナメントが加わって徐々に試合数が増え、１９７０年には２３競技

が行われ、賞金総額も１億円を超え、１億１，０００万円となった。

プロテストに合格した会員＝トーナメントプレーヤー数も６１３名と増

加した。

さらに翌年、１９７１年、競技数３４、賞金総額は２億２，０００万円

と大きく増加した。

賞金王の獲得賞金額が１億円を超えたのは、１９８５年（ツアー競技数

４０、賞金総額１７億５，３００万円）中嶋常幸の１０１，６０９，３３

３円、２億円を超えたのは、１９９４年（ツアー競技数３８、賞金総額

４１億５，０００万円）尾崎将司の２１５，４６８，０００円と、プロゴ

ルフトーナメントは、試合数、賞金額だけからみてもゴルフビジネスとし

て大きな進化を遂げていった。

その中で大きな役割を果たしたのが、トーナメント運営会社であった。

ゴム・タイヤ系の大手会社の子会社として１９７３年設立、自社のボール

をはじめとしたゴルフ用品の販売促進を目的とするためにゴルフトーナメ

ントを立ち上げ、企画・運営を行った。経済の成長に伴ってトーナメント

界は急成長していった。

１９７５年に村上隆がグランドスラムを達成、８０年には青木功が全米

オープンでジャック・ニクラウスと死闘を繰り広げて準優勝、そして尾崎

将司、中嶋常幸、倉本昌弘と続々とスターが誕生し、メーカー、テレビ、

広告会社の関わりにより、そしてプロゴルファーとメーカーとの契約・宣

伝効果によりゴルフ用品の売り上げも大きく増加し、ゴルフ業界の進化を

より加速させていった。

１９９０年代、日本ツアーは史上最高の盛り上がりを見せた。１９９０

年、ツアー競技４４（ツアー賞金総額３２億９，０００万円）、後援競技

１４、協力競技７、グローイング８、シニア競技２５試合。ＰＧＡ全競技

の賞金総額は史上最高額の４３億円を記録し、日本ツアーはアメリカに

次ぐ世界第２位のツアーに成長した。翌９１年、ＰＧＡのゴルフトーナ

メントは１１０試合を超えて史上最多を記録、全競技の賞金総額も５４億

３，１６０万円と史上最高額を更新した。

しかし、その後はバブル崩壊の影響もあり、９３年、３９試合（４１億

８，５００万円）、９４年、３８試合（４１億５，０００万円）､９５年､

３７試合（４０億２，０００万円）と年々減少していき､９６年に３６試

合、３９億１，０００万円と急落するに及んでゴルフ界には危機感が充満

していった。

Ⅱ‐１８ ゴルフトーナメント市場 ≪個別市場の動向分析と未来予測≫
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１９９７年「ＰＧＡツアーオブジャパン」が設立、そして１９９９年

「日本ゴルフツアー機構」がＰＧＡより独立、発足することとなり、文部

科学省認可の社団法人として、日本ゴルフツアー機構（ＪＧＴＯ）はツア

ー競技、日本プロゴルフ協会（ＰＧＡ）はプロゴルファーの資格認定、ゴ

ルフの普及、指導・教育に携わる団体としてのすみわけがなされた。（シ

ニア競技はＰＧＡ）

その後２００７年、サブプライムローン問題に端を発したアメリカバブ

ル崩壊を契機に、０８年のリーマン・ショックからの世界的金融危機、経

済不況を経て、２０１４年は、

・男子レギュラーツアー競技２３試合、賞金総額３１億５，０００万円

・女子ツアー競技３７試合、賞金総額３２億７，６０８万円

・男子シニアツアー競技１１試合、賞金総額 ６億２，５００万円

となっており、女子ゴルフトーナメント以外はまだまだ縮小傾向の現状に

歯止めが掛っていないのが現状であり、ゴルフ界における危機感は募る一

方で、業界の活性化に対する施策が急務となっている。

≪以下に参考資料として、１、２、３、を付記しておく≫

１ 国内男女トーナメント賞金総額と試合数の年次別推移

資料提供／（一社）日本ゴルフツアー機構、（公社）日本プロゴルフ協会、（一社）日本女子プロゴルフ協会
ツアー制度施行／男子1973年 女子1988年
※LPGAツアーの2011年は、Tポイントレディス、ヤマハレディースオープン葛城、スタジオアリス女子オープン
を除く（東日本大震災により開催中止）。

資料提供／（一社）日本ゴルフトーナメント振興協会
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合計 平均 試合数 合計 平均 試合数 合計 平均 試合数

516,441 

男子・女子資料提供
(一社)日本ゴルフトーナメント振興協会 ＊シニアツアー2012・13年は、ギャラリー

入場のない競技を1試合を含む
試合数で、平均入場者数はギャラリー入

場試合数での平均。

男子ツアートーナメント 女子ツアートーナメント ｼﾆｱツアートーナメント
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２．国内男女トーナメント入場ギャラリー総数（主催者発表）の推移 ３．国内男女トーナメント平均視聴率の推移 
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Ⅱ ‐ １ ９ 人 口 構 造 の 変 化 と ゴ ル フ 総 市 場 の 長 期 的 変 動 予 測

＊関係者が現状の対応を続ける中で構造変化が顕在化すれば、このグラフのような事態が予測され

る。 この最悪の事態を回避するには、いかなる対応が必要となるか？ 以下検討していく
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Ⅱ‐２０ 何故ゴルフ市場の縮小に歯止めが掛らないのか・・・業界の現状対策の検証

＊市場規模は２０年で半減化している！！ ⇀ 「原因はどこにあるのか？」

≪ゴルフ界も近年様々な対策を講じているが、市場縮小に歯止めが掛る兆候は見えてこない≫

・経済市場、余暇市場、他のスポーツ分野ではこのような大幅な縮小は見られない

→ 景気の影響ではない → 「ゴルフ市場固有の原因が存在するはず」 → それは何か？

・業界関係者が講じている、「市場活性化、再生対策」が適していないと考えるのが一般的である

＊問題解決手法についての検討 ⇀ 「大きく分けると次の二つの手法が考えられる」

①現象追従型対応 → 現在ゴルフ界の既存組織が講じている対策は、ほとんどがこの手法

・該当する業種に対し大幅な構造変化がなく、成長期にある市場の個別業種や企業においてのみ有効

・「売れなくなった」「お客が減少した」「収益率が低下した」といった現象に対して、短期的で目先の問題解決を

優先 → 「値下げ・プレミア販売」 等企画レベルの押し込み型の対応手法が主流

②原因究明型対応 → ＰＧＡ経営戦略会議が目指している対応手法

・構造変化の影響が大きくなった業種に必要となる対応

・「売れない、お客が減少、収益率が低下」が発生する原因を究明し、戦略的な視点に立った根本的対策を講じ

る手法 → 「ゴルフ界共通の行動プログラム」「新機軸ビジネスモデル」等の導入が必要

＊現在のゴルフ市場縮小要因 ⇀ 「構造変化要因の影響が大きい」

・構造変化キーワード → 「経済低成長時代」「少子高齢化、総人口減少」「産業の空洞化」「社会福祉制度崩壊」

・「市場活性化」とはゴルフ産業界の願望であり課題である → 既存ゴルファは現状に満足

結論 現在の業界対策ではゴルフ産業活性化の実現は不可能である
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Ⅱ‐２１ 米国ゴルフ産業界の対応システムからみた日本ゴルフ産業界の問題点検証

１．米国のゴルフ産業界における行動システムの特性と日本の現状

＊ゴルフ産業界全体を掌握し活動する、司令塔的組織（ＵＳＧＡ）が存在している ⇔「日本にはそれに該当する組織がない」

＊ＵＳＧＡとＵＳＰＧＡを柱とする、調査、戦略立案、資源活用、事業展開システムが確立している ⇔「該当するシステムがない」

＊市場関係者がゴルフ産業全体の活性化実現戦略を立案できる、自立型思考能力を保有している ⇔「異業種企業の持ち込み企画導入」

＊「調査分析、戦略立案、行動」の３機能が一体化している →「ＮＧＦ＋マッキンゼーＣｏ＋ＵＳＧＡ」 ⇔「点の機能の大同団結」

＊ゴルフ界全体が、戦略的な視点（長期的視点・全体最適・重点集中・自己関与）に立った対応を継続している ⇔「企画レベル対応」

＊各業種組織における効率的・戦略的提携が確立 →「人・もの・資金・情報の提供共有」「活性化戦略の導入展開が迅速にできる」

２．米国におけるゴルフ市場活性化への流れ

３．ゴルフ産業活性化に必要となる絶対条件の検証
＊市場活性化に対する必要命題の明確化 → 活性化とはゴルフ産業界の願望 →「一般ゴルファーが望んでいるわけではない」

＊活性化戦略遂行には、ゴルフ界全体での行動目標数値と実行期限の明確化が必要 →「ゴルフを産業視点で見れば当然の課題」

＊事業戦略を、ゴルフ産業界が自ら立案できるセクションと思考能力の保有が必要 →「シンクタンク的組織の設立が必要」

・企画（点）を羅列しても、事業戦略化できない 「戦略立案 → 戦術化 → 企画化」といった流れが必要

・企業持込み企画では戦略の構築はできない → 企業メリットが最優先となるため、真にゴルフ市場の活性化を意図していない

＊資源（人、もの、資金、情報、知能）を融合化した、共通行動プログラムの構築が必要

＊一般生活をゴルファー化するための条件 →「ゴルフという料理に対して支出判断を下すのであり、食材（個別業種対策や単独企

画）はその機能を保有していない。部分的なポジションにある組織が、全体を動かすような活動では活性化実現は不可能

定 期 的 市 場 調 査

新 戦 略 の 立 案

戦 術 へ の 転 換

各 業 種 別 対 応

ビ ジ ネ ス モ デ ル 化

個 別 企 業 と 提 携

新規 ゴルファ ー開 拓

業 界 全 体 で の 対 応

取り巻く環境変化にリアルタイムでの対応が可能となる ⇒ 市場規模の振れ幅縮小

真に ゴ ル フ市場 の活性化を望むな ら 、 日本 の ゴ ル フ産業界に

戦 略 的 な 発 想 と 仕 組 み を 導 入 す る こ と が 、 絶 対 条 件 と な る
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Ⅱ ‐ ２ ２ 原 因 究 明 型 対 応 に よ る ゴ ル フ 市 場 活 性 化 実 現 プ ロ グ ラ ム の 概 要

＊余暇市場の動向とゴルフ市場の現状

１．余暇市場規模は７年ぶりにプラスに転じたがゴルフ市場の縮小には歯止めが掛っていない

・ギャンブル関連市の縮小分を考慮すると、健全余暇市場規模は大幅に回復した

・しかしその健全余暇関連支出の増額分は、他のレジャーやスポーツに向けられている

・特に行楽やテーマパーク市場の伸び率が高い → このままではゴルフ市場の一人負けも危惧される

＊ゴルフ産業の供給側に与えられた選択肢

１．市場成行きに任せ、対応が困難な抜本的対策には取り組まない

・１０年後の総市場規模は現在の５０％以上縮小 → ゴルフの文化と歴史は残るが「ゴルフ産業」は崩壊

２．現在の供給側体制維持できる、健全市場規模実現への取り組み → 売上と収益性の向上

・現状の供給体制を維持するのに必要な市場規模 →「総市場規模 ２兆円、ゴルフ総人口 １２００万人」

＊ゴルフ市場の潜在需要規模の測定と取り込みに必要となる条件の明確化

１．新しい仮設の導入 → ＪＳＭＩが提唱する 「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ９３ 構想」の検討

・誰でも参加できるはずの日本のゴルフ参加率は７％に過ぎない → １億人以上の国民がゴルフをしていない

２．定量分析による潜在需要規模の測定 → 経済的な視点からのアプローチ

・「年間１０万程度のゴルフ支出が可能な人口」 → ＪＳＭＩ のマーケット分析 → ２０００万人以上の存在を確認

３．定性分析による潜在需要規模の測定 → 生活者の志向からのアプローチ

・「新しいゴルフの魅力を提供すれば参加が可能な人口」 → 「ＧＡＰＫゴルフをやらない人達１万人の調査」

以 上 の 検 証 の 結 果 ２ ０ ０ ０ 万 人 の 潜 在 需 要 層 の 存 在 が 確 認 で き た 
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ランス化によるゴルフ 

 
市場の混乱拡大 

 
＊ゴルフ産業競合激化 
 
＊価格競争促進 

 

今後に顕在化が予測される障害の検証 
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Ⅱ‐２３ 未来ゴルフ市場における健全成長障害要因の分析と対応方向の検討

 

 
 

１．構造変化の顕在化により発生が予測される障害 

＊日本の総人口の長期的減少 → ゴルフ人口の減少懸念拡大 

 ＊総人口が減少する中で高齢化社会進行 → 支出配分の変化（医療・福祉関連支出重視）
 

＊団塊の世代の高齢化 → シルバー層のゴルフ参加動機の変化（非ビジネスユース化）
 

＊日本経済の低成長化が定着 → 可処分所得の減少によるゴルフ関連支出縮小
 

《ゴルフ市場の高成長時代を創出した中産階級層が大幅に減少》
 

 
２．生活者のライフスタイル変化により発生する障害 
＊少子化世代がゴルフ市場の中核層化 → レジャー・スポーツのポジション変化
 
＊価値観の変化 → 「ひとつ上の幸せ」 から 「身の丈の幸せ」 への転換
 
＊車を自己所有しない若者が増加 → ゴルフ場来場者の減少促進
 
《ゴルフ飽き・ゴルフ離れ・ゴルフ無関心化促進懸念拡大》
 

３．供給側における対応のズレにより発生する障害 
＊取り巻く環境変化 → 短期的には経済要因・長期的には構造要因により発生
 
＊供給側の認識 → 新世代スーパープロの出現により市場活性化実現は可能
 
＊供給側の市場活性化対応 → ブーム期に構築した手法や組織に依存した展開 
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・それでは具体的に如何なるアクションが必要か

＊「懇親会的組織」 「ワイガヤ組織」 から機能的組織への転換

＊「スローガン主義」 「飲みニケーション主義」 からの脱却

＊新たに誕生する 「機能的組織」 の提携による活動展開

・提携により何を実現するのか

①．生活者の志向変化を的確に捕捉し対処できる仕組みの創造

⇒ 新機軸のマーケティング マネジメント手法の導入展開

②．新機軸 新機能を有すアミューズメントプログラムの創造

⇒ 個々のウォンツにフィットできるプレーとギアの提供

③．ゴルフの新たな魅力を体感できるプレーフィールドの創造

⇒ 生活者がゴルフの魅力を実感できるゴルフ場の提供

他のスポーツにない「自然と絆」を基盤

とする快適ライフ提供がゴルフの役割

実 現 に 向 け た 仮 説 課 題 の 検 討

Ⅱ‐２４ 未来ゴルフ市場における成長阻害要因の回避と活性化実現に必要な課題と対応

絶えず 「量と質」 が変化する未来市場において、９３％を占

める生活者（非ゴルファー）を囲い込むために必要となる

「課題と仕組み・仕掛け」 とは何か？

①．日常的な出会いを演出できる 「新魅力創造型ゴルフ」の構築

②．多様化したプレー目的にベストフィットする、選択肢の広い「仕組

み・企画・もてなし」システム

③．他のレジャー&スポーツにはない楽しさと、コストパフォーマンスの

高さを実感できる 「生活密着型ゴルフ」

④．自らの目的と能力に最適なゴルフ技術＆ライフを、楽しく学ぶこと

のできる仕組みを持つ 「新機能ゴルフスクール」

⑤．自らの目的と能力にフィットした最適ゴルフギアを、リーズナブル

な価格で入手できる 「新流通システム」

⑥．自然・健康・触合い楽しさを体感できる 「マイライフ対応型ゴルフ」

以上の各仮説課題実現に迅速且つ効率的に取り組み

《ビジネス機会とビジネス領域を拡大し

ゴルフ産業の活性化実現を図る》

・既存の対応手法で仮説課題の実現は可能か？

⇒既存システムや組織での対応は無理である！

・現状の対応を続ければゴルフ市場はどうなるか？

⇒ゴルフ人口は激減しゴルフ産業も衰退する！
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「新機軸システム」 の導入により 

＊未来の日本を担う子供達には 

☞ 自己責任意識と豊かな人間性の醸成支援 

＊若者達には 

☞ 自然との触れ合いを通じたゴルフの魅力浸透 

＊夫婦には 

☞ ゴルフのあるライフスタイルの素晴らしさ訴求 

＊家族には 

☞ 三世代のコミュニケーションを深める仕組み提供 

＊シルバー世代には 

☞ ゴルフを通じた 「身体と心の健康実現」提案 

＊地域社会には 

☞ 地域文化向上の中心的役割機能の構築 

の早期実現が必要となる 
 

そのための具体的な方策として 
 
＊より豊かで魅力のある倶楽部ライフ提案 
・多くの会員に愛されるゴルフライフ機能の提供 

＊フィールド施設の保有する機能の有効活用 
・新ライフスタイル対応ゴルフ集客システムの構築 

＊より付加価値を高めるための手法導入 
・有能な多機能ティーチングプロの育成と提供 

・新機軸ゴルフティーチングシステムの導入展開 

・プロライン型用品流通システムの導入展開 

＊新しいゴルフ需要開拓システムの導入 
・ティーチングプロ、ゴルフ場、練習場、の連携強化 

＊グローバル・オンリーワンゴルフの確立 
・ラウンドフィッティングシステムの導入 

・海外ゴルフ組織との提携による集客エリアの拡大 
 

等の方策展開に取り組む 
 

Ⅱ‐２５ 生活者のライフスタイルが変革する未来社会でゴルフが果たすべき社会的役割
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第Ⅲ章 問題解決に向けた提言構想と改革プログラム ５０－７０頁

１．ＰＧＡにおける組織と運営システム改革プログラムの検討

Ⅲ－１．２．３．

２．ゴルフ市場改革提言に向けた新機軸ネットワーク構築プログラムの検討

Ⅲ－４

３．問題解決に向けた具体的なプログラムの提案

Ⅲ－５．６．７．８．９．１０．１１．１２、１３、１４．１５．１６
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Ⅲ‐１ ＰＧＡにおける組織と運営システム改革プログラムの検討

ＰＧＡゴルフアカデミーの創設

（１）これまでの経緯

これまでの問題点は以下のような点にある。

①ＰＧＡオリジナルのスクールシステムが無かった。

ＰＧＡそのものがオリジナルのスクール運営システムを

持っていなかったため、会員は用品メーカー主催のスクール

システムのインストラクターになるか、練習場で場所を借り

て個人レッスンを行うといった方法が主流となっていた。し

かし、収入も不安定であるなど、多くの問題を抱えていた。

②個人レッスンでは多くのゴルファーを創出できない。

ＰＧＡ独自のスクールシステムが無いため、会員の多くが

個人レッスンを営んでいるが、この方法では生徒数５０名程

度までが限度であり、多くのゴルファーを創出するには至ら

なかった。

③資格認定講習会での指導内容

これまでのティーチングプロの資格認定講習会では、グ

ループレッスンの行い方までしか教えておらず、グループ

レッスン、即ちスクールの運営方法などは教えてこなかった。

これは、ＰＧＡオリジナルのスクールシステムが無かったこ

とも影響していると思われる。

（２）今後の展開

①ＰＧＡがスクールを創設する上での利点

ＰＧＡは独自のレッスンテキストを持っており、これに基

づいたスウィング論やレッスン方法も確立されている。

従ってスクール運営システムさえ導入すれば、独自性のあ

るスクールシステムを展開していくことが可能となる。また、

毎年優れたティーチングプロを養成しており、彼らをしっか

り指導し、育てていけば優秀な人材を豊富に抱えていくこと

が可能となる。

②ＰＧＡゴルフアカデミー創設の必然性

今回の使命は５００万人のゴルファーの創造にあり、これ

を成し遂げていくためには個人レッスンでは無理があり、グ

ループレッスンが欠かせない。

ＰＧＡ会員は全国４７都道府県全てに在籍しており、こう

した人材を活用してグループレッスンを行っていけば、多く

のゴルファーを創出することが可能となる。

③ＰＧＡゴルフアカデミーの概要

一定の開校研修カリキュラムを修了したＰＧＡ会員に開校

権を与え、開校する。開校研修カリキュラムでは、スクール

の理念、スクール運営方法、接客教育、練習場と協力関係を

構築する方法などを教えていく。

レッスンはグループレッスンを行い、ティーチングプロ１

名あたり５０～１００名の生徒確保を目指していく。

④展開方法

東京・名古屋・大阪でモデルスクールを５～１０校開校し、

モデルスクールを拠点として全国への展開を図っていく。モ

デルスクールでは、見学並びに新たなメソッドの開発を担っ

てっていく。スクール開校を希望するティーチングプロは、

まずは開校研修カリキュラムを受講し、その上でモデル施設

でのレッスンを体験し、開校へと進んでいく。
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Ⅲ‐２ ＰＧＡにおける施設受託運営システムの構築

１．施設受託経営システムの構築

（１）これまでの経緯

ＰＧＡゴルフアカデミーを創設するにあたっては、そのモ

デルとなる施設が必要となるが、これまではそうした施設も

運営ノウハウもなく、手を出すすべがなかった。

（２）今後の展開

①運営受託の方法

練習場の運営を受託する施設を探し、まずは賃借による練

習場の運営を開始する。

当面は東名大に集中し、徐々に全国に展開していく。

②練習場運営の独自性

入場者を増やす運営方法を採ると、周辺の練習場との摩擦

を引き起こす。

よって、入場者の増加による収益の向上ではなく、打席に

スクール・ショップを絡めた三位一体運営による客単価の向

上により収益を向上させる経営を行っていく。この運営方法

の採用により、近隣施設との摩擦を防ぎつつ、収益を向上さ

せることが可能となる。

③ＰＧＡが練習場の受託経営を行うメリット

・練習場運営のノウハウを吸収し、それをＰＧＡ会員に知ら

しめていくことにより、会員と練習場との関係性が向上す

るだけでなく、生徒の集客力向上にもつながり、結果的に

ゴルファーの創造に貢献していく。

・ＰＧＡゴルフアカデミーを創設するに当たっては、自前の

展開拠点が必要となる。この拠点において運営ノウハウの

吸収や新たなメソッドの開発を行い、それらをＰＧＡ会員

に提供することにより、新規開校がより容易になる。

・練習場サイドの考え方を学ぶことにより、練習場とティー

チングプロの有機的な結合が図られ、収益力の向上や生徒

数の拡大に直結していく。

２．施設受託経営システム導入の目的と意図

（１）ゴルフ練習場経営撤退に対する対策の必要性

ゴルフ練習場経営者の多くは、「経営環境の悪化」「設

備の老朽化による再投資の必要性」「土地の相続問題」等

問題を抱えている。練習場経営者の大部分は、負債もなく

また土地の転用活用が比較的容易であるため、経営撤退の

方向を選択するケースが増大している。

（２）２０００万人の潜在需要層開拓の最前線基地創設

既存練習場の経営撤退が進めば、２０００万人の潜在層

にアクセスするための基地が無くなり、新規層の開拓機能

も低下し、ゴルフ市場の再生活性化構想も挫折する。

（３）資本と経営の分離による近代的な運営実現

資本としての土地や設備を保有する経営者と、新たな運

営システムと新規顧客開拓機能を保有するＰＧＡが提携す

ることにより、経営撤退の抑止が可能となる。

（４）ＰＧＡ会員の職域・職場の開拓

当初受託経営はＰＧＡ本部が受け持つが、将来はＰＧＡ

ゴルフアカデミーで経営学、マーケティング学を学んだＰ

ＧＡティーチングプロが支配人として運営にあたる。

（５）以上の対応により経営撤退を抑止し、潜在需要の顕在化

を実現し、ゴルフ市場の再生活性化の成果を上げる。
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Ⅲ‐３ ＴＣＰ育成プログラムと展開の見直し すべてを新しく！！

１．ＴＣＰ育成の現状

➀学術委員による学術的な裏付けを背景にティーチングの基礎と

なる知識の習得（レポートの提出、実技の講習）

②ＰＧＡ基本ゴルフ教本の知識の習得及び技術の習得（記述式及

び口述式の検定試験＆実技の検定試験）

③社会人としての一般教養及び一般常識の修得（ロールプレイン

グ・トレーニングの実施）

④ＰＧＡ基本ゴルフ教本に基づくゴルフスクール運営を修得

（スクール実施検定試験）

⑤ＰＧＡ基本ゴルフ教本に基づくゴルフ技術矯正法の習得（矯正

法実施検定試験）

⑥ＰＧＡ専門競技委員によるルール講習（記述式の検定試験）

⑦Ａ級、Ｂ級、Ｃ級資格の区別

２．現在の問題点（１．の各項目に対応）

➀講習生の資質（学問への興味が薄いためゴルフの道に入った生

徒が多い）の問題だが講習内容によって集中力のばらつきがあ

る。過去２０年間で改善されては来たがもう少しゴルフに絡め

て生徒の興味をそそる内容にして行くべきである。

②現在ＰＧＡのＴＣＰとして一定のレベルをクリアーするために

検定試験を実施している。その結果、ＰＧＡ基本ゴルフ教本の

習得は、以前とは比べられないほどの効果が上がっている。

しかし、検定試験を公正に実施するために講習期間の約３分の

１が費やされ、本来ならば講習学期と切り離して行われるべき

検定試験の実施が講習に組み込まれている。

また、講義をした指導委員が検定を行なわざるを得ない。この

の現状は公正さを欠くとの批判を免れない。

③一般的な接客サービスのトレーニングをロールプレーイング方

式で実施している。また、自己の様子をＶＴＲで確認すること

で､自己改善のモチベーションを高めながら講習を行っている｡

しかしこれらの講習はサービス業全般に必要な基礎知識、基本

技術の修得に目標を定めておりゴルフ練習場、ゴルフ場等の接

客に特化した講習内容とは言えない。

④講習会のゴルフスクール授業は、ＰＧＡ基本ゴルフ教本の習得

を考慮した８週間のスクールカリキュラムを基に実施されてい

る。これは１．の②で履修したＰＧＡ基本ゴルフ教本の内容を

定着するべく、模擬スクールスタイルで実際のレッスン現場に

対応させた実習で、より効果的に記銘＆理解させることを目的

とした講習であり、その効果に疑いはない。

しかし、一方でこのスクールカリキュラムは、ゴルフ練習場等

の現実、現状に当てはまったものとは言えず様々なレッスン現

場、スクール現場で再教育が必要とされている。

⑤ゴルフ技術矯正法の講習が始まって５年を経過した現在、講習

生の基本教本の理解度をさらに深めないと、矯正法に入る以前

に、エラーの見極めがつかないことが問題化している。

⑥最低限のゴルフルール知識を専門競技委員の講習で習得する、

これは一定の効果が上がっている。

⑦雇用先の経営者がティーチングプロの固定給、歩合給問わず差

をけることに生産性の差を認めていない。

実際にレッスンを受ける顧客も、資格の区別に頓着しない状況で
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ある。その結果、資格に応じた収入の差が生まれないため、

資格自体が有名無実化している。

３．講習プログラムの見直しによる問題点の改革

➀目的

講習プログラム見直しの目的は現在進行形で縮小が加速し

ているゴルフ産業界全体をＰＧＡのＴＣＰが直接関わるゴル

フレッスン等により歯止めをかけ、さらに反転させることに

ある。したがってその大きな責任を担うにふさわしいＰＧＡ

の新ＴＣＰは、新たな学術知識、ゴルフの理論及び技術の基

本的かつ普遍的な能力を保持すること。それに裏付けされた

基本的普遍的なゴルフのレッスン力、及び矯正力を保持する

こと。さらに、縮小を反転に転じるための機動的な取り組み

である、グループレッスンの能力も今までのスクールレッス

ンと次元を異にした能力とノウハウを必要とし、さらにまた､

接客力についても各ゴルフ業態に合致し、其の業において一

流の能力を身に着けること等である。

その総合力を養うための講習は、カリキュラムの刷新、学

術部門の講師、接客教育の講師、グループレッスンの講師を

新しく迎える、また、刷新しないと為し得ない。

②展望

新ＴＣＰの誕生は、２０１６年から始まる新講習会の履修

後２０１７年１月を待たねばならない。これではゴルフ離れ

に歯止めをかけるべく、ＰＧＡが準備に入り２０１５年中旬

までにはスタートさせるＰＧＡゴルフアカデミーのスタッフ

としての導入に間に合わない。

ＰＧＡの教育普及部は、ＰＧＡゴルフアカデミーのヘッド

プロを養成するためＴＣＰ－Ａ級を対象に、ＴＣＰ－Ｂ級には

スタッフとして就職する条件をクリアするための、新しいカリ

キュラムによる集中講座を用意し、準備に入っている。

③結論

悲劇的な１０年後の予測を変えるためには、日本全国に渡っ

て６５００人以上に膨らむであろうＰＧＡのＴＣＰのスケール

メリットを効果的に利用する取り組みが必要である。

スケールメリットの定義にある「同質のものが集まり規模が

大きくなるほど生産性や経済効果が向上する。｣を活かすには､

ＰＧＡゴルフアカデミーを同質な先生、同質な指導法、同質な

接客、同質な顧客管理を有する同質な施設として全国に売り出

して行く他はない。

ＰＧＡゴルフアカデミーとしてのスケールメリットについて

は専門家の分析に任せるが､同質な先生として､世の中がＰＧＡ

のＴＣＰを認識するまでには、それ程時間を要しないと推測さ

される。

ＰＧＡゴルフアカデミーが、２０００万人と言われる潜在需

要層のマインドを、ゴルフに向ける先導車、扇動車として機能

すれば、６５００人を超えるＰＧＡ会員は、ＰＧＡブランドの

もと、「同質の先生」として新たな顧客獲得に向けて、スケー

ルメリットを活かし、１０年後のゴルファー１２００万人の実

現に、寄与することは間違いない。

４．ＰＧＡアカデミーの創設

①５００万人新規ゴルファー獲得に向けて

１９９２年当時ゴルフ人口１２００万人を擁したゴルフ界の

繁栄を、１０年後に取り戻すためには、高齢､病気､死亡等の自

然減要素を組み入れ、新規ゴルファーを５００万人リクルート
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しなければならない。ＰＧＡのアクティブ会員９０％は、自分

の生徒数に不満を持っているが、現在の経済状況では解決でき

ないと思い込んでいる。

しかし､日本スポーツマーケット研究所による経済的分析と､

ＮＰＯ法人ゴルフアミューズメントパークが実施した「ゴルフ

をやらない人１万人の調査」により、新しい魅力を感じるゴル

フ形態が誕生すれば、ゴルフに年間１０万円の支出が可能な層

が２０００万人いることが明らかになっている。

このブルーオーシャン層の掘り起しには、ＰＧＡ会員のマイ

ンドを変革することから手を付ける必要がある。

そのためには、ＰＧＡのブランド力を会員に再認識させる取

り組みにＰＧＡ本体が着手する必要がある。

５０００人以上の会員を全国に擁し、個人の能力も他団体が

足元にも及ばない力量を保持しているのに、ゴルフの能力の劣

る他団体の指導者に凌駕されている現状は、すべて接客能力の

欠如からきている。

資格や年齢に関わらず、接客サービスの再教育をもって、こ

の命題を解決することがＰＧＡ本体に課せられた義務であり、

会員の義務である。

しかし、再教育機関の立ち上げを再教育だけを目的にしても

無駄も多いし合理的な手段ではない。

ブルーオーシャン層のマインドに働きかけ、さらに、東京オ

リンピックに向けて、日本中に新たなゴルフブームを呼び起こ

す機関車役を担う事が出来る、一挙両役の機関「ＰＧＡゴルフ

アカデミー」を構築することがＰＧＡに望まれる。

②ＰＧＡゴルフアカデミーの概要

凍り付いた日本中のゴルフマインドを解凍するためのこの機

関のキャッチフレーズは、「新しい」である。

既存ゴルファーもブルーオーシャン層もＰＧＡが

「何か、新しい、面白そうな、楽しそうな、上手くなれそう

なゴルフを提供してくれるそうだ」

「先生も凄～く、楽しくて、優しくて、ＰＧＡの先生だから

当然ゴルフはうまくて、凄い球打って、バンカーも、アプロ

ーチもうまくて、教え方も解りやすくて、優しく教えてくれ

るんだって」

といったこれまでにない魅力に惹きつけられて、「新しい」ゴ

ルフ人生を始めることになる。

ＰＧＡゴルフアカデミーの普及により。ＰＧＡブランドが復

活しＰＧＡ会員の活躍するフィールドが全国に広がる。

さらに､２０１８年に始まる予定の更新制度において､ＰＧＡ

ゴルフアカデミーでの接客サービスの再教育もカリキュラムと

して加えていく。その結果、ＰＧＡゴルフアカデミー以外の

施設のＰＧＡ会員にも「信頼」の波及効果が及び、１０年後に

６５００人になる会員全体が新規ゴルファー５００万人の創出

に希望を以って、新たな活動に望む事が出来るようになる。

・ＰＧＡが「新しいこと」を始めるらしい。

・ＰＧＡが「新しい先生」を育てるらしい。

・ＰＧＡが「新しいレッスン」を始めるらしい。

・ＰＧＡが「新しい練習場」を作るらしい。

・ＰＧＡが「新しいコース」を作るらしい。

・ＰＧＡが「新しいゴルフ」を始めるらしい。

・ＰＧＡが「新しい電子カルテ」を始めるらしい。

・その名前は「ＰＧＡゴルフアカデミー」と言うらしい。

54



５．インターン制度の導入

①仮称ＰＧＡラーニングセンターの開設

ＰＧＡは、１０年後に６５００人に成らんとする会員の職場

の確保も視野に入れた、教育プランを立ち上げることが急務と

言える。

ＰＧＡゴルフアカデミーも就職先として立ち上げるが、全国

にある練習場ゴルフ、ゴルフ場の全てがアカデミーになり得る

ことはありえず１施設当たり数人の雇用先でしかありえない。

一方で、ゴルフ練習場は２７００箇所、ゴルフ場は２４００箇

所全国に存在する、両方の責任者 支配人 として通用するスキ

ルを身に着ける事が出来、支配人として就職できれば、自身だ

けでなく自分の裁量で、ＰＧＡゴルフアカデミーの導入、又は

ＰＧＡの会員のリクルートも可能である。このため、新しい教

育場として、全国のゴルフ練習場、ゴルフ場に拠点になる特別

な教育施設、ＰＧＡラーニングセンターを立ち上げる。

②インターン制度

ＰＧＡのＴＣＰ－Ａ級を対象に、適性検査と面接審査で一定

の成績を収めたものが、ＰＧＡラーニングセンターにおいて、

支配人基礎教育を受ける。

さらに、成績優秀な者に、雇用先であるゴルフ練習場、また

はゴルフ場において最終的なマッチング確認のため、インター

ンを実施する。

ＰＧＡラーニングセンターは、その運用に独立性と公平性を

期すために、ＰＧＡ本部からラーニングセンター専門講師を派

遣する。

インターン先にも最終教育のために、ＰＧＡ本部から専門講

師を派遣する。
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Ⅲ‐４ ゴルフ市場改革に向けた新機軸ネットワーク構築プログラムの検討

１．現状分析と課題

現在の「ゴルフの普及」活動を進める中心的組織としては、ゴルフ関連

団体で組織される「日本ゴルフサミット会議」及び主にゴルフ関連産業

で組織される「ゴルフ市場活性化委員会」があるが、十分機能していると

は言い難い状況である。その原因は、参加団体間での統一した戦略目標及

び戦術課題が決定していないためで、採用される活動目標はスローガン的

な範囲で留まっている点にある。いま求められているのは、ゴルフ界全体

が統一した戦略目標と戦術課題を共有し、それに基づき個別の具体的活動

計画を立案することである。特に重要なことは、マーケティングに基づく

発想と、ゴルフ産業振興視点に立脚した施策の構築・実行であると言える。

ゴルフは、競技スポーツとしての側面に加え、ビジネスアイテムとして

の側面（従来は、ゴルフ普及の大きな要因であった）や友人や家族と楽し

むレジャーとしての側面もあると考えられるが、後者の視点からの対策が

前面に出ることは少なかった。我が国のゴルフ市場の特性としては、次の

点が挙げられる

［第１点］ 「ゴルフの普及」は、他のスポーツに比較して極めて大き

な経済的波及効果があることである。ゴルフ関連産業は裾野が広く、「ゴ

ルフ場」、「ゴルフ練習場」、「ゴルフプレー用具」等の直接的にゴルフ

プレーに関連する産業以外に、「ゴルフ場の管理機材・資材」、「レスト

ラン等の食品関連」、そして、「ティーチングやプロ競技」「放送」等々、

日本ゴルフサミット会議を構成する団体が に及ぶ要因ともなっている。

ゴルフ界で雇用される従業員数は多く、ゴルフ場従事者のみでも減少した

とは言え約 万人に達している。したがって、ゴルフ産業団体が主要メン

バーとなっているゴルフ市場活性化委員会（以下「ＧＭＡＣ」という）に

は、具体的な政策提言とその実行が求められる。

「ＧＭＡＣ」は、 年前に 年にゴルフ人口の減少が始まると予測さ

れるとのことから、「始めよう、続けよう、もっとゴルフを」のスローガ

ンのもとに設立された組織であり、ゴルフ市場活性化に向けた様々な施策

の提言を行って来た。しかし、残念なことにゴルフ界全体を巻き込む大き

なウネリを作り出すことは出来なかった。実効性を高めるためには「ＧＭ

ＡＣ」の組織強化も必要課題となる。

［第２点］ゴルファーの消費行動は、他のスポーツ実施者に比較して約

２倍の消費性向があるとされる。国が｢ゴルフ場利用税｣の存続理由として

富裕層の行うスポーツであり、担税能力あると認定している事実からも、

経済的波及効果の高いレジャーであると言えるはずである。

以上の状況を考慮して、今後の「ゴルフの普及」を考えた際の戦略構想

とそれを実行に移すための既存組織との連携について、次の提案を行う。

２．ゴルフ市場活性化についての戦略目標と戦術課題を確立

「団塊の世代」の退職により生じる需要構造変化が、ゴルフ人口の減少

を発生させると 年以上前から警鐘が発せられていた。この警鐘に基づき

ゴルフ界では様々な団体や企業が企画的対応策を講じてきたが、現在も十

分な成果が得られていない。その原因は、ゴルフ界全体での統一的戦略目

標と中長期的戦術課題が認識されていないため、ともすれば局地戦的戦い

となり、大きな力を生み出すことができなかった点にある。

この結果を反省し、「ゴルフ市場の活性化」を実現するため、日本プロ

ゴルフ協会（以下ＰＧＡと称する）とＧＭＡＣで協議の上、以下の戦略目

標と戦術課題を策定し、ゴルフ界全体への提案を実施する。

①提案の前提条件

「ゴルフの普及」（ゴルフの国民的スポーツ化）には、「他のスポーツ

の普及」と同一の社会的貢献効果（スポーツを通しての人格形成や健康
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増進等）に加え、ゴルフ場の持つ緑化機能による環境維持貢献効果（地

球温暖化防止効果等）と、ゴルフ関連産業（ゴルフ場・ゴルフ用品・ゴ

ルフ練習場・施設の資材産業等の産業分野）による経済的貢献効果があ

る。そして、「ゴルフの普及」が「他のスポーツの普及」と相違する点

は、前述の環境維持貢献効果と経済的貢献効果が大きいことにある。

「ゴルフの普及」に必要な戦略目標を明確にし、「日本ゴルフサミット

会議」参加 団体全ての戦略目標として認知を受けることが現状のゴル

フ界では必要である。この場合の「戦略目標」については、ゴルフ産業

分野の視点から考えることが最も効率的で実行性が高い。したがって、

現組織の中で考えるとゴルフ産業分野の団体で構成されるＧＭＡＣとの

緊密な連携を図ることが必要となる。エチケットやマナーの普及ついて

は、ゴルフの魅力の一部であることは否定しないが、価値観の多様化し

た今日において、それだけでゴルフ未体験層の理解を得ることは困難で

あるため、ゴルフ産業分野としての需要側・供給側の双方に魅力あるビ

ジネスモデルを提案に含める必要がある。よってＰＧＡとＧＭＡＣは、

経済的貢献効果実現に焦点を絞って提案を行うとの方針で合意した。

②「戦略目標と戦術課題」及び共通認識の必要性

日本のゴルフ界をリードする役割を担うために設立された「日本ゴル

フサミット会議」だが、その活動はゴルフ界へのスローガン的提言に留

まり、実効性のある活動に発展していない。ただし、 団体が参加する

「日本ゴルフサミット会議」の存在を無視した活動は、良策とは言えな

い。したがって、「日本ゴルフサミット会議」との連携が図れるよう、

提言内容をまとめ上げることとした。

「ゴルフ活性化」のテーマを 団体が共通認識とするために、ＧＭＡＣ

及びＰＧＡでは、取り組まなければならない戦略目標 テーマ を次の 項

目とすることを提案するため、右の［表－１］まとめた。

≪１１、１２頁図表も参考にしてください≫

以上の 戦略目標を掲げ、各々の戦略目標に対応する戦術課題を明確に

［表－１ ］ゴルフ市場活性化に向けた４戦略目標

＊テーマⅠ 新規ゴルファーの創造

（ジュニア層を含む潜在的需要層を対象に、多様化した

ニーズに対応した戦術と具体的施策を展開する。）

＊テーマⅡ プレー頻度アップ・リタイアの防止

（ゴルフ開始後 年以内のターンオーバー率 ％を低下さ

せることや、シニア層のリタイア防止策、及びゴルフ

の新たな楽しみ方の提案等を展開する。）

＊テーマⅢ ゴルフ・ゴルフ場のイメージアップ

（健康とゴルフの関連性アピール、地球温暖化防止に貢

献するゴルフ場の役割、農薬問題の払拭等の広報活動

を展開する。）

＊テーマⅣ 外的・内的阻害要因の排除

（暴力団等反社会勢力の排除、ゴルフ場利用税の廃止、

預託金償還問題への取組み等を展開する。）

し「日本ゴルフサミット会議」参加団体が有機的に結合した活動を行う上

での中心軸を明確にする。力が分散すればするほど効果は薄くなるため、

各団体での応用が可能で協力体制が組め、かつ、直接的な活動が無理でも

応援体制が取れる内容とした。

３．ゴルフ関連他団体との連携に必要な人材育成

２の①で説明した前提通りの経済的貢献効果を最大限に発揮するには、

ゴルフ未体験層や既存ゴルファーとの接点の強化が必要である。よってそ

の機能強化が、今般の戦略構想立案におけるっ重要な目的の一つとなる。

したがって「ＰＧＡ」が目指す人材育成は、単なる職人としてのティー

チングプロではなく、総合力を備えた正にゴルフ人口拡大のプロフェッシ

ッショナルとして、あらゆる分野において活動できる人材育成を目指すべ
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きである。ティーチングプロとして、価値の高いレッスン内容が重要で

あることは最低必要条件であり、加えて就業する業務（ティーチング・

ゴルフ練習場の運営・ゴルフ場業務等）が異なる場合でも対応可能な人

材を育成しなければならない。

具体的には、ゴルフ練習場業界には「ゴルフスクールビジネスの専門

家として養成した人材」、ゴルフ場業界に対しては「プレーヤーとの接

点としてのマネジメント能力を備えた人材」を輩出する。

以上のような能力を有する「ＰＧＡティーチングプロ」が活動するた

めには、ＰＧＡとして下記の団体との連携協力を図る必要がある。

①全日本ゴルフ練習場連盟（以下「ＪＧＲＡ」と称す）との連携による

職域・職場の確保。

②日本ゴルフ場経営者協会（以下「ＮＧＫ」という）との連携による職

域・職場の確保。

「ＰＧＡティーチングプロ」とゴルフ場との関係は、直接的な雇用関

係（業務提携も含む）とゴルフプレー時における取扱いについての提

携とが想定される。

＊直接的な雇用関係やゴルフ場付帯のゴルフ練習場での「ゴルフスク

ール」開校

就業先としてのゴルフ場を考えた場合、ＮＧＫと協議を行い求め

られる基本的な要素を研修項目に取り入れると共に、就業希望者

の雇用協力についての道筋を検討する必要がある。

また、ゴルフ場に付帯する練習場を活用した「ゴルフスクール」

についての可能性も視野に入れた、協議が必要となる。

＊「ＰＧＡティーチングプロ」が主催する「ゴルフスクールのプレー

について

ゴルフ練習場等で、「ＰＧＡティーチングプロ」が主催する「ゴ

ルフスクール生」のゴルフ場でのプレー受入れについての提携を行

う必要がある。

③ＰＧＡ・ＮＧＫ・ＪＧＲＡの三組織共同による「新規ゴルファー創造パッ

ケージ型ビジネスモデル」について、提携を行う必要がある。

④「ＧＭＡＣ」との連携を行いつつ、「日本ゴルフサミット会議」参画のそ

の他の団体についても理解と応援が得られるように働きかけを行う。

（出来る限り多くの団体を巻き込む必要があると考える。）

ゴルフを始めようとする人は、先ずゴルフ練習場においてゴルフスクール

に入校するか、先輩ゴルファーの指導を受けて練習を開始し、コースデビュ

ーを目指すこととなる。この新たにゴルフに挑戦した人達の残存率をＧＭＡ

Ｃで「若年層ゴルファー（ 歳・ 歳代）」を対象に調査を行ったところ、

ゴルフ開始後 年以内で「上達しないこと｣と「ゴルフ仲間がいないこと」を

主な理由としてリタイアする割合が ％に達することが判明している。この

リタイア率を引き下げることは、全くの未体験層をゴルフに誘引することに

比較して対策ハードルが低いと考えられる。即ちゴルフ開始時点で「ゴルフ

スクール」に入校し、正しいゴルフスイングの習得ができ、合わせてスクー

ル内でゴルフ仲間が出来る仕組みを提供できれば、それだけでリタイア率の

改善が図られるはずである。また、第Ⅱ章でも記述した通り、文部科学省が

推進している「総合型地域スポーツクラブ」（文部科学省の施策で、現在全

国 のＮＰＯ法人が活動）との連携による、ティーチングプロの職域拡

大も模索する必要がある。

結論として、産業振興としての「ゴルフの普及」が、ゴルファーにとって

最大のメリットを提供できるのだとの信念を持って、市場の最前線で活躍で

きる人材を育成することが、第１歩であると考える。その一方で、ゴルフ産

業の基盤を盤石にするための海図となる「共同戦略プログラム」の構築と、

それを展開できるような機能的な組織の融合が必要となる。ゴルフ産業が生

存するために残された時間は少なく、早急な取り組みが望まれる。
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Ⅲ‐ ５   C h a l l e n g e ９ ３構想の理論的根拠と展開手法の概要 

ゴルフは 
 老若男女の誰もが 
参加できるスポーツ 

しかし 
日本では９３％の人が 
参加していない  

原因はどこに 
あるのか？ 

課題の明確化 原因と対策の究明 仮説の設定と構想の検討 

 考えられる主な原因 
１．既存ゴルフ形態への不満 
・ 自分のライフスタイルに合わない 

２．顧客満足度が低い 
・ 費用と満足度のアンバランス 

３．必要時間が長すぎる 
・ 長時間プレー ＋ コースが遠い 

４．気軽に参加できない雰囲気 
 

９３％への対策の究明 
 

１．経済的要因の解明 
ＪＳＭＩの定量分析によりゴルフに年間

０万円の支出可能な層が２千万人以

上存在することが明らかになった

２．やらない人１万人調査実施 
やらない理由とやるための条件を調査 

    した結果、一定の条件の下では、２千 
 万人の潜在需要の存在が確認された 

        ≪ 仮      説 ≫ 
以上のアプローチにより確認できた２千

万人の潜在需要層を顕在化できる、新し

い仕組みとビジネスモデルをゴルフ産業

界全体で考え導入できれば、市場の再

生は必ず実現できる。 

 「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ９３」 構想の 
 潜在層開拓における活用検討 

・ ＪＳＭ Ｉビジネスモデルの導入 
・共同プロジェクトチームの設置 
・モデル地域での実験的取組み 
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Ⅲ‐ ６ 底辺の拡大によるゴルフ人口増大に必要となる取り組みの検討

２千万人潜在需要の確認

１．ＪＳＭＩによる定量分析

＊現在の生活の維持に支障を起

こさず、余暇に１人年間１０万円

の支出が可能な人口がどの程

度存在するかの検証実施

＊結果：２０００万人を超える層の

存在が確認された

２．ＧＡＰＫによる志向調査

＊ １万人のゴルフをしない生活者

対象 「なぜゴルフをしません

か」 調査実施

＊結果： 「自分の志向に合うゴル

フならやりたい」 という２千万人

の潜在層の存在が確認された

ゴルフ市場規模は過去

２０年で半減化し、現在

も縮小に歯止めが掛っ

ていない。ゴルフ人口も

減少し続けている

ゴルフ市場活性化

は不可能か、未来

はないのか？

ここ十数年、ゴルフ界は

市場の活性化と、底辺

拡大に全力を挙げ取り

り組んできたが、その成

果はあがっていない

潜在需要顕在化に必要な対応

１．供給側の意識の転換

・「ゴルフ村」的概念からの脱却

・「スローガン主義」的活動からの転換

２．対応組織の再編成と取組み

・縦型懇親型組織 → 機能的組織連携

・既存対応システムの改善 → 改革

３．新しい仕組みの導入

・潜在層の志向に合うゴルフの魅力創造

・２０００万人にアクセスできるシステム

１．潜在層へのアクセスと対応

・練習場とティーチングプロの新機軸提携

・ ＮＧＫによる新システム構築

・倉本 会長要請による、「経営対策会

議」の設立による改革構想取組み

・活性化実現に向けた、目標とする数値と

期限を織込んだ 「ロードマップ」 の作成

60



Ⅲ‐７ ２０００万人の潜在需要開拓に必要となるゴルフ産業界対応の７条件 
  
１．新機能を保有するティーチングプロの育成

・ビジネスユースゴルファーは明確なゴルフ参加動機を持っていた → ティーチングプロは技術指導重視

・潜在層２０００万人は、既存のゴルフ形態に参加動機を持っていない → 開拓能力を持つプロの育成が必要

２．ゴルフ練習場の経営撤退抑止
・現在練習場の経営撤退が急速に拡大している → 練習場は撤退が容易な業種である

・住空間にゴルフ場が少ない日本で練習場経営撤退が進めば、潜在需要層にアクセスできる拠点が無くなる

３．ゴルフ場経営形態の多様化による付加価値の創造
・既存ゴルファーのリタイア抑止と、新規ゴルファーの開拓定着化を実現できる多様化した仕組みの導入実現

・１０年間で新規ゴルファー５００万人の開拓を実現できれば、より付加価値の高い経営形態の導入が可能となる

４．戦略的視点にたつ 「ゴルフ市場再生プログラム」 への業界組織参加
・２０年間でゴルフ市場規模が半減 → ゴルフ界の市場活性化対策が機能していないことを証明している

・現状を打開するには、「スローガン主義的活動」 からの脱却が必要 → 「市場再生プログラム」の構築と参加

５． 「ゴルフ市場再生プログラム」 展開に必要となるビジネスモデルの導入
・経営戦略会議の提案する 「ゴルフ市場再生プログラム」の成果を上げるためには、ビジネスモデルが必要

・各分野で導入可能な「１０の基本ビジネスモデル」を作成し、ロードマップとリンクさせ展開していく

６．既存組織の再編成による機能的な活動の展開
・ゴルフ市場の活性化とは、ゴルフ産業界の願望であり命題である → ゴルフ産業基軸組織の機能の融合化

・２０００万人の潜在層の開拓が最大の課題 → その基軸となる組織は、ＮＧＫ、ＰＧＡ、ＪＧＲＡである

７．ゴルフ界におけるニューリーダーの誕生
・過去： ブーム期、高成長期の最適人材 → 調整、調和能力の優れたリーダー

・現在： 停滞期、衰退期の最適人材 → マーケティング能力、判断力、決断力、実行力の優れたリーダー
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Ⅲ‐８ 市 場 活 性 化 実 現 は 共 同 戦 略 プ ロ グ ラ ム と 新 装 置 の 構 築 が 絶 対 条 件

活動成果が上がらない原因

＊「戦略的視点と共同プログラム

の欠如による、スローガン主義

的活動が主流」→ 機能しない

＊ゴルフ市場全体の活性化には

「三位一体型」 の対応が必要

≪戦略的対応の必要条件≫

＊達成目標数値、達成時期を明確

にした「共通ロードマップ」の作成

＊戦略と融合した戦術と個別企画

＊ゴルフ界の現状対応

・ほとんどが個別単独企画レベル

・企画を束ねても戦略にはならない

・ゴルフ市場活性化 戦略レベル

≪全組織 → マーケティング≫

・個別業種活性化 戦術レベル

≪個別業種 → マネジメント≫

・個別企業活性化 企画レベル

≪単独企業→ コンサルティング≫

ゴ ル フ 市 場 活 性 化 実 現 に 向 け た 対 応 の プ ロ セ ス

既存ゴルファーへの対応

・リタイアの抑止と活動率向上

潜在ゴルファーへの対応

・２０００万人存在する潜在層

を顕在化できるシステム構築

機能的な組織の再編成

新しいゴルフの魅力創造

潜在層を顕在化するため

の 新 機 軸 の 装 置 開 拓

ゴルフ人口１２００万人と

総 市 場 規 模 ２ 兆 円 達 成

ゴルフ市場の活性化実現と国民的スポーツのポジション確立

≪関係者の視点と意識の転換≫

既存概念からの脱却 改善 →  改 革

≪ 前 提 条 件 ≫

年間１０万円程度のゴルフ出費、で「４回のコース
利用、 ２０回の練習場利用、スクール等初期費用、
４年に一回のクラブ買い替え」 が可能な仕み構築

２０００万人にアクセスできるのは、新機

能を持つ練習場とティーチングプロだけ

＊ＪＧＲＡとＰＧＡの提携による機能強化

≪ 経 営 戦 略 会 議 の 設 置 ≫

＊戦略的視点に立った活性化対策検討

＊組織の改革と提携による機能の向上

＊潜在層顕在化装置の創造と、活性化

プログラム「６年ロードマップ」の構築

新機能組織提携による活動展開
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Ⅲ‐９ ＰＧＡ経営戦略会議が提唱する三位一体型のゴルフ市場再生システム

≪検証により得られた結論≫

二千万人の潜在需要層を顕

在化できる、新機軸の仕組み

の立案と導入に取組む

≪ 必要となる基本資源 ≫

①新しい経営運営機能を持つゴルフ場

② 新しい機能を備えたゴルフ練習場

③ マネジメント能力を持つティーチング

プロの育成

≪導入に必要な前提条件≫

＊２千万人が魅力を感じるゴルフ創造

＊ゴルフの魅力を伝えるＧＬＴＰの育成

＊Ｔ．プロ収入拡大調達システムの確立

＊経営力向上による練習場の運営継続

＊ＮＧＫ.地区組織.個別施設の一体化

＊練習場・ゴルフ場・用品業界との提携

市場再生導入展開ツール

① 三業種有識者による検討会議設置
・ＰＧＡ関係者と有識者により編成し、ゴルフ市

の再生を実現するための、新しい仕組みと装

置を開発する → ＰＧＡ 「経営戦略会議」

②ミニシンクタンク開設による経営支援

・運営＆経営状況の報告により、定期的に参

加施設の短中期における経営環境アドバ

イスができるシステム

③ ゴルフ ライフ トータルプランナー制度

・２千万人の潜在ゴルフ層にアクセスし、ゴル

フの新しい魅力を伝えることのできる能力を

持つ人材を育成。初期段階ではアマチュアを

登用し、その後ティーチングプロに移行する

③ 新機軸のビジネスモデル
・経営環境が大幅に変化するこれからの市場

で、地域ゴルフ市場と ・ＮＧＫ加盟施設

の繁栄を実現できる新機軸ビジネスモデルの

作成と提供 → 「地域パッケージモデル」 等

各地域ブロックにＰＪチーム設立

各ブロック組織内に現地ＰＪチームを開

設し、本部ＰＪチームと共同で、地域密

着型の市場活性化対策に取り組む

三位一体型システム展開

ターゲット

２千万人の潜在需要

≪個別の機能と役割≫

① 日本ゴルフ場経営者協会

・ゴルフ場業種の存続と繁栄

・ＮＧＫ加盟個別施設の経営存続支援

② 全日本ゴルフ練習場連盟

・JGRA本部と共同プロジェクトの設立

・本部と地域個別施設の提携強化

③ 日本プロゴルフ協会

・経営戦略会議における仕組の構築

・市場再生プログラムの作成提言

新規ビジネスモデルの地域展開

５ ０ ０ 万 人 の 新 規 層 開 拓

ゴルフ産業の健全成長実現
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Ⅲ‐１０ 経営戦略会議が考えるゴルフ市場再生実現に向けた基本構想の流れ

２千万人の潜在需要層

＊年間１０万円の支出が可能

＊現在のゴルフ形態を拒否

＊新しいライフスタイルが確立

年間５０万人の新規開拓

＊ゴルフ界共通戦略の構築

＊新機軸ビジネスモデルの導入

＊１０年で５００万人の開拓実現

ゴルフ市場活性化実現

＊総市場規模 ２兆円

＊ゴルフ人口 １２００万人

＊ゴルフの国民的スポーツ化

２千万人潜在需要

≪Ｐ Ｇ Ａ≫
＊機能の多様化
・技術指導＋新市場創造

＊人材の育成拠点
・新規層開拓機能を保有す
るティーチングプロ育成

≪Ｊ Ｇ Ｒ Ａ≫
＊機能の多様化
・練習場＋新市場創造

＊新規層開拓拠点
・新機能ティーチングプロと
の提携による活動展開

≪Ｎ Ｇ Ｋ≫
＊機能の多様化
・三世代ゴルフ対応機能

＊新規層定着化拠点
・新規層の志向に対応でき

るゴルフライフの提供

≪Ｊ Ｇ Ｇ Ａ≫
＊機能の多様化
・新規層開拓を重視したゴル

フギア供給システム開発

＊ティーチングＰ支援
・プロラインシステムの構築

提

携

市場再生戦略プログラムの作成

既存組織の視点転換による参加

１０の新機軸ビジネスモデル導入

テストマーケティングの実施

問題点検証修正プログラム作成

新規戦略プログラムの全国展開

ゴルフ産業の再生活性化実現
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Ⅲｰ１１  ２０００万人の潜在需要層を掘り起こすことのできる装置の検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

２０００万人潜在層 

顕在化に必要な条件
１０万円で楽しめる新しい魅力

を持つゴルフシステムの構築

年５０万人を開拓でき
るビジネスモデル創造 

１０年後の市場規模 
＊ゴルフ人口 １２００万人 
＊総市場規模  ２兆円 

市場活性化実現 

日 本 プ ロ ゴ ル フ 協 会

新規ゴルファー開拓能力を保有す

るティーチングプロを、ＪＧＲＡと共

同で６５００名育成する

≪技術指導組織 → 市場創造組織≫

【 ２０００万人へのアクセスと誘導 】

 全日本ゴルフ練習場連盟    
新規層と既存層に対する、日常的な

ゴルフアミューズメント機能を有する

施設への転換を促進する

≪入門施設 → アミューズメント施設≫

【 ２０００万人対応の最前線基地 】

  日本ゴルフ場経営者協会 
新規層と既存層ゴルファーの三世

代が楽しめる機能と仕組みを持つ

施設機能の開発

≪プレーライフ → 触れ合いライフ演出≫

【 新規層定着化活動の最終基地 】

他のレジャー＆スポーツと

の差別化による競合勝利

経 営 戦 略会議提言書 
≪６年ロードマップと１０年構想≫ 

テストマーケティングの実施 

成果の検証と全国展開実施 

機

能

の

融

合

化 

≪１０のビジネスモデル≫

①ゴルフ市場再生共通プログラム 
②６年間ロードマップ展開ＢＭ 
③新機軸ティーチングＰ育成ＢＭ 
④ＴＣＰインターンシステムＢＭ 
⑤新機軸ゴルフ組織提携ＢＭ 
⑥ＧＬＴＰ育成派遣システムＢＭ 
⑦プロライン流通システムＢＭ 
⑧テストマーケティング展開ＢＭ 
⑨ゴルフ場受託運営システムＢＭ 
⑩練習場受託経営システムＢＭ 
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Ⅲ‐１２ 新規ゴルファー開拓における三つの組織と機能の役割の相関関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・１人のティーチングプロ ７０～８０人開拓

・年間 ５０万人の新規ゴルファー開拓達成

・ティーチングプロの職域と職場の拡大実現

・総数６５００名の新機能ティーチングＰ育成

・練習場、ゴルフ場、流通業その他に派遣

・ＧＬＴＰと共同で潜在層へのアクセスと開拓

・新規層のゴルフ場体験ツアー企画展開

・新しいゴルフの魅力拡大施策の展開

・ＰＧＡ，ＪＧＲＡとの一体化対策の導入

・新機能ティーチングプロと連携

・地域ごとに潜在層アクセス戦術構築

・ＰＧＡ，ＪＧＲＡとの一体化対策の導入

２０００万人の潜在層 
≪ブルーオーシャン≫ 

・新規ゴルファーの利用拡大

・増収による健全経営実現

・新規層のゴルフ熱中化促進

・新規ゴルファーの利用拡大

・増収による健全経営実現

・練習場経営撤退の抑止

Ｐ Ｇ Ａ 
ティーチングプロ育成  

 Ｊ Ｇ Ｒ Ａ 
新規層開拓活動基地 

N G K 
  新規層定着活動基地 

 ２０２４年度目標 
総市場規模  ２兆円 
ゴルフ人口 1200万人 

１０年で５００万人開拓 
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Ⅲ‐１３ ゴルフ ライフ トータルプランナー システムの展開に必要な資源と役割

構想が目指す目標達成（１０年後）
・レッドオーシャン市場 → ブルーオーシャン市場

・ゴルフ人口拡大 現在８００万人→１２００万人

・総市場規模 現在約１兆４千万円 → ２兆円

・ジュニアゴルファー対策も含めた「循環型ゴルフ

人口開拓」 システム」の確立

ＧＬ ＴＰ構想展開基地練習場
＊「○○○倶楽部」を設置しＧＬＴＰが駐在する

＊GLTPは練習場経営者と共同で潜在顧客（ブ
ルーオーシャン）の開拓に取り組む

＊経営者人脈の有効活用 ・地域行政、文化セ

ンター等とのタイアップ、タウン誌等との提携

ゴルフフィールドラインシステム

≪ゴルフライフ＋ギア＋フィッティング支援≫

ゴルフギア プロラインシステム

≪ G L T P 構 想 の 展 開 支 援 機 能 ≫

Ｇ．Ｌ．Ｔ．Ｐ．
≪ゴルフライフトータルプランナー≫

・ PGA ＪＧＲＡ主催の研修会受講

・ PGA ＪＧＲＡが認定

・ PGA ＪＧＲＡの会員組織に入会

（テストＭ段階はティーチングプロが兼務）

１.ゴルフ練習場市場
・「 ９３」 構想への参画

・GLTPの育成、認定と活動支援
・ 「 ９３」構想展開基地機能

２.ゴル フ場市場
・「 ９３」 構想への参画

・GLTPのゴルフ場における活動支援
・ 「 ９３」構想展開基地機能

３.ゴルフ用品製造市場
・ステップアップ型クラブの開発供給

・高付加価値プロラインシステム導入

・刈取り型から育成型への転換

４.ゴルフ用品流通市場
・GLTPへのゴルフギア供給販売
・高付加価値プロラインシステム導入

・顧客のゴルフライフ支援活動強化

○○○ 倶 楽 部 の 設 置
＊年会費の納入→○○○倶楽部で一括管理

・Aタイプ会員 １０万円 ：年 納入

・Bタイプ会員 １５万円 ：年 納入

・Cタイプ会員 ３０万円 ：年 納入

・その他のギア販売 プロラインシステム随時

G L T P の展開活動業務
＊ブルーォシャンに対する開拓活動

＊会員に対するゴルフライフプラン策定

・会員個別カルテの作成とグループ分け

＊ファーストゴルフタッチ活動→ゴルフ場

＊触れ合い スクールの開催→練習場

GLTPの＋α年収目標
＊第１期 ２００万円

＊第２期 ３００ ～ ４００万円

＊第３期 ４００ ～ ６００万円

＊第４期 ６００ ～ １０００万円

必 要 とな る 検討課題
＊ステップアップ型クラブシステム

＊高付加価値プロライン流通システム

＊参加ゴルフ用品製造メーカー

＊提携する各業種組織への説明

＊○○○倶楽部の設立と運営システム
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１．構想の導入の背景
・日本のゴルフ市場を取り巻く環境変化への対応が遅れ、閉塞状況に陥っているゴルフ産業の再生が重要な課題となっている

・市場の再生には供給側の意識改革と視点の転換による、日本のゴルフ産業原点回帰（真の意味での顧客主義）への取り組みが必要となる

・そのうえで、ブーム期に構築した既存の供給システムと異なる、新しい発想による仕組みの創造と導入が重要な課題となる

２．構想導入の目的と趣旨
・新たな戦略構想の導入により、既存のゴルフに関心を示さない９３％の生活者への活動を展開し取り込む → ＪＳＭＩの「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ９３」構想導入

・ （日本スポーツマーケット研究所）とＧＡＰＫ（ 法人 ゴルフ アミューズメント パーク） が実施した定量＆定性分析により実証された、２千万人の

潜在需要の顕在化実現に取り組む

・この活動を通じ、既存の懇親会的ゴルフ組織と関係者の意識を変革し、機能の統合実現により健全余暇市場規模の１０％シェア実現を目指す

３．構想展開の概要
・「ゴルフライフ トータル プラン― 構想」は、 「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ９３」 戦略構想を実現するために必要となる、重要な仕組みのひとつである

・２千万人の潜在需要層 （ブルーオーシャン） にアクセスするには、新機能を持つゴルフ練習場の創設と、新機能を保有するティーチングプロの育成、そして

ゴルフライフ トータルプランナー（ＧＬＴＰ）構想の導入が必須条件となる

・またＧＡＰＫの調査と分析で明らかになった、「こんなゴルフならやりたい」 要望を織り込んだ、新機軸 「パッケージモデル」 の構築も重要となる

・導入口として、年間１０万円で 「ゴルフ場４回・練習場２０回のプレー」 「４年に一度ゴルフギア買い替え」 が可能なシステム実現が、前提条件となる

・ＧＬＴＰには、従来の 「ゴルフギアフィッティング機能」 に加え、個々の顧客のゴルフ目的に最適な、「ゴルフライフ フィッティング能力」 を保有させる

・ゴルフ場１、練習場３、ティーチングプロ１０名、ＧＬＴＰ１０人で１ユニットを構成し、最終的に３千人（１ユニット）の新規層を開拓する → 「パッケージモデル」

・３練習場の中の１施設に 「○○○倶楽部（名称未確定）」 を設置し、顧客のケア、ＧＬＴＰと商流管理の中核機能としての活動にあたる

・１人のＧＬＴＰは、最終的には３００人の会員を保有し （Ａタイプ、Ｂタイプ、Ｃタイプの合計）、会員は年会費として経費総額を「○○○倶楽部」に支払う

・ＧＬＴＰは、会員の生涯ゴルフ活動のパートナーとして、「ゴルフを通じた人生の満足感」 を提供し、経費総額の２０％を 「○○○倶楽部」 から受け取る

・ＧＬＴＰの育成はＰＧＡとＪＧＲＡを中心とするプロジェクトチームで取り組み、資格は参加組織 （ＰＧＡ、ＪＧＲＡ、その他） と参加企業が共同機構を創設し与える

・「パッケージモデル」 は当初関東・関西地区で４ユニット立ち上げ、その後全国に展開する。２０２４年には５百万人の新規層開拓と２兆円市場を実現する

Ⅲ‐１４ 「ゴルフライフ トータルプランナー 構想」 の目的と展開システムの概要

＊以下 「ゴルフライフ トータル プランナー」 を略して Ｇ．Ｌ．Ｔ．Ｐ．と呼称する

＊ＧＡＰＫとは，ＮＰＯ法人 「ゴルフ アミューズメント パーク」 の略称
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Ⅲｰ１５ 「Ｇ．Ｌ．Ｔ．Ｐ．」 のティーチング プロ ヒエラルキーにおけるポジションと役割

ＰＧＡ

ＪＧＲＡ研修生

ゴルフライフ トータルプランナー

２ ０ ０ ０ 万 人の潜在需要

対象ゴルファー 役 割

・ゴルファーの上昇志向触発

・技量のステップアップ指導
競技志向ゴルファー中心 －－→

アミューズメントゴルファー －－→

５００万人の新規ゴルファー －→

・ゴルファーの入門定着化

・日常的な触れ合いとマネジメント

・潜在ゴルファーの顕在化

・ゴルフの魅力の伝道役割

ゴ
ル
フ
を
す
る
意
志
の
保
有
が
前
提

既
存
の
ゴ
ル
フ
に
興
味
を
持
た
な
い
生
活
者

Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ９３構想
経営戦略会議

提言書プログラム

・１２００万人ゴルファー ２兆円市場

・ゴルフ市場(産業）の再生実現

Ｊ ＳＭ Ｉ定量分析＋ＧＡ Ｐ Ｋ 「 １万人調査 」による確認

Ｐ Ｇ Ａ
ティーチングプロ
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Ⅲ‐１６ 個別地域におけるテストマーケティング「パッケージモデル」展開仕組み

① 新機能

ティーチングプロ

② 新機軸

ゴルフ練習場

パッケージモデル １ユニット

③ 形態の多様
化したゴルフ場

前線基地本部
＊①１０名 ②３場 ③１場で構成

＊練習場の中心施設に本部を置く

＊○○○倶楽部の名称を使用

≪ 各組織 の役割 と課題 ≫

＊ 日本プロゴルフ協会

・新機能ティーティングプロの育成

・本部機能と地域展開機能の一体化

＊ 全日本ゴルフ練習場連盟

・ＰＧＡとの提携によるティーチングプ

ロと練習場の一体化促進

・練習場の経営改善による撤退抑止

＊ 日本ゴルフ場経営者協会

・新規ゴルファーの定着化対策導入

・既存ゴルファーのリタイア抑止

各組織の加盟率向上対策展開

≪ 前 線 基 地 の 課 題 ≫

＊練習場経営者の対応

・広い人脈と地域ネットワークの活用

行政、地域メディア、スポーツクラ

ブ、カルチャーセンター等への対応

＊ティーチングプロの対応

・既存ゴルファーから潜在層アクセス

・ゴルフの楽しさ体験企画の実施

＊ゴルフ場の対応

・潜在層のコース体験企画実施

・会員を通じた家族の広がり企画展開

提言書戦略プログラムとの連携

≪新規層開拓装置の仕組み≫

＊年間１０万円の費用で

・年間４回のコースでのプレー

・年間２０回の練習場利用

・入門ゴルフスクール６ケ月

・ステップアップ型式クラブの購入

・コースラウンドに必要な用品

・トーナメント１回観戦

が可能となるパッケージセットを参

加各組織と企業で作成し提供する

≪パッケージモデルの全国展開≫

年 東名阪 合計 ユニット

年 全国展開 合計 ユニット

年 全国展開 合計 ユニット

≪２千万人潜在需要層への対応≫

＊該当地域の潜在需要層の策定

＊該当地域展開戦略プログラムの作成

＊６年ロードマップの作成展開

《１ユニットにおける展開成果予測》

＊２年後 単年度開拓 名 累計

＊４年後 単年度開拓 名 累計 名

＊６年後 単年度開拓 名 累計 名

《既存活性化対策との連携》

＊各組織が展開中の企画と連携

＊ＧＭＡＣとの活性化対策整合化

＊既存シニア対策、ジュニア対策と

の連携によるビジネスモデル構築

毎年「５０万人の新規層開拓＆リタイア１５万人以内に阻止」 ２０２４年 １２００万人 ２兆円 規模実現
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第Ⅳ章 ゴルフ産業活性化に向けた具体的な活動の検討 ７２－８５頁

１．ゴルフ産業活性化に向けたＰＧＡにおける改革プログラム導入手法の検討

Ⅳ－１．２．３．

２．ゴルフ産業市場における展開プログラム導入手法の検討

Ⅳ－４．

３．地域市場における展開プログラム導入手法の検討

Ⅳ－５．６．７．
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Ⅳ‐１ ゴルフ産業活性化に向けたＰＧＡにおける具体的な活動の検討

１．ティーチングプロ育成システムの抜本的見直し

第Ⅲ章ではＰＧＡゴルフアカデミーの運営スタッフに新ＴＣＰと

再教育されたＴＣＰ－Ａ級を用意するために、新しい講習会が必要

だとした。

しかし、近い将来ＰＧＡ組織改革を断行するには、教育制度の抜

本的見直しが必要である。

①ＰＧＡ入会制度の改革

現在、ＰＧＡへの入会方法は、ＴＣＰ資格認証講習会による

ＴＣＰとしての入会と、資格認証プロテストによるトーナメント

プレーヤー（以下ＴＰ）としての入会の２通りがある。問題は、

ゴルフ指導の教育を受けていないＴＰ会員も、レッスンを行って

いる事にある。

第Ⅲ章の 項③の結論で述べたように、全国に「同質」できめ

の細かい接客サービス、同質で教本に忠実で統一されたゴルフレ

ッスンを展開して、冷え切った日本中のゴルフマインドを温め直

すキッカケとしてＰＧＡゴルフアカデミーが立ち上がるときに、

古い体質の接客、自分のゴルフ経験だけに基づいたレッスンを

行うＴＰの存在は、６５００人のスケールメリットに対してのマ

イナス材料になる。

ＰＧＡ資格認証委員会では、将来の組織改革を見据えて、第１

段階として２０１６年から資格認証プロテスト合格者に、９日間

に亘る、人間力養成基礎講座、基本接客サービス、ＰＧＡ基本ゴ

ルフ教本の知識と技術、ゴルフレッスン法、学術基礎知識等の講

習会の履修を義務付けることを検討中である。

②ＰＧＡ教育制度の改革

ＰＧＡは、１９８５年のゴルフインストラクター養成事業の

スタートをもって、ＰＧＡ教育制度を開始した。

３０年間ゴルフを教えるプロ、ＰＧＡティーチングプロの育

成につとめてきた。しかし、ティーチング市場の縮小、職場の

減少により、新しい職域の開拓の必要に迫られている。

解決するには、新しい教育システムにより、ゴルフのティー

チング能力にプラスして、ゴルフ関連事業に就職出来うる能力

を身につけるしかない。

具体的には

ａ ゴルフ場、ゴルフ練習場の事務職員

ｂ ゴルフ場、ゴルフ練習場の支配人

ｃ ゴルフ場の芝草管理者

ｄ ゴルフ用品メーカー

ｅ ゴルフ用品販売員

ｆ ゴルフ関係出版編集者 ・・・・・・等である。

これには、専門講習をＰＧＡで実施したあと資格団体の講習

を受けるシステム、または、専門教育後インターンとして研修

現場に配属するシステムが考えられる。

いずれにしても、ＰＧＡの会員として、ＴＣＰ、ＴＰの資格

の他に、マネージャー資格、芝草管理資格、ゴルフ用品販売員

資格など、会員証、公式アプリを見れば、どんな資格を保持し

ているか、雇用先が一目瞭然の教育システムと資格システム導

入がもとめられる。
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２、職域開拓と職場拡大プログラム作成

①職域開拓プログラム

このままの入会制度で資格を与え続けると、ＰＧＡ会員は１０

年後に６５００人を超えることになる。さらに、現在の需要と供

給のバランスは、ゴルフ産業界の凋落ぶりを見れば、供給過剰の

状態であり、ＰＧＡ会員の職場の確保は今でも難しい。

なぜ会員を増やし続ける必要があるのか、疑問の声は心ある会

員の中から１５年以上前から上がっている。

「会員制の組織である、公益社団法人日本プロゴルフ協会は、会

員を増やしていく本能をもって成り立っている」と答えることし

か今はできない。

現在の会員数約５４００人、この数にしても無駄に増やしてき

たように言われる中、未来のゴルフ史に「必然があって増やした

のだ」と言い切れる歴史を作るためは、新規ゴルファー、冬眠ゴ

ルファー、既存ゴルファー合わせて１０年後に、１２００万人を

創出するために６５００人のＰＧＡ会員が必要なのだと言い切る

ことのできる仕組み作りが必要なのだ。

そのためにはまず、ＰＧＡのスケールメリットを活かした戦略

を立てなければならない。

第Ⅲ章の１項③で述べたように、職域開拓戦略の武器となるの

は、あらゆるゴルフ産業界のニーズに応えられるノウハウを取得

した新ＰＧＡティーチングプロである。

彼らは、新機能を持つＴＣＰとして、「新しい、同質のティー

チング教育」を受けることになる。

この新ＴＣＰの持つ、ゴルフレッスンノウハウ、接客能力、人

間力、マーケティング能力は、ゴルフ産業界のどこの職場に就職

しても役立ち、活躍できるはずである。

日本中の様々な業種に所属する「同質のＰＧＡ会員」が日本

のゴルフ産業、企業で活躍すれば先に触れた、スケールメリッ

トが発揮され、更なる職域の開拓が進むことになる。

②職場拡大プログラム

この同質戦略によるスケールメリットプログラムは、地域一

番店のＰＧＡのスケール、すなわち現在５４００人の会員なく

しては成り立たない。

ＰＧＡゴルフアカデミーが始まるというだけで日本中のゴル

フ練習場のオーナーの皆さんは「目に見えない何か」に魅かれ

るようにＰＧＡを注視しだした。

この「目に見えない何か」こそ「ＰＧＡ同質会員」のスケー

ルがもたらしたスケールメリットであり、次は日本中のゴルフ

ァーやゴルファー予備軍のマインドを解かして行くのは間違い

ない。

ＪＧＲＡやＮＧＫの、オーナー経営者対して「目に見えない

何か」を、目に見える「スケールメリット」として理解してい

ただき、ＰＧＡ会員の職場の提供を呼びかけていくことこそ職

場拡大のプログラムの基本戦略である。

③インターン制度の導入

＊適性検査

ＰＧＡ会員が将来の転職に備えて再教育を望むとき、本人

の、希望職種に適性があるか、無いか、無くてもどこに問題

があるか、克服可能なのか等、知っておく必要がある。

＊ＰＧＡラーニングセンター（仮称）の開設

ＰＧＡ会員の職域開拓を目指すとき、様々な職域に応じた

再教育の場を開設する必要がある。
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ＰＧＡラーニングセンターは、希望の職場でのインターンに

向かう前に、専門講師により新たな職場の専門知識と技術の修

得を目的に講義を受ける施設として開設する。

ＰＧＡラーニングセンターは、ＰＧＡが認める拠点施設に設

置し当初は、ＰＧＡ本部が運営する。

専門講師は、ＰＧＡが認める専門知識、技術の修得者を必要

に応じて指名する。専門講師に支払う日当は、ＰＧＡの役員日

当に準ずる。

＊インターン制度

ＰＧＡ改革が、軌道に乗れば様々な業種からのリクルートが

期待される。

ＰＧＡでは、適性検査、ＰＧＡラーニングセンターでの履修

を一定の成績で終了したＰＧＡ会員を、本人の希望先、または

リクルート先に、インターンとして送り出す。

ＰＧＡでは、就職先の了承を得て、専門講師を派遣し、イン

ターンが円滑に進むように支援する。

④ＰＧＡゴルフライフトータルプランナー（ＧＬＴＰ）制度の導入

＊目 的

１０年後の１２００万人ゴルファーを実現させるには、ＰＧ

Ａ会員の他に多くのゴルファー伝道者が必要とされる。ＰＧＡ

会員を頂点とするヒエラルキーの底を支え、ＰＧＡ会員とアマ

チュアゴルファーの橋渡し役が必要である。そこで、全国に展

開するゴルフクラブ販売店の、販売員をＰＧＡに囲い込むシス

テムの導入を図る。その結果２０００人のＧＬＴＰを加えた、

より効果的な新規ゴルファー開拓活動が可能となる。

＊効 用

ゴルフクラブ販売店は、常連客を掴んでいる。年に数回の

コンペ等のイベントを組んでいる店舗もある。

ベントトを組んでいる店舗もある。

販売員がコンシェルジュ役を務めて販促活動の一環として

いる。彼らが、近隣のＰＧＡ会員とタッグを組めば、相乗効

果を生み相当数のＰＧＡのファンを創出する事ができる。

＊特 典

販売店員にとってＰＧＡブランドは、宝物のような存在で

あると推測される。彼らに講習を行いＰＧＡＧＬＴＰとして

登録すれば、日本中のゴルフ場でＰＧＡ会員並みの扱いを受

ける特典が得られる。

＊義 務

・タッグを組んだプロに生徒の紹介、

・常連客のコースレッスン紹介。

・コンペ等のイベントにプロを紹介する。

・近隣にＰＧＡゴルフアカデミーがあれば、生徒として紹介

等を契約の上、義務とする。

ＰＧＡ会員は、紹介された顧客に責任を持ち、クラブ販売

の手助けをする。

＊問題点と実現

・それ程の問題はないと思うが、ＰＧＡ会員が特典の同等扱い

にクレームをつけてくる可能性がある。

・タッグの組み合わせの優先順位についての配慮。

・店舗とＰＧＡ会員の契約、の問題。

等、実施までに解決しなければならない事は、多々あるが、前

向きに解決して、１０年後のゴルファー１２００万人の実現に

向けてＰＧＡゴルフライフトータルプランナー制度の導入を目

指す。

≪以上の構想の流れを、次頁にチャートとしてまとめた≫
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Ⅳｰ２ 公益社団法人日本プロゴルフ協会の改革がゴルフ市場再生活性化に与える効果 

職域・職場の拡大

ＰＧＡ会員７０００人の幸せ 
と社会的存在価値の実現 

新しいゴルフの魅力提供

１２００万人ゴルフ人口創造

年間１０万円のゴルフ支出が可能な 
ブルーオーシャン層２０００万人 

ＰＧＡブランドの復活

会員の社会的評価向上 

日本社会とゴルフ界が 

Ｐ Ｇ Ａの価値を再認知 

ＰＧＡ会員であることの 

ス ケール メ リ ッ ト 効果 

同質のＰＧＡ会員に対する 

信頼 と 安心感の拡大 

 
・ゴルフ場市場 ・ゴルフ用品製造市場

・ゴルフ練習場市場 ・ゴルフ用品流通市場

・トーナメント市場 ・ゴルフ関係出版社他

 
・更新制度（基本接客術講習他）

・入会制度の変更

・≪ＰＧＡ会員≫呼称一体化（ＴＰ会員、ＴＣＰ魁夷の故障の凍結）

・全国のゴルフ関係者スタッフを対象とした「ＧＬＴＰ資格」の付与

ＰＧＡ学術専門講習会（大学講座） 

ゴルフ市場の活性化実現 
Ｐ Ｇ Ａ 組 織 の 改 革 

 
・芝草管理技術講習会

・ゴルフ用品販売技術者講習会

・支配人養成講習会

ＰＧＡ専門課程講習会 

 
ＰＧＡ新Ａ級、新Ｂ級ティーチング講習会 

 
・ＰＧＡゴルフアカデミーヘッドプロの育成

・ＰＧＡゴルフアカデミースタッフの育成

・ＰＧＡ専門課程予備講習

ＰＧＡラーニングセンター 

インターン制度の導入 
ゴルフ場、練習場でのＯＪＴ実施 

ＰＧＡ新Ａ級、新Ｂ級ティーチング講習会合格 

ＰＧＡ資格認証委員会指導部 

≪ＰＧＡゴルフアカデミー設立≫

・ゴルフ場での展開 Ｈ２７年６月発足予定

・ゴルフ練習場での展開 Ｈ２７年度発足予定

・その他

Ｐ Ｇ Ａ会員 

検 定  
ＰＧＡ資格認証委員会検定部 

組織の改革支援 

会員の生存環境向上支援 
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Ⅳ‐３ ＰＧＡにおける改革プログラム導入手法の検討

１．ＰＧＡブランドの確立

①ブランドの失墜

一度失ったブランドの回復に同じ手法をもってしてもそれは望

めない。しかもＰＧＡが、レギュラーツアーを運営していたころ

のブランド力は、ツアーによって得たブランド力で今同じ方法を

執る術はない。

ブランドとは世の中の認知度の高さで確立するものと知られて

いるが・・・。今のＰＧＡブランドの認知度は、ブランドとはい

いがたい。

②問題点

第Ⅲ章で既に述べたが、再度スケールメリットについて復習し

てみる。

＊スケールメリットの定義

「同質のものが集まり規模が大きくなるほど生産性や経済効果

が向上する」

この定義を見てイメージする事が出来るのは、ＰＧＡ会員の

数と広がりである。

専門家の分析に任せるが、規模と数は十分ブランド立ち上げ

のスケールに到達していると感じられる。

定義された条件として唯一弱いのは、同質ではないことであ

る。すなわち、ＰＧＡ会員には、ティーチングプロとトーナメ

ントプロの２種類が存在する。「同質」ではない。

したがって、ＰＧＡ会員の生活の手段である、ゴルフレッス

ン、接客サービス等も２種類存在して「同質」ではない。

③ブランドの回復

②で述べた問題点についての合言葉は「同質」である。ＰＧＡ

は，教育システムの改革と更新制度導入によりＰＧＡ会員全てに

新しい教育して「同質のＰＧＡ会員」を確立する。

それに伴って組織改革、に着手しＴＣＰ，ＴＰの呼び名を廃

止してＰＧＡ会員、すなわち世の中の呼び名が「ＰＧＡ」一種

で統一されることで「同質」のイメージが固まる。

ＰＧＡゴルフアカデミーの開設により、ＰＧＡの故障を日本

中に発信して「同質のＰＧＡ会員」を、可及的速やかに拡大し

ていく。

④ブランドの確立

ＰＧＡゴルフアカデミーが、「新しいゴルフ」を全国展開し

てゆく過程で「同質のＰＧＡ会員」が、それぞれの職場で「楽

しく、優しい、新しいＰＧＡ会員」を演じる事が出来れば、

「同質、数、規模」のスケールメリットが効いてＰＧＡブラン

ドはツアーに頼ることなく回復し確立する。
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ゴルフアカデミー
（ゴルフコース・レンジ）

万人ゴルファー創造のために
（ 年 月 日記者発表予定）

【設立趣旨】
経営戦略会議の提言に基づき、 万人ゴルファーを創造する
ための「拠点」として「 ゴルフアカデミー」と称し、関東・関西
地区に「ゴルフコース」をそれぞれ１ヶ所、さらに全国各地に「ゴル
フレンジ」を設置する。
 

ゴルフアカデミー
（ゴルフコース・レンジ）

万人ゴルファー創造のために
（ 年 月 日記者発表予定）

【設立趣旨】
経営戦略会議の提言に基づき、 万人ゴルファーを創造する
ための「拠点」として「 ゴルフアカデミー」と称し、関東・関西
地区に「ゴルフコース」をそれぞれ１ヶ所、さらに全国各地に「ゴル
フレンジ」を設置する。
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【アカデミーの基本構想】
「 基本ゴルフ教本」に基づいた最高レベルの指導
Ⅰ ジュニアゴルファー

初心者、アスリート（ナショナルチーム）志向、プロ志望など対象別、目的別指導
情操教育を併せたキャンプ、医療機関と連携した発達障害改善のキャンプ等

Ⅱ 一般ゴルファー
初心者、中級者、高齢者、女性等、対象に合わせた指導
医療機関と連携した各種生活習慣病等改善のキャンプ等

Ⅲ ＰＧＡ会員
インターンシップによりゴルフプロフェッショナルとして経営者から求められる人材の育成
・ゴルフコース、ゴルフレンジにおける支配人育成等ビジネス教育
・ゴルフレンジにおいてゴルフスクールを開校・運営・指導できるスキルの教育
・自己のプレー技術、及び指導技術の研鑽
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PGAゴルフアカデミー 

ＰＧＡ会員 

ゴルフコース ゴルフレンジ 

・ゴルフコース

・ゴルフレンジ

・ Ｐ Ｇ Ａ 会 員

が三位一体で

ゴルファーを創造

「ＰＧＡチェックカルテ」 
を三者間で共有 
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Ⅳ‐４ ゴルフ産業市場における展開プログラム導入手法の検討

≪戦略構想の具体化 産業市場全体における対応≫

１．「戦略目標」を確立させ、新機軸ビジネスモデルを実現する

①戦略目標の確立

ゴルフ未実施層へのアプローチには、明確な「戦略目標」を確立さ

せ、取り組まなければならない。

「日本スポーツマーケット研究所」の調査結果によれば、年間 万円

程度のゴルフ出費で、「４回のコース利用、 回の 練習場利用、ス

クール等初期費用、４年に一回のクラブ買い替え」が可能な仕組みを

構築できれば、「 万人の潜在需要層」が存在することが確認さ

れている。

そこで、ＰＧＡでは、「 万人の潜在需要層」の中から「年間

万人・ 年間で 万人の新規ゴルファーを誕生」させることを戦

略目標とした新機軸ビジネスモデルの導入を提案する。

②新機軸ビジネスモデルの実現に向けた仮設課題

新機軸ビジネスモデルの実現とは、下記の 仮説課題を迅速かつ効率

的に行い、ゴルフ産業の活性化を図ることである。

＊日常的な楽しい出会いを演出できる「新魅力創造型ゴルフ」

＊多様化したプレー目的にベストフィットする、選択肢の広い「仕

組み・企画・もてなし」

＊他のレジャー＆スポーツにはない楽しさと、コストパフォーマン

スの高さを実感できる「生活密着型ゴルフ」

＊自らの目的と能力に最適なゴルフ技術＆ライフを、楽しく学ぶこ

とのできる仕組みを持つ「新機軸ゴルフスクール」

＊自らの目的と能力にフィットした最適ゴルフギアを、リーズナブ

ルな価格で入手できる「新流通システム」

＊自然・健康・触合いの楽しさを体感できる「マイライフ型ゴルフ

２．「戦略目標」と新機軸ビジネスモデルの実現に必要な考え方

①スローガン主義からの脱却

これまでのゴルフ界は、「共有された具体的な戦略目標を定めない

スローガン的な標語による呼びかけ」や「個別対応を主体とした企画

レベルでの対応策の実施」で終始して来た。トップダウン的なスロー

ガンの標榜は、一見纏まりのある行動に結びつくように思われがちだ

が、過去のゴルフ界の動きを見ると「総論賛成」「各論賛成」しかし

実行段階で様々な障害を理由に実施に至らないことの繰り返しであっ

たと思われる。よって、スローガン主義的な対応から脱却しなければ

ならない。

②「ゴルフ市場活性化」についての基本的スキームの共有

「ゴルフ市場活性化」については、多くの団体や企業が様々な施策を

展開し、懸命な努力を行って来ている。しかし、それらの活動による

成果が十分発揮されていないことも事実ではないだろうか。そこで必

要となるのが、「ゴルフ市場活性化」に関する考え方を統一したスキ

ームとしてゴルフ界全体が共通認識として持つことである。

よって、「第Ⅲ章 問題解決に向けた提言構想プログラム 新機軸

ネットワークプログラム」の項で述べた「ゴルフ市場活性化に向けた

４戦略目標」（図表１Ｂゴルフ市場活性化実現のための戦略目標と主

要戦術展開課題）を纏めることとなった。この考え方は、平成 年

月 日に開催された「日本ゴルフサミット会議」に提案し、若干の修

正が加えられて今後の活動指針として採択された。

今般の採択により、戦略目標並びに主要戦術課題がゴルフ界全体の

共通認知事項となったため、ゴルフ界全体が向かわなければならない

方向性が明確かつ統一されたと考えている。今回の決議により、早期

に実施しなければならないことは、次の 点である。
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＊第 点 「日本ゴルフサミット会議」で決定したとは言うものの、過

去の事例から判断するとゴルフ界全体に波及するためには、

徹底した広報活動を行う必要がある

＊第 点 各戦術課題について現状実施されている施策 企画 の実態調

査を実施し、一覧的に把握する仕組みを構築する必要がある

＊第 点 一覧的な把握が出来た段階において可能な限り活動主体の垣

根を排除し、協調できるところや補完できるところを明確に

し、調整を行う。かつ、改善すべきところ、及び、不足する

部分の新規施策の立案を行う

本提言書の基本的なスタンスは、「ゴルフ市場の活性化」 「ゴルフ産

業の願望」であることから、戦術課題に応じた施策（企画）は、新たなる

ビジネスモデルとならなければならない。このためには、「ゴルフ市場の

活性化」は「ゴルファーの利益」であるとの概念を徹底しなければならな

い。ゴルフ場を例にとると、ゴルファーの増加はゴルフ場の健全経営とな

り、それはすなわちゴルファーの利益になるとの考え方だ。

特に、現状経営上余裕のあると思われる所謂名門ゴルフ場ほど、会員の

理解を得て積極的に「ゴルフ市場活性化」に向けた活動を行ってほしい。

そのようなゴルフ場が動くことによる影響力は未だに大きい。

ゴルフ関連の会報等に、これからのゴルフ場は「会員制堅持型」とセル

フ化やインターネット集客を主体とした「オープンな運営型」との 極化

が進行するだろうと書かれていたが、そうではなく、会員の理解を得てゴ

ルフ市場活性化に積極的に取り組むゴルフ場と、日々の売上げにのみに集

中して自己の利益のみを追求するゴルフ場との 極化ではないのかと考え

る。

③変化を恐れず、挑戦する姿勢

日本のゴルフ場は、英米流のプライベート・クラブの組織と運営を模範

とするものからスタートして 年超の歴史を築いて来た。伝統的な考え

かたから脱皮するためには大変なエネルギーを必要とするし、変革には恐

怖が伴うものだ。経済的に成長している状況の中では伝統的な考え方を基

にした発想でも大きな差は出にくいし、緩やかな変化でも発展は可能だと

思う。だが、経済的にも人口構造の面でも縮小する時代は、大胆な発想の

転換無くしては乗り切れないと考える。変革することは、極めて勇気のい

ることであり、恐怖心を克服しなければ出来ない。

変化を恐れず、挑戦する姿勢が基本的なベースとして必要だと考える。

３．新機軸のビジネスモデルとは

①ＰＧＡ･ＪＧＲＡ･ＮＧＫが三位一体となったパッケージモデルの展開

「経営戦略会議」として提案する新機軸ビジネスモデルとは、前述の

「年間 万人・ 年間で 万人の新規ゴルファーを誕生」との戦略目

標を達成するものである。そのためには、小単位の「パッケージモデ

ル」を導入したテストマーケティングを実施し、成功事例として全国展

開するいわば「アメーバ経営」である。

「パッケージモデル」とは、「ティーチングプロ 名、ゴルフ練習場

、ゴルフ場１」を１ユニットとするゴルフ未実施層に働きかけ、ゴル

ファーに育成することを目指した小集団である。この小集団活動をテス

ト的に実施し、得られた知見に基づき修正を行い、より実行性の高い新

機軸ビジネスモデルの成功事例として全国展開を図るものである。

何故「小単位のユニット制で展開」を図るかと言えば、立ち上げが比

較的簡単であり、地域密着型として稼働が容易であること、並びに、小

単位であるため相互の意思疎通が十分でき、軌道修正も簡単であるため

である。

当初の計画は、テストマーケッティングとして、人口密度が高く、潜

在的需要層の多い「東・名・阪地区」に ユニット程度を創設し、 年

後には ユニットを全国展開しようとするものである。
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この構想を支えるために最終的に必要となる人材及び施設は、ティーチン

グプロが 名、ゴルフ練習場が 施設、ゴルフ場が 施設となる。

②新機軸ビジネスモデルを成功させるための各組織の役割と課題

新機軸ビジネスモデルの成功には、ＰＧＡ・ＪＧＲＡ・ＮＧＫの 団体

が、緊密に連携した三位一体活動が必要となる。そのための各団体の役割

と課題は下記の通りと考える。

＊日本プロゴルフ協会の役割と課題

新機軸ビジネスモデルの最前線で潜在的需要層との接点を支える人材

として、仮設課題として明記した「日常的な楽しい出会いを演出できる

新魅力創造型ゴルフ」「多様化したプレー目的にベストフィット」「ゴ

ルフの楽しさとコストパフォーマンスのある生活密着型ゴルフ」「自

然・健康・触合いの楽しさを体験できるマイライフ型ゴルフ」を実現す

るためのティーチングプロの育成を行う。

そのために、ＰＧＡティーチングプロ資格認定研修項目の改革を行う

と共に、下記に記す「ＰＧＡゴルフスクール」の運営や経営、及びゴル

フ場の運営や経営に参画可能な人材を育成するための研修会場として、

「ＰＧＡゴルフアカデミー」をゴルフ練習場及びゴルフ場と提携して開

校し、人材育成を行う。

＊全日本ゴルフ練習場連盟

仮設課題として明記した「自らの目的と能力に最適なゴルフ技術＆ラ

イフを、楽しく学べる仕組みを持つゴルフスクール」の展開基地として、

ティーチングプロが就業する「ＰＧＡゴルフスクール」の展開基地とす

る。「ＰＧＡゴルフスクール」は、単にゴルフ技術の指導に留まらず、

ゴルフライフの総合アドバイス機能（ゴルフの仲間作り等）を有したも

のとする。

＊日本ゴルフ場経営者協会

「ＰＧＡゴルフスクール」でのゴルファー育成の最終目標は、自立し

たゴルファーを誕生させることにあるため、ゴルフ実践の場であるゴル

フプレーの受入れをゴルフスクールの研修課程の段階ごとに行えるゴル

フ場の受入れ体制を確立する。そのためには､仮設課題で提起した 課題

を共有した「ゴルフエンジョイ基地」としての機能を有するゴルフ場と

する。

以上、各団体に必要とされる機能並びに考え方を列挙したが、必要な事

項は 団体が同一の視点で緊密に連携する必要があることを重ねて記して

おきたい。

尚、上記以外に必要な事項として、仮設課題の一つとした「自らの目的

と能力にフィットした最適ゴルフギアを、リーズナブルな価格で入手でき

る」を解決するための新流通機能の構築も必要となるため、ゴルフ用品業

界との連携も模索する必要がある。

次に、以上の展開プログラムをより効率的に推進するた

めに必要となる、地域市場における対応について説明し

ていきます。
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■ 既存のゴルフ界活性化対応システム → 「トップダウン方式」 → 「地域展開機能の低下」

■ 経営戦略会議活性化システム → 「ボトムアップ方式」 → 「地域パッケージ方式の導入」

Ⅳ‐５ 個別地域におけるテストマーケティング構想 「パッケージシステム」の導入

企 画 の 立 案 組 織 の 大 同 団 結 企画の全国展開 活性化目標の評価

個別企画の提案

活性化に必要な目標

数値が不明確

潜在需要層へのアプ

ローチシステムが未

確立

個別組織の組織率が低

いため、大同団結を標榜

し活動するものの、業界

総市場規模から見たカ

バー率はかなり低く、展

開能力が限定される

ターゲットとなる顧客層へ

のアプローチ率が大幅に

落ち込む

地域展開における実行組

織の緊密な提携力とプロ

グラムの欠如が露呈

≪ 問 題 点 の 検 証 ≫

スローガンで掲げた課題

の達成率が低下する

潜在需要層２千万人にア

クセスできる具体的な仕

組みが脆弱である

戦略プログラム提案 全 国 展 開テストマーケティング

明確な指針が存在する

・１０年プログラム

・６年ロードマップ

全体と部分が連動

・全体 戦略プログラム

・部分 地域プログラム

マトリックス型の対応展開

当初は東・名・阪中心

に５０ユニット程度

６年後全国５００ユ二ッ

ト展開時点必要資源

・Ｔ プロ ５０００ 名

・ゴルフ場 ５００施設

・練習場 １５００施設

パッケージモデルの導入

・１ユニット構成内容

ゴルフ場１ 練習場 ３

ティーチングプロ １０名

・潜在需要層にアプローチ

成果の業界開示 再検討

パッケージの全国展開準備

≪システムの特性≫

地域密着の小単位で

シンプルな提携を基盤

としているため、立ち上

げが簡単であり、かつ

効率的な活動が可能と

なる。また潜在需要層

へのアクセス機能も高

いため成果があがる。

ＮＧＫ．ＰＧＡ．ＪＧＲＡの新規層開拓定着化機能を有する組織の提携により、ゴルフ産業の再生が可能となる
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Ⅳｰ６ 地域市場活性化に向けたパッケージモデルの導入と展開最終構想

潜在需要層 全国２０００万人
ブルーオーシャン ブルーオーシャン

ブルーオーシャンブルーオーシャン

Ｇ Ｌ Ｔ Ｐ

ティーチングプロ

ＧＬＴＰ，練習場経営者

と共同で地域潜在需要

層開拓活動の展開

Ｐ Ｇ Ａ
・ティーチングプロの育成派遣

・ＰＧＡマーケティング部による

地域戦略プログラムの作成

・ＧＬＴＰの育成と認証

・コースにおけるイベント支援

Ｊ Ｇ Ｒ Ａ
・ＰＧＡと共同で新機能保有型

ティーチングプロの育成派遣

・経営者の幅広いネットワーク

を活用したアクセス支援

・参加練習場の支援

Ｎ Ｇ Ｋ
・多様化した顧客層の受入れ

・ティーチングプロ、ＧＬ ＴＰと

のコラボレーション活動

・未体験者対象イベント開催

・ＰＧＡ、ＪＧＲＡと共同企画展開

潜在需要へのアクセス支援

・行政とのタイアップ支援

・ローカルメディアとのタイアップ支援

・スポーツ施設とのタイアップ支援

・地域ネットワークへの対応支援

・地域戦略プログラムの導入展開

・ローカルミニトーナメント開催

１．キーステーション練習場

≪○○○倶楽部≫

・ティーチングプロ１０名

・ＧＬ ＴＰ（ゴルフライフ トータル

プランナー） １０～２０名

・ユニットの顧客運営管理

２ ． 参加練習場

ティーチングプロ ＧＬＴ

Ｐと共同で地域潜在需

要層開拓活動の展開

３ ． 参加練習場

ティーチングプロ ＧＬＴ

Ｐと共同で地域潜在需

要層開拓活動の展開

参 加 ゴ ル フ 場

練習場経営者、ティー

チングプロと一体化し

た顧客満足感の向上

提 携

提 携

Ｇ.Ｌ.Ｔ.Ｐ.

Ｇ.Ｌ.Ｔ.Ｐ.

組織的支援

組織的支援

組織的支援

潜在需要層 全国２０００万人

ブルーオーシャン
ブルーオーシャン
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Ⅳ‐７ 効果事例検証 関東地域における現在と未来市場における比較シミュレーション

過去の市場活性化システムの継続

現在の関東地区における市場環境

１．総人口 （全国比 ３３．５０％） ４２，６４９千人

２．経済規模（全国比 ３８．１８％） １，８８８，９９７億円

３．推定ゴルフ人口（全国比 ４１．８１％） ３，５３０千人

４．ゴルフ場延利用者数（全国比 ３２．６２％） ２８，３３５千人

５．ゴルフ場施設数（全国比 ２８．２９％） ６８３

６．練習場施設数（全国比 ２９．４８％） ７９８

７．推定潜在ゴルフ人口（全国比 ４０．９５％） ８，１９０千人

８．推定ゴルフ市場規模（全国比 ３７．９６％） ５，２００億円

Ａ. ２０２５年の関東地区予測市場規模
１．推定ゴルフ人口 ２，４７０千人

２．推定ゴルフ場延利用者数 １７，２００千人

３．推定ゴルフ場施設数 ４８０

４．推定練習場施設数 ３８０

５．推定潜在ゴルフ人口 ２，０５０千人

６．推定ゴルフ市場規模 ３，３００億円

従来型の市場対策を継続した場合

新しい発想の導入

既存のゴルフに無関

心な２千万人の生活

者を取り込むことので

きる仕組み創りへの

視点と発想の転換

改善 → 改 革

新しい仕組み導入

・Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ ９３構想

・ＮＧＫ、ＪＧＲＡ、ＰＧＡ、

提携プログラム

・ＮＧＫにおける 「三位

一体構想」

・「ＧＬＴＰ」 システム

新機軸の導入 新機軸を導入した場合の未来市場予測

潜在層が求めるゴルフの形態の変化

・「男性アダルト・ビジネス・ステイタス型ゴルフ」

→  「三世代・家族・地域・老若男女型ゴルフ」

・「ディープなゴルフ」→ 「エンジョイ型ゴルフ」
・「非日常型ゴルフ」→ 「カジュアルなゴルフ」

ゴルフ３組織に求められる機能の変化

・ＪＧＲＡ 「入門施設→ ゴルフライフ触れ合い基地」
・ＰＧＡ 「技術を教える→ ゴルフの楽しさを教える」
・ＮＧＫ 「プレーの場→ゴルフライフエンジョイ基地」

Ｂ. ２０２５年の関東地区予測市場規模

１．推定ゴルフ人口 ５，４００千人

２．推定ゴルフ場延利用者数 ３６，８３０千人

３．推定ゴルフ場施設数 ６５０

４．推定練習場施設数 ５８０

５．推定潜在ゴルフ人口 ３，２００千人

６．推定ゴルフ市場規模 ７，８００億円

従来型活性化対策による 「ケースＡ」 ｏｒ 新機軸活性化対策の「ケースＢ」 何れの選択をするのか
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第Ⅴ章 提言の総括と添付資料 ８７－１１２

１．提言の総括

２．６年間ロードマップ ２０１５年 ～ ２０２０年

１０年間考動プログラム ２０１５年 ～ ２０２４年

３．経営戦略会議各委員からの提言 「私の考える市場活性化対策とは」

４．参考各資料＆データ

・経営戦略会議 ・ＮＧＫ発表資料 ・ＪＳＭＩ資料 ・ＧＡＰＫ調査資料
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１．提言の総括

１．この提言書は、参加した委員と各分野の専門家の見解や発想を集約して作成しました。そのため単一

の研究機関や個人の執筆者によるレポートと比較し、文脈や表現の手法に整合性を欠くところもあると

思います。また、ゴルフ市場動向に関する明確なデータが不足する中で「ロードマップ」を作成するこ

との困難さも、承知しております。

２．本提言書は、①現在の供給体制維持を前提とし、市場の健全成長に必要となる中長期的な総市場規模

とゴルフ人口を策定する、②その必要市場規模とゴルフ人口を各年次と個別分野毎に数値化する、③そ

の数値を実現するために必要となる行動課題を明確にする、④そのために必要となるビジネスモデルや

単一企画を導入する、⑤この流れを機能的に促進するために、中央組織と地域における戦略的プログラ

ムのシンクロ化を図る、 といった発想を基本として組み立てられています。

３．ロードマップは、多くの前提条件のもとに作成されたものでありますが、ゴルフ市場の再生活性化に

対する具体的な活動は、このようなロジックの裏付けが必要であり、そのためのひとつのトライアル的

手法であることも理解していただきたいと願っております。

４．記された各数値の精度を上げるには、米国のような「ゴルフ市場専門シンクタンク」の創設と、プロ

グラムを高いレベルで展開できる機能的な組織の構築が重要となります。

５．こうした課題に対し、日本プロゴルフ協会は自ら先鞭を切り、新しい計画の立案実行に取り組んでい

ます。そして実践の中で、より「市場再生活性化」に対する機能を高めていきたいと考えております。

６．この提言戦略プログラムが、ゴルフ界の各組織の賛同を得て「Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ Ｎｅｗ」に向け

た活動を始めるきっかけとなれば、望外の喜びとするところです。

７．日本のゴルフの未来の創造に向けて、是非ご理解とご協力を頂きますよう、お願いする次第です。
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経
営

戦
略

会
議

提
言

「
ゴ

ル
フ

市
場

再
生

活
性

化
」

に
必

要
と

な
る

　
　

　課
題

と
目

標
数

値
の

長
期

工
程

表

＊２０１４
～
２０２０

年
の
総
市
場
規
模
は
、
レ
ジ
ャ
ー
白
書
三
市
場
（
ゴ
ル
フ
場
、
用
品
、
練
習
場
）
合
計
で
試
算
し
た
推
移
で
、
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
そ
の
他
の
市
場
を
＋
α
で
表
し
た
。
	

２０２４
年
総
市
場
規
模
は
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
市
場
も
含
め
た
数
字
で
あ
る
。
　
＊２０２０

年
に
戦
略
プ
ロ
グ
ラ
で
提
案
し
た
す
べ
て
の
シ
ス
テ
ム
が
整
い
、以
降
市
場
規
模
は
急
拡
大
す
る
。

《
 PG

A＆
ゴ

ル
フ

市
場

改
革

に
お

け
る

戦
略

的
総

合
命

題
 》

≪
総

合
テ

ー
マ

　
市

場
シ

ス
テ

ム
の

改
革

に
よ

る
ゴ

ル
フ

市
場

の
再

生
≫

・
第
１
課
題
　「
PG
Aに
お
け
る
組
織
と
運
営
シ
ス
テ
ム
の
検
討
」

・
第
２
課
題
　「
テ
ィ
－
チ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の
改
革
検
討
」

・
第
３
課
題
　「
練
習
場
経
営
改
革
の
検
討
」

・
第
４
課
題
　「
ゴ
ル
フ
場
経
営
改
革
の
検
討
」

・
最

終
課

題
　「

全
ゴ

ル
フ

組
織

参
加

に
よ

る
改

革
の

検
討

」

月
２

０
１

４
年

２
０

１
５

年

行動命題

＊
	ロ
ード
マ
ッ
プ
完
成

＊
	関
係
者
へ
の
浸
透

＊
	テ
スト
マ
ー
ケ
テ
ィン

グ
準
備

＊
	構
想
に
取
り
組
む
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
構
築

➡
年次目標数値

〔
２０１５

年
〕

＊
	ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１３
,９９５

億
円
＋
α

＊
	ゴ
ル
フ
総
人
口
	

	
８５０

万
人

＊
	PG
A会
員
数
	

・
既
存
会
員
	5,380	

・
新
ＴＰ
.TＣ
P.	

	
10	

・
G
LTP	

0

〔
２０１６

年
〕

＊
	ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１４
,０４５

億
円
＋
α

＊
	ゴ
ル
フ
総
人
口
	

	
８４０

万
人

＊
	PG
A会
員
数
	

・
既
存
会
員
	5,330	

・
新
ＴＰ
.TＣ
P.	

	
20	

・
G
LTP	

500

部
門
別
課
題
と
ワ
ー
クド
メ
イ
ン

現
状
に
お
け
る
個
別
数
値

市場分野別課題と各年次目標数値

①ＰＧＡ

１
．
推
定
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
総
市
場
規
模

２
．
新
機
軸
ＴＰ
・
ＴＣ
Ｐ
総
数

３
．
既
存
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
プ
ロ
数

４
．マ
ネ
ジ
メント

プ
ロ
数
	(管
理
機
能
職
プ
ロ
)

５
．
G
LTP　

開
拓
総
数

・
１５０

億
円
（
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
収
入
の
み
）

・
０
名

・
４
,０４８

名
	（２０１４

年
3月
現
在
）

・
０
名

・
０
名

・
１４
5億
円

・
１０
名

・
４
,１００

名
	

・
５
名

・
０
名

・
１
5０
億
円

・
２０
名

・
４
,０４０

名
・
１０
名

・
５００

名

②ゴルフ場市場

１
．ゴ
ル
フ
場
市
場
規
模
（
８６０

万
人
）

２
．ゴ
ル
フ
場
年
間
延
べ
利
用
者
数

３
．１ゴ

ル
フ
ァ
ー
年
間
平
均
支
出
単
価

４
．ゴ
ル
フ
場
総
数

・
９
,０１０

億
円

・
８７
,０９８

,５９５
人

・
１０４

,７７０
円

・
２
,４２９

施
設

・
９
,３４５

億
円

・
８
,９００

万
人

・
１０９

,９００
円

・
２
,２８０

場

・
９
,３４５

億
円

・
８
,９００

万
人

・
１１２

,５００
円

・
２
,２５０

場

③練習場市場

１
．
練
習
場
市
場
規
模
（
８６０

万
人
）

２
．１ゴ

ル
フ
ァ
ー
年
間
平
均
支
出
単
価

３
．
練
習
場
総
数

・
１
,２９０

億
円

・
１４
,７００

円
・
約
	３
,０００

施
設

・
１
,２５０

億
円

・
１４
,７００

円
・
２
,９５０

施
設

・
１
,２５０

億
円

・
１４
,８８０

円
・
２
,９００

施
設

④用品市場

１
．
推
定
ゴ
ル
フ
用
品
市
場
規
模

２
．１ゴ

ル
フ
ァ
ー
年
間
平
均
購
入
金
額

・
３
,４００

億
円

・
３９
,５３０

円

・
３
,４００

億
円

・
４０
,０００

円

・
３
,４５０

億
円

・
４１
,０７０

円

⑤その他

１
．
	国
内ト
ー
ナ
メン
開
催
数
	

・
２０１３

年
度
	

・
視
聴
率
は
最
終
日

２
．ト
ー
ナ
メント

入
場
者
総
数

３
．ト
ー
ナ
メント

平
均
視
聴
率

・
Ｐ
Ｇ
Ａ
主
催
（
シ
ニ
ア
ツ
ア
ー
主
催
も
含
む
） 	

１１
・ＪＧＴＯ

主
催
（
レ
ギ
ュ
ラ
ー
ツ
ア
ー
）	

２４
・ＪＬＰ

Ｇ
Ａ
主
催
（
女
子
ツ
ア
ー
　
ＪＧ
Ａ
.Ｐ
Ｇ
Ａ
主
催
も
含
む
）	
３７

・ＪＧ
Ａ
主
催
（
ア
マ
チ
ュ
ア
競
技
　
ツ
ア
競
技
）	

１８
919,334人

（
Ｒ
	370,209		女

子
	490,518		Ｓ

	58,607）

男
	関
東
5.5%

		関
西
5.1%

		女
関
東
6.0%

		関
西
5.21%

・
１３
・
２７
・
３７
・
１８

・
１４
・
２７
・
３７
・
１８

ゴ
ル
フ
市
場

の
経
済
的

ポ
ジ
シ
ョン

１
．ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１３
,７００

億
円

２
．
国
民
総
支
出
（
名
目
）	

４７８
兆
１
千
億
円

３
．
民
間
最
終
消
費
支
出
	

２９２
兆
８
千
億
円

・
対
余
暇
支
出
比
率
	

２
.１０
％

・
対
国
民
総
支
出
比
率
	

０
.２９
％

・
対
民
間
消
費
支
出
比
率
	

０
.４７
％

〔
２０１３

年
時
の
市
場
規
模
概
況
〕

・
余
暇
市
場
規
模
	

６５２
,１６０

億
円

・
対
余
暇
市
場
規
模
比
率
	

２
.１０
％

・
総
市
場
規
模
	

１３
,７００

億
円

・
推
定
ゴ
ル
フ
人
口
	

８６０
万
人

・
ゴ
ル
フ
場
利
用
者
数
	

８
,７１
0万
人

・
G
一
人
平
均
支
出
	

１５
,９３０

円

〔
２０２４

年
時
の
目
標
達
成
市
場
規
模
〕

・
推
定
余
暇
市
場
規
模
	
５８０

,０００
億
円

・
対
余
暇
市
場
規
模
比
率
	

３
.４５
％

・
目
標
総
市
場
規
模
	

２０
,０００

億
円

・
目
標
総
ゴ
ル
フ
人
口
	

１
,２００

万
人

・
ゴ
ル
フ
場
利
用
者
数
	

１１
,０００

万
人

・
G
一
人
平
均
支
出
	

１６６
,７００

円

・
	三
分
野
の
新
機
軸
シ
ス
テ
ム
融
合
化
	

に
よ
る
「
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
」
構
築

・
	ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
導
入
を
基
盤
と
す

る
「
ロ
ード
マ
ッ
プ
」
の
作
成

　
　

      ６
年

　
　

  　
 ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
の

展
開

　（
進

捗
状

況
に

対
応

し
修

正
プ

ロ
グ

ラ
ム

作
成

）

 出
血

の
停

止！！　
　

          既
存

シ
ス

テ
ム

の
見

直
し
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「
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に
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と
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る

　
　

　課
題

と
目

標
数

値
の
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工
程

表

＊２０１４
～
２０２０

年
の
総
市
場
規
模
は
、
レ
ジ
ャ
ー
白
書
三
市
場
（
ゴ
ル
フ
場
、
用
品
、
練
習
場
）
合
計
で
試
算
し
た
推
移
で
、
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
そ
の
他
の
市
場
を
＋
α
で
表
し
た
。
	

２０２４
年
総
市
場
規
模
は
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
市
場
も
含
め
た
数
字
で
あ
る
。
　
＊２０２０

年
に
戦
略
プ
ロ
グ
ラ
で
提
案
し
た
す
べ
て
の
シ
ス
テ
ム
が
整
い
、以
降
市
場
規
模
は
急
拡
大
す
る
。

２
０

１
６

年
２

０
１

７
年

２
０

１
８

年
２

０
１

９
年

２
０

２
０

年
２

０
２

１
年

以
降

・
６
年
ロ
ード
マ
ップ
完
了

・
東
京
オリン

ピ
ック
開
催

２０２１
年

２０２２
年

２０２３
年

２０２４
年

　
最
終
目
標
達
成
年
次

〔
２０１７

年
〕

＊
	ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１４
,１６０

億
円
＋
α

＊
	ゴ
ル
フ
総
人
口
	

	
８６０

万
人

＊
	PG
A会
員
数
	

・
既
存
会
員
	5,270	

・
新
ＴＰ
.TＣ
P.	

	
180	

・
G
LTP	

700

〔
２０１８

年
〕

＊
	ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１４
,７２６

億
円
＋
α

＊
	ゴ
ル
フ
総
人
口
	

	
８８０

万
人

＊
	PG
A会
員
数
	

・
既
存
会
員
	5,200	

・
新
ＴＰ
.TＣ
P.	

	
380	

・
G
LTP	

900

〔
２０１９

年
〕

＊
	ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１５
,１９４

億
円
＋
α

＊
	ゴ
ル
フ
総
人
口
	

	
９００

万
人

＊
	PG
A会
員
数
	

・
既
存
会
員
	5,100	

・
新
ＴＰ
.TＣ
P.	

	
680	

・
G
LTP	

1,400

〔
２０２０

年
〕

＊
	ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１５
,７５４

億
円
＋
α

＊
	ゴ
ル
フ
総
人
口
	

	
９３０

万
人

＊
	PG
A会
員
数
	

・
既
存
会
員
	5,000	

・
新
ＴＰ
.TＣ
P.	

	
930	

・
G
LTP	

1,900

〔
２０２１

年
〕

＊
	ゴ
ル
フ
総
市
場
規
模
	

１
兆
６３１０

億
円
＋
α

＊
	ゴ
ル
フ
総
人
口
	

	
９５０

万
人

＊
	PG
A会
員
数
	

・
既
存
会
員
	5,050	

・
新
ＴＰ
.TＣ
P.	

	
1,130	

・
G
LTP	

2,100

〔
２

０
２

４
年

目
標

〕
＊

目
標

ゴ
ル

フ
総

市
場

規
模

 
 

２
兆

円
＊

目
標

ゴ
ル

フ
総

人
口

 
 

１
２

０
０

万
人

＊
 PG

A会
員

数
 

・
既

存
会

員
 

4,600 
・

新
TP･TC

P 
1,900 

・
G

LTP 
2,100人

・
１６０

億
円

・
１８０

名
・
３
,９７０

名
	

・
２０
名

・
７００

名

・
１８０

億
円

・
３８０

名
・
３
,８８０

名
	

・
３０
名

・
９００

名

・
２００

億
円

・
６３０

名
・
３
,７４０

名
・
５０
名

・
１
,４００

名

・
２２０

億
円

・
９３０

名
・
３
,５５０

名
・
７０
名

・
１
,９００

名

・
２４０

億
円

・
１
,１３０

名
・
３
,４６０

名
・
１００

名
・
２
,１００

名

＊
 テ

ィ
ー

チ
ン

グ
市

場
規

模
 

・
目

標
　

　
３

０
０

億
円

＊
 PG

A会
員

総
市

場
規

模
 

・
目

標
　

　
７

０
０

億
円

＊
 PG

A会
員

数
　

　
6,500 

・
一

般
会

員
　

6,400 
・

M
会

員
　

　
100

・
９
,３６０

億
円

・
９
,０００

万
人

・
１０８

,８００
円

・
２
,２２０

場

・
９
,７７６

億
円

・
９
,４００

万
人

・
１１１

,０９０
円

・
２
,１８０

場

・
１０
,０９４

億
円

・
９
,８００

万
人

・
１１２

,１６０
円

・
２
,１５０

場

・
１０
,４０４

億
円

・
１０
,２００

万
人

・
１１１

,８７０
円

・
２
,１５０

施
設

・
１０
,７１０

億
円

・
１０
,６００

万
人

・
１１２

,７４０
円

・
２
,１５０

施
設

＊
 ゴ

ル
フ

場
市

場
規

模
 

・
１

兆
２

０
０

０
億

円
＊

 一
人

当
り

年
間

平
均

支
出

 
・

１
０

０
,０

０
０

円
＊ ２

,１
５

０
場

・
１
,３００

億
円

・
１５
,１２０

円
・
２
,８００

施
設

・
１
,４００

億
円

・
１５
,９００

円
・
２
,７００

施
設

・
１
,５００

億
円

・
１６
,７００

円
・
２
,６００

施
設

・
１
,６００

億
円

・
１７
,２００

円
・
２
.６００

施
設

・
１
,７００

億
円

・
１７
,９００

円
・
２
,５５０

施
設

＊
 練

習
場

市
場

規
模

 
・

２
,５

０
０

億
円

＊
 一

人
当

り
年

間
平

均
支

出
 

・
２

０
,９

０
０

円

・
３
,５００

億
円

・
４０
,７００

円

・
３
,５５０

億
円

・
４０
,３４０

円

・
３
,６００

億
円

・
４０
,０００

円

・
３
,７５０

億
円

・
４０
,３００

円

・
３
、
９００

億
円

・
４１
,０５０

円

＊
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≪２．経営戦略会議各委員からの提言≫

「私の考える市場活性化対策とは」
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１．ゴルフ市場全体から見た現状と将来への問題点

経営戦略会議の委員への委嘱をされたことを契機に、これまで

のゴルフ関連１７団体やゴルフ関連の各種会合で話し合われる会

議の活動内容や各種の提言などに目を通していった。その結果、

いろいろな団体や機関が将来への危機意識を持ち、様々なことに

取り組もうとしていることを感じた。これだけ、多くの方々が取

り組まれているのになぜ改革が進んでいかないのだろうかという

疑問を持った。なおも読み進んでいくうちに総論賛成といった皆

さんが賛成する、言い換えると反対者がいないような取組案が散

らばめられていることに気付いた。同時に改革を進めていくため

には泥をかぶってでもやり抜くという強い意志を持った旗振り役

としてのリーダーが不在であることも感じた。また、素晴らしい

提言もそれぞれの加盟団体に投げかけるだけに終始し、改革プラ

ンを実行する実行部隊が不在であることにも気づいた。本当に改

革を必要としているのだろうか、それとも組織の維持が大切なの

だろうか。このやり方では将来に向けての大きな変革を行うこと

は難しいだろうなあと考え込んでしまった。

２．個別分野から見た必要な対応

経営戦略会議では、ＰＧＡとＪＧＲＡが一緒になって議論を進

めている。これまでの動きと異なる点がいくつか挙げられる。

一つ目は倉本会長という発言力・行動力に富むリーダーが存在

し、リーダーの意向に沿って組織が動いている。自身の進退を掛

けてでもやり抜くという強い意志を持っていると、はたから見て

も感じられる。

二つ目は、廣瀬経営戦略会議座長というブレーンの存在で、進

むべき目標と方法、そして実行していく時期を明確にし、我々の

尻を叩きまくって進めている。廣瀬座長自身、これがゴルフ市場

変革の最後のチャンスと覚悟して挑んでいるため、我々も倉本会

長や廣瀬座長を見殺しにはできないぞと腹をくくり、懸命に後に

ついていこうとしている。

三つ目は、倉本会長、廣瀬座長の方針を実行するチームが存在

している点にある。ＰＧＡ事務局、ＰＧＡ、ＪＧＲＡ、ＮＧＫの

理事、そして練習場やコースの経営を熟知している専門家が会議

に結集して議論を進めている。ややともすると肩書優先でメンバ

ーが決まる中、今回のメンバーは、私も含めて団体理事などの肩

書を持たない方々が多い。それだけに実務者がそろっており、廣

瀬座長から難題を持ち出されても、こうすればああすればという

議論が噴出し、熱気がこもっている。これだけ真剣に話し合って

やっているのであるからして、きっとうまく滑り出すだろうとの

思いがメンバーの間に満ち溢れている。

今回の提言書作成により一区切りがついたので、今後はこれら

をいかに実行していくかが問われている。倉本会長、廣瀬座長か

らのバトンが私たち実動部隊にいよいよ手渡されることになる。

早急にモデル施設を作り、プランを実行していこうと委員一同、

ワクワクしている。

３．私が体験した需要側のゴルフに対する要望や 意見やエ

ピソード

ゴルフ初心者に一通りの手ほどきをし、早い時期にコースに連

れていくと「わぁ～、コースって広いんだ！芝生がきれいだ！」

と一様に感激し､より一層練習に励むようになる。しかしながら､

こうした新規参入ゴルファーが１年経過後にゴルフを続けている

確率は、弊社社内調査によれば５０％弱しかない。挫折した方々

 
内田 徹 
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の多くが「止まっているボールを打つだけなんでもっと簡単だと

思っていた」「コースに行っても後ろからせかされたり怒られた

りしたので楽しくなかった」「コースに行くと丸一日時間を取ら

れちゃうので」といった意見が数多く寄せられた。こうしたビギ

ナーの方でも楽しくラウンドできるような方法を具体的に考えて

いかないと、新規参入ゴルファーは増えていかない。ゴルフがで

きる人だけでなく、ビギナーの方でも楽しめるコース運営やルー

ルなど、総合的な対策が必要となっている。

４．市場の活性化に今自分が取り組んでいる事例

「いい練習場を作ろう」と考えて、１５年前に練習場運営の

会社を始めた。お客様にとって、従業員にとって、取引業者の

方々にとっても「いい練習場」でありたいというのが基本の考え

方であった。私にとっての「いい練習場」とは、お客様や従業員

の笑顔があふれる生き生きとした練習場のことである。ゴルフ仲

間とおしゃべりしながらボールを打ち、スウィングに悩んだら

レッスンを受け、もう少し飛ばしたいと思ったらスウィングに最

適なクラブ選びをお手伝いし、ボールを打ち終わったら喫茶でゴ

ルフ談義を交わす。こうした練習場を作り出していく時の要とな

るのがティーチングプロである。レッスンに終始することなく、

フロントでの接客、ショップでの販売､施設のメンテナンスなど､

あらゆる業務に熟達した「ゴルフビジネスのプロ」を育てること

が私の使命と考えて取り組み、幸いにして弊社のいずれの施設の

支配人もティーチングプロが務めてくれている。ＰＧＡの新たな

研修制度にはこうした経験も加えていき、ゴルフビジネスのプロ

を数多く育てていきたいと願っている。

一方、練習場のフロントは同であろうか。お客様が来場されて

最初にお迎えするのがフロントであるからして、フロントはいわ

ば練習場の顔ともいえる。しかしながらフロントスタッフの大部

分は、労務費の安いパートで占められている。打席収入に頼った

練習場経営においてはフロントの付加価値はあまり高くなく、ロ

ーコストの方がいいからと割り切られているのであろう。そこに

付加価値を生むスクールが導入されるとこうした図式が一変して

いく。ティーチングプロが働きどころを得て多くのゴルファーに

レッスンを行い、輝きを増す。フロントは来場されたお客様にお

試しレッスンの声掛けを積極的に行い、生徒数を伸ばしていく。

そうなると打席売上の比率が下がり、近隣練習場との顧客争奪も

低下する。結果的に練習場の収益が向上し、ゴルファーが増え、

練習場で働くティーチングプロやフロントにも笑顔があふれてい

くのでお客様がますます増えていく。そうしたゴルファーがコー

スに行ってラウンドを楽しみ、ゴルフ用品を購入する。

我々が展開しようとしているＰＧＡゴルフアカデミーは、単に

ティーチングプロの仕事の場を広めることを目的としているので

はなく、多くの連鎖から結果的にゴルフ業界のみならず、一般の

ゴルファーにまで笑顔を広めていこうとするのが、狙いである。

多くの大学にはゴルフ部があり､毎年卒業生を送り出している｡

こうした若者が、魅力ある仕事としてティーチングプロを選ぶ、

そのような夢を持てる職業、職場に昇華させていくことが我々経

営戦略会議メンバーの使命であると考えている。
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 井上 建夫

１ ゴルフ市場全体から見た現状と将来への問題点

①「失われた２０年」によって「失われた」ゴルフへの参加機会

（新規ゴルファーの喪失）

②「失われた２０年」によってリタイアしたゴルファー（ゴルファ

ーの冬眠）

③２０２５年に向けてゴルフ業界の売り上げを支えてきた団塊の世

代の後期高齢者化＝リタイア

④将来に向けて発生する既存ゴルファーのリタイア

⑤ゴルフのプレースタイルが現代人のマインドとマッチしない。

⑥「ゴルフは難しい」のイメージが払拭出来ない

⑦「ゴルフはお金がかかる」のイメージが未だに払拭出来ない

２ 第２分科会（ティーチングシステム改革）から見た必要

な対応

前項①＆②の対応

ａ．ＰＧＡ新ティーチングプロ（ＴＣＰ）教育により新しいゴルフ

ビジネス，ＰＧＡゴルフアカデミーを全国に展開する。

その結果、新規ｏｒ冬眠ゴルファーをリクルートするシステム

が全国展開出来る。

逆に言えばＰＧＡゴルフアカデミーを，全国展開するために新

しいＴＣＰを輩出する。

ｂ ＰＧＡゴルフアカデミーに､多様なジュニア教育プロジェクト､

例えば、英語でゴルフ、ゴルフ場でサッカー（日本サッカー協会

とのコラボレーション企画）、発達障害児童のゴルフ治療プログ

ラム等、を取り入れる。

ｃ．これからゴルフを始めたい人ｏｒ冬眠から目覚めた人が、簡単

にＰＧＡＴＣＰを検索できるように公式アプリを立ち上げる。

日本全国のＴＣＰ個人さらにＰＧＡゴルフアカデミーとマッチ

ングさせるツールとして、また、生徒と先生を紐付けるツールと

して電子カルテ機能も持たせる。

ｄ．ＰＧＡとＪリーグがコラボして各チームのジュニア組織にゴル

フのレッスンに出かける、ジュニア組織はフットサル場があり、

ネットがあるので打席の確保は容易であり送り迎えしている親た

ちへもゴルフの普及が望める。

前項②の対応

ＰＧＡゴルフアカデミーが「冬眠から目覚めよ！今ゴルフでしょ

！」（今がゴルフファー天国だよ）キャンペーンを張る。

前項③＆④の対応

新ティーチングプロ教育に高齢者 生活習慣病向けノンリタイア

カリキュラム（ゴルフによる健康増進、健康回復、具体的には「糖

尿病キャンプ、高血圧キャンプ、認知症予防キャンプ」）等を取り

入れＰＧＡゴルフアカデミーで実施する。

前項⑤の対応

全国のゴルフ場に３ホールユニット（３ホールに１か所のスター

ト小屋を置きＰＧＡゴルフアカデミーが管理）を推奨して３ホール

を基準にした１２ホールのワンラウンドプレー、コースレッスン、

家族ｏｒ地域（三世代）対抗ゴルフ合戦等の新しいプレースタイル

を確立して啓発していく。

前項⑦の対応

「ゴルフにお金がかかる」はイメージとして残っているだけで事

実は「ゴルファー天国」である、ゴルフ産業界全体でこのイメージ

を払拭していく努力がなされていない。今、ＰＧＡが率先して「ゴ

ルファー天国」キャンペーンをシーズン明けの春に向けて始める。
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３ 各委員が体験した需要側のゴルフに対する要望や意見、

エピソード

１項⑥の対応

「ゴルフは難しい」の解析は新規ゴルファーのマインドにかかわ

る問題を含み、単にゴルフが「技術的に難しい」だけでなく、ゴル

フ練習場やゴルフ場がその難しさをカバー出来る優しさを持ってい

ない。

結果、新規ゴルファーを門前払いしている。この現実を３の課題

である需要側の要望とともに具体的に上げる。

≪練習場では≫

ａ．人前で恥 空振り等 をかきたくない（超シャイ人間）

ｂ．仲間と一緒にワイワイやりたい（恥の分散）

ｃ．マナーとかエチケットとか練習場でも難しいことを言われる

（しばられることが嫌い）

ｄ．上手く打てないとすぐあきらめる（堪え性の喪失）

ｅ．惨めな状態に慣れていない！ゴルフの他に楽しいことはたくさ

んある（逃避、一つのことに打ち込めない）

ｆ．常連とフロントが親しそうに話をしていて、初めてのときから

ずっとＡＷＡＹ感がある（嫉妬感大）

ｇ．へたくそにやっているのに誰も声をかけてくれない（疎外感、

孤独感大）

以上のように折角「門をくぐった」練習場で、苦い体験をする

ことで今の若者は「ハードもソフトも思いやりのない古い体質」の

ゴルフ練習場に二度と来ることがない。

「町の練習場」自体が新規ゴルファーを排除していることに気が

付いていない。

需要側の声を代弁すれば

ａ．打席を遮蔽してほしい（人に見られたくない）

ｂ．さらにグループで数打席を仕切った貸し切り打席で練習したい

視察した中国広州のニュービジネスタウンにある近代的な練習場

の２階打席は個人打席、カップル打席、グループ打席（４打席）、

で仕切られていた

ｃ．声をかけてほしい

ｄ．昔と違って今の人は「かまってほしい」

≪ゴルフ場では≫

ａ．ゴルフってこんなに疲れるの

ｂ．あんな傾斜のところで打てるわけがない

ｃ．カートがなかったらゼッテー無理

以上のように初心者が、１８ホールの１ラウンドすることで「疲

れ果てて」いやになり、練習したことのないような状況でボールを

打つことに恐れをなし、楽しさの微塵も感じられず二度と行くこと

がない。

≪解決策≫

練習場とコースの具体例を解決するには「楽しそうで、面白そう

で、優しい先生がいて、なんか、新しい練習場＆コースができたら

しい」と世の中に発信しなければならない。

ハード面で解決できることもあるが、今までと違うソフト「優し

い接客サービス、丁寧で楽しいレッスン」を備えたゴルフ練習場＆

ゴルフ場ビジネスを立ち上げていくべきである。

現在ＰＧＡゴルフアカデミーとして「ＰＧＡが新しい名前を提供

し、新しい練習場＆ゴルフ場運営ソフトを提供し、新しい人材を提

供する」３拍子揃った企画を立案しているところである。

新規ゴルファーも冬眠から目覚めたゴルファーもＰＧＡゴルフア

カデミーに参加することで、今までと違った思いやりのあるゴルフ

を享受することになり「ゴルフが好き」になることで、生涯ゴルフ

ァーとしての囲い込みに成功する。
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 紺村 俊徳

１．ゴルフ市場全体から見た現状と将来への問題点

①日本のゴルフ市場規模は１９９１年から２０年間で半減している

が、関係者がこのままの対応を続ければ、これからの２０年で昭

和４０年代後半のレベルにまで縮小すると予測される

②年収に占める教育費関連の支出割合が４割を超え、旅行やレジャ

ー関連の費用が減少しているのも要因の一つと考えられる

③他のスポーツも縮小傾向にあるが、ゴルフ市場は特に減少速度が

速い

④これは経済上の問題だけではなく、構造上の問題で生じるゴルフ

市場への影響に対する対応を放置し、見過ごしてきたゴルフ関係

者の責任も大きい

⑤近隣のゴルフ場または近隣の練習場との競合に勝ち残っても、ま

た成長していくことのできる市場環境は、このままでは残されて

いない

⑥市場の関係者が何もしなければ、ゴルフ市場の衰退を阻止するこ

とはできない

２．個別分野から見た必要な対応

①ゴルフ市場は縮小していくが、プロゴルファーの数は増え続ける

②日本プロゴルフ協会は「文部科学省からプロゴルファーの認定を

認められた組織」である限り、プロゴルファーを認定し続けなく

てはならない

③文部科学省から、職業の選択で門戸を広げるように指導を受けて

いる

④ゴルフ市場規模が縮小し、プロゴルファーが増え続ければ、プロ

ゴルファーとして生計を立てられるのはほんの一握りだけで、他

のものは別の職業で生計を立てなくてはならず、」プロゴルファ

ーとは名ばかりのものが出る

⑤こうした状況に陥らないためにも、ゴルフ市場規模の減少を食い

止めなくてはならない

⑥ある市場調査によれば、「年間１０万円で楽しむことができる新

しいゴルフがあるなら、ゴルフを始めたい」と考える方が、２千

万人いることが確認されている

⑦潜在需要２千万人の中から、新しいゴルファーを育てるにために

は、ＰＧＡゴルフアカデミーを立ち上げ、団体指導中心のゴルフ

スクールを全国に展開しなくてはならない

３．市場活性化のために

①この世の中で一番楽しく立派なことは、生涯を貫く仕事を持つこ

とである。私たちは何十年とゴルフで生計をたてられたことに感

謝をしなくてはならない

②私たちは､ゴルファーがいたからこそ生計がたてられた｡私たちは

次の世代のために、新しいゴルファーを創造しなくてはならない

③ＰＧＡゴルフアカデミーのゴルフスクールで、私たちが急に潤う

ことはないが、ＰＧＡゴルフアカデミーを成功させなければ、

ＰＧＡの衰退を阻止することはできないであろう

④それは同時にゴルフ市場の衰退も生み出すことになるため、

ＰＧＡ会員は意識を転換し取り組まなければならない
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 大石 順一

昭和３０年代、４０年代及びバブル経済期と過去３回のゴルフ

ブームに応じて国内ゴルフ場の増設が行われ、平成１４年には

２，４６０コースとなった。昭和４０年代後半以降のゴルフ市場

を支えてきた「団塊の世代」と言われる戦後ベビーブーマーの全

てが平成２７年には満６５歳を迎えて現役世代をリタイアするこ

ととなり、それに伴い徐々にゴルフリタイアも進行すること、及

び、少子化による若年層の対象者が減少する上にレジャーの多様

化によるゴルフ参加率の低下等の相乗的影響により、現状の対応

では今後１０年間にゴルフ人口の減少が急速に進むと予測されて

いる。このような将来予測は、既に１０年以上も前から提起され

てきたが実効性のある対策がゴルフ界において実施できないまま

に今日に至ってしまった。

先ず、この原因分析を行いゴルフ界全体の反省材料として共通

の認識を持つ必要がある。

ゴルフ場業界はマーケット分析を行い、マーケティングに基づ

いた施策を実施してきたのか？

国内ゴルフ場の約８０％を占める会員制ゴルフ場の運営形態は､

会員が運営の主導的役割を担う「一般社団法人制」「株主会員制

」と、ゴルフ場経営企業が経営権を持ち会員はプレーに関する権

利を有する「預託金会員制」とに大別される。そのいずれもが、

「クラブ」との名称を冠して経営を行っている事からもわかる通

り、欧米流のプライベートクラブの組織と運営を模範としたもの

である。したがって、ゴルフ市場が拡大する過程においては、

ゴルフ界全体の意思決定を営利を目的としない団体を中心とした

ゴルフ文化を普及する活動に依存していてもゴルフ場企業の発展

は可能であった。しかし、市場規模が縮小傾向に転じた状況にお

いては、マーケティングに基づいた産業発展との視点から抜本的

な対策を講じなければならない。

マーケティングに基いたとは 
ゴルフ未実施層の方々が、ゴルフに何を望んでいるかを的確に

把握し、他のレジャーと比較してのゴルフの良さ 自律心や人を

を思いやる心の養成、高齢になっても楽しめる、年齢の枠を越え

た世代と楽しめる等々 を理解して頂くことから始まると考える｡

そして、ゴルフの良さを理解して頂ける方々に焦点を絞り込ん

で、良好なコースコンディションと適切なプレー料金で普及活動

（広報活動）を行わなければならない。

良く言われることだが､東京ディズニーランドの素晴らしさは､

上記のような考え方に基づく様々な工夫により顧客が望んでいる

価値を提供し、その対価として高い収益を得ている。集客のため

に顧客の望む価値の提供により、低価格化を進めるゴルフ場業界

と大きな差があるのではないだろうか。

「ゴルフの普及」と「他のスポーツの普及」との大きな相違

点を認識しよう

ゴルフプレーを行うフィールドとしてのゴルフ場の９０％は営

利を目的とする民間企業により経営されているし、ゴルファー誕

生に欠かせないゴルフ練習場も同様である。他のスポーツを行う

フィールドの大半が営利を主目的としない公営施設であることと

大きく相違している。この点を認識することが「ゴルフの普及」

の重要ポイントである。
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ゴルフ場の８０％が会員制ゴルフ場であるため、会

員の存在を認識した対策が必要だ

国内ゴルフ場数は平成１４年に２，４６０コースとなったが､

バブル経済崩壊後の景気低迷の影響を受けて約９００強のコース

が法的整理を実施せざるを得なく、さらに直近の５年間では約

１００コースが収益悪化を理由に閉場し、平成２６年度末には

２，３５０コース程度に減少すると予測される。

また、全ゴルフ場の約８０％が程度の差こそあれ「会員制クラ

ブ」を標榜しているため、会員の存在を無視した施策は永続制や

十分な成果を得ることに限界がある。ゴルフの普及活動は、会員

の利益（ゴルフ場の健全経営）であることを会員に理解してもら

える啓発活動をゴルフ場業界が統一して行うことが肝要で、会員

の理解を背景にした既存ゴルファーの協力による後継者育成施策

の展開が必要である。

戦略目標と戦術的課題を策定するシンクタンクの必要性

ゴルフ界全体の「ゴルフの普及」を取りまとめる組織として

「日本ゴルフサミット会議」が存在するものの、構成団体が１７

にも及ぶために、その活動は総花的なスローガンを決定する程度

に留まり、具体的な戦略や戦術の統一的な行動指針の立案に至っ

ていないと思われる。市場規模が縮小する局面においては、マー

ケティング理論に基づいた実効性の高い、ゴルフ産業の振興と思

われる政策を立案できるシンクタンクを設立する必要がある。新

たな組織を設立するには、現状のゴルフ関連団体が１７にも及ぶ

ことがあるため、既存組織である「ゴルフ市場活性化委員会

（ＧＭＡＣ）」の組織強化を図ることがベターな選択と考えて

いる。

「戦略目標」と「戦術課題」を策定し、ゴルフ界全体で共有

ゴルフの持つ長所である「自律心や人を思いやる心の養成」や

「互譲の精神」等のゴルフ文化の普及は大切なことではあるが、レ

ジャーに対する価値観が多様化した今日において、それだけでゴル

フ未実施層の理解を得るのは困難と考える。

したがって、ゴルフ未実施層の人達がレジャーに何を求めている

のかを的確に把握した上で、具体的数値目標のある戦略目標を制定

し、戦術課題を明確にする必要があると考える。従来は、「ゴルフ

の普及」に対する供給側の思いが先行したプロダクトアウト的状況

にあったのではないか。これからは、顧客側の視点を取り入れた

マーケットイン的な発想に重心をやや移す必要があると考える｡そ

して､制定された「戦略目標」及び「戦術課題」については、ゴル

フ界全体が共有し、それに基づき系統立てた具体的な施策（企画）

を個々の団体や事業主体において決定・実行するシステムを確立さ

せれば良いのではないか。ゴルフ界全体としての戦術目標や戦術課

題を共通認識（柱）として持つことにより、団体間の調整が可能と

なり、協調事業や補完的連携が可能となるであろう。

私の私見ではあるが、ゴルフ場業界では｢会員制堅持型ゴルフ場｣

と「オープン指向型ゴルフ場」との２極化が進むと表現されるが、

今後は「ゴルファー拡大に積極的なゴルフ場」と「自己の目的や利

益を希求するゴルフ場」との 分類化するべきではないかと考える｡

全てのゴルフ場が、中長期的視点の基にゴルファー拡大に向かって

全力を傾注する体制が必要と考える。

以上、ゴルフ場業界を中心としての私の考え方を記させていただ

きました。  
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加藤 賢治

１．ゴルフ市場全体から見た現状と将来への問題点

練習場、ティーチングプロ、ゴルフコース、ゴルフ用品など各団

体の統合がとれていない。自社発展主義的な思考が強くゴルフ業界

全体として機能していない。将来へ向けて業界全体が思考を転換す

ること。ゴルフを特殊なスポーツではなく、国民のスポーツ、レジ

ャーに変化させることができるかが課題。キーワードは健康､教育､

福祉などゴルフ業界として実質的に参入する必要がある。

＊必要な対応

ティーチングプロの社会的認知と地位の向上。

練習場経営、ゴルフ場運営側の意識改革。

①市場経済の動きに対して迅速かつ柔軟に対応できる能力。

②受動的経営からの脱却。能動的経営への転換。

③ティーチングプロ、トーナメントプロの社会的実務能力の向上。

基礎学力の向上。社会人としての基礎学力と一般常識。（前に

踏み出す力、考える力、チームで働く力）専門的基礎学力（技術

ルール等。思いやりや公共性、倫理観の向上も含まれる。

④道徳的基本精神の確立。

＊需要側のゴルフに対する要望、意見やエピソード

猫も杓子もゴルフという時代を経験したゴルファーは自身のスコア

ーアップを今だに取り組んでいる。ティーチングプロもそれを提供

する傾向にある。現在のゴルファーは生活の中にゴルフがある。

各年代の要望が様々でもある。まとめると下記の通り。

【ジュニア】 本人または保護者

１．大会に勝つ事。プロを目標。

２．教育の一環でマナーやエチケットを習得させたい。

３．親子または家族でラウンドを求めている。

【仕事している女性】

１．新たな出会い。

２．ひとりでも気軽に参加できる企画を求めている。

３．スクールはライフスタイルに合わせた時間を求めている。

【仕事をしていない女性】

１．ゴルフコースでのラウンド企画の場合、家事への支障に配慮

を求める。 夕食の材料を購入できる設定

２．ゴルフ旅行などの企画を求める。 思い出づくり

【男性】

１．ゴルフのスコアーアップだけでなく、ティーチングプロ、

従業員との広い分野での会話を望む。

→自社の対応

スコア―向上も大切ではあるが、レッスンプロや従業員の言葉遣い

や会話の幅なども求められている。お客様の世代的思考や家庭環境

も含め、個々の背景に配慮したニーズに丁寧に応える必要があると

考え取り組んでいる。

２．市場の活性化に今自分が取り組んでいる事例

既存のゴルファーはゴルフに対する取り組み方が変化している。

ここ数年、コンペなどの参加者が激減。その対応として練習場から

コースまでをプロデュースする企画を運営。練習場からコースまで

の送迎バスを運行。参加者の一部にティーチングプロの同伴プレー

を導入。「間近で見るティーチングプロのショットに感動」「ざっ

くばらんに話せて楽しかった」「充実感がある」「満足」との声が

あり、リピーターも多い。

また、会社の研修としてコースラウンドをプロデュースした。

新入社員一人ひとりの気質などが見て取れることから、仕事上での

人事にも大きな参考になると高い評価があった。
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ジュニアにおいては、地元小学校を中心にスナッグゴルフ教室の

開校。行政（品川区）のスナッグ教室を開催し、ゴルフの啓蒙活動

を行っている。

立正大学付属中学校ゴルフ部指定練習場、レッスン指導

※大学本部と契約。

立正大学ゴルフ部指定練習場

東邦大学医学部ゴルフ部指定練習場

日本電子工学院専門学校ゴルフ部指定練習場

その他、高校におけるエンカレッジスクールで、授業参入の経験

もある。

現在リサーチ会社社員 ゴルフ未経験者 のみなさまを要望に合わ

せスクール外で対応中。

《注意点》新規ゴルファー開拓を求めて極端に料金を下げるべきで

はない。

《当社で検討中の案件》「教育資金の一括贈与の非課税制度」を利

用したパック商品。３０歳まで５００万の非課税贈与が可能になっ

た。対象は下記の項目がある。

•スクール代、コースレッスン代、個人レッスン代、レッスンプロ

の指導のもと購入する全ての道具代

現実的に３世代ゴルフは難しい。祖父母と孫を対象にする設定は社

会背景から考えると現実的ととらえている。

３．その他

練習場、ティーチングプロ、コース、各関係団体の解釈が時を経

ても変化していない。近年、他業界がゴルフ業界に参入することは

あるが、協力や共生の意識が低いことも否めない。変化を嫌う体質

改善から始めなければ、今後も業界の発展は望めないと考えていま

す。また、相続により練習場の閉鎖に追い込まれる現実も国家

経済的視点から着手する必要があるとも感じています。

思い切ってハンドルを切る事で景色も変化します。それにより何か

が見えて来るでしょう。

矢内 茂雄

１．ゴルフ市場全体から見た現状と将来への問題点

この国の将来のためアベノミクスとして現政権は経済再生活動を

進め、国の根幹を再生させようとしている。一方、十分に現状把握

せずに理想論に走り実行にまで移さない動きもある。ゴルフ業界も

同様にこの問題があり、総論賛成、各論に異を唱え行動に移さない

動きもある。産業が崩壊してからでは遅いのを知りながら。

少子高齢化は国家的な大問題である。出生率が１．４になりシニ

アの人口構成比増など世界的に見て超高齢化社会、人口減少に日本

は急速に向かっている。そこにはジュニアの教育、シニアの健康、

家族のコミュニケーションなど大きな課題が包含されている。

ゴルフというスポーツの持つ特徴を活用し、この国家的問題に業

界全体で当たることが業界活性化の道でもある。

今日の業界問題は、すでに平成１５年１０月に、『ゴルフ市場活

性化行動計画検討会報告書～はじめよう、続けよう、もっとゴルフ

を～』で警鐘が鳴らされてきた。業界各団体も危機意識を持ち、

いろいろ施策を昂じて問題解決を図ろうと努力して来たが、しか

し、現実は最悪のシナリオを辿っている。

問題は、個別団体活動が各団体だけの利益追求に走り、業界を育

て発展させる動きにはならなかった点である。
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現在のゴルフ環境は、皮肉にもゴルファーには大変に良い条件で

全く問題ない。しかし、市場関係者は現状のままゴルフ人口衰退が

続けば、市場は持ちこたえることが出来ず、産業は崩壊してしまう

事実を再認識すべきである。維持する方策は、２０００万人の潜在

需要客に対し今後１０年掛けてゴルフ人口１２００万人（５００万

人増）市場規模２兆円を実現させる以外にないのである。

戦略を業界全体で実現できる仕組みが構築できるのか 各団体

間の垣根を外し同じ目標に向かってコラボレーション出来るのか？

関係者全員が当事者意識を持って行動することが出来るのか？この

点が市場全体の問題点であり解決すべき問題と考える

２．個別分野から見た必要な対応

それではどのようにしたらよいのか考えてみる。

日本のゴルフ環境では、人を創造する機能は練習場に委ねざるを

得ない。そこで産業として見た場合の練習場の位置づけを明確にし、

ゴルファーを創造し、各練習場に顧客を送りこみ、採算性が向上す

るような業界全体としての仕組みが必要になってくる。

なぜなら、当たり前のことだが練習場オーナーが個人的に経営し

ており、オーナーの資産管理のため経営してるともいえるので、収

益性が悪ければ当然事業が成立せず廃業せざるを得ないのである。

何らかの策で練習場を経営維持してもらう活動が業界全体で必要と

考える。また本来持っている地域のコミュニティの場として提供し

てもらうのである。手法的に難しいものもあるが官民一体となって､

地域スポーツクラブ構想の基地として再生させたらどうか？

次に、本来のフィールドであるゴルフ場は、二極分化を明確に打

ち出し、ゴルフ本来の厳粛性持つゴルフ場は社交場としての位置づ

けを極め確立してもらう。他方、現代の風土にあった、女性、若者

にターゲットを当てた遊びとしてのゴルフ場、『レジャー、ファッ

ション、エコロジー』というテーマを持って、業界全体でゴルフ場

のイメージアップを図ったらどうか？ドレスコードも不快感が生じ

なければ大幅に見直し、敷居の高さを改善させスポーツとしてのゴ

ルフの前に遊び方の研究も必要ではないか？

さて、このような環境が出来たら、ゴルファーを現場で『創造す

る！教える！楽しませる！収益を創る！』ことを可能にする人材が

必要である。業界の求めるゴルフプロフェッショナルの早期輩出が

一刻も早く望まれる。

マーケット活性化としてのプロゴルファーの活躍は必然であり人

口拡大の要素ではあるが、そのプロに憧れて、ゴルフに興味を持っ

たジュニアや女性、現役世代、シニアなどをゴルファーに仕立てて

行く人の存在も重要である。

最後に最も大切な対応である、業界全体のマーケティング機能と

それを現実にする行動する機能の必要性を強く思う。

業界をコントロールする機能、全体をコーディネートする機能、

現実化して行く機能の設立である。業界知識人が各団体の垣根を超

え超党派で早急に進めなければならないと考える。

３．私が体験した需要側のゴルフに対する要望や 意見やエ

ピソード

サークルから倶楽部化事例

自治体住民福祉活動として初心者講座開催。

千代田区＋千代田区ゴルフ協会＋プロの連動。

（年間１回、８回講座、１７年継続、千代田区広報にて募集、

会場：千代田区総合体育館 延べ７００名卒業）毎回初心者講座終

了すると、卒業生が自主サークル活動を開始し講師として参加。最

大１７期１０サークル形成され現在６サークル実働。
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各サークルが倶楽部化し、サークル対抗コンペや各種イベント

開催。サークル内倶楽部も生れる。

※指導者は、スキル指導は勿論だが最終的には非日常の演出、楽し

さの提供が要求される。

スクールというよりサークル感覚から倶楽部化への道が、ゴルフ

をいつまでも愛好し人口の減少を抑える一方と考える。

シニアサークルの活動と仲間増員事例

自治体高齢者センター（６０歳以上が利用可能）で医師、看護師､

講師の連動で講座開設。

年間１回１５名を時間の関係で２年間だけ開催し３０名卒業､１８

名の自主シニアサークルが立ち上がり１４年間活動してきた。しか

し現在６名が在籍しているがサークル員の高齢化や他界により閉会

を検討中。

サークル活動として３００歳トーナメントに参加実績あり。

４名の合計年齢が３００歳即ち、７５歳平均ということで高齢者

心理の『友達が減る淋しさ、健康不安、生きがいの欠如』等に大変

有効で、友達としてゴルファー、非ゴルファーを創りだし、練習に

も励む現実を見た仕組みであった。※会長８７歳は、昨年まで毎週

メンバーコースをラウンドしていたが、風邪をひいて２週間ゴルフ

から離れたら現在月２回のレッスンのみ。シニアゴルファーの活動

限界がある。

他産業の積極的コラボレーション（アパレル産業事例）

ジーンズの大手メーカーが若者向けにゴルフブランドをテスト

マーケティングで制作し量販店に何の宣伝もせず陳列するといつの

間にかすぐに販売されてしまう。マーケットとして魅力あるが、

ドレスコードの壁が厚く参入を抑えていると聞く。他産業の参入を
促すのも市場拡大策と考える。

４．市場の活性化に今自分が取り組んでいる事例

練習場連盟という環境の中で、練習場の事業者が廃業してしま

う危機感をひしひしと感じ、経営者が事業存続可能な仕組み作り

として活動している。

・経営者・次世代経営者の勉強会構築

・ゴルフ産業にとってのゴルフプロフェッショナルの人材育成、

教育、確保の活動。

・ＪＧＲＡプロフェッショナル研修会を運営し 会員の登竜門

機能の充実を図っている

・業界一丸となったジュニア育成再構築 各団体の所有するシー

ズをテーブルに乗せ横断的活動を展開する。

・シニアゴルファーのリタイヤ防止、仲間作り、生きがい作り、

健康提案のため練習場＋ゴルフ場＋指導者三位一体でシニア団

体競技の再構築を図る。

・練習場を基地にした地域スポーツクラブ作りの研究

５．その他

市場関係者が自己関与の精神で業界活性化の為に一丸となり

仕組みを創造すれば必ずや市場の命題をクリア出来ると信じて

いる。
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～ゴルフの社会性とＰＧＡの可能性～

川﨑 益彦
 
１．ゴルフ市場全体から見た現状と将来への問題点 

経営戦略会議の委員になって、新規ゴルファーを５００万人増

やすにはどうすればいいかを考えるにあたり、多くの人にゴルフ

に対するイメージを聞いた。そして、改めてゴルフは素晴らしい

スポーツであることを確信した。年齢も立場も異なる人どうし、

例えば三世代が一緒にプレーできるという特徴は皆さんご存知

だが、会話を楽しみながらプレーできるスポーツというのは唯一

ゴルフだけではないだろうか。ゴルフは厳格なルールの基、自分

自身が審判となり、お互いにコミュニケーションを取りながら

プレーする、極めて社会性や社交性を重視するスポーツである。

ただ残念なことに、現在の日本でゴルフに対するイメージは良

くない。３０代より上のゴルフをしない人の中で、ゴルフに対し

て悪いイメージを持っている人は多い。それは費用が高くつくと

いうだけでなく、日本のゴルフが社用族中心に成り立っていたこ

とや、バブル期やバブル後の異常な状態を見て感じているのだろ

う。また２０代では、ゴルフにまったく関心のない若者も多い。

こちらも危惧すべき問題で、その両者に対してＰＧＡも責任の

一端を担っている。

２．必要な対応

ＰＧＡの皆さんは、日本のゴルファーのピラミッドの頂点に

位置するということを自覚してほしい。そのことにプライドを

持つのは当然のことだが、同時に日本のゴルフ界全体に対する

責任感と謙虚さを持ってほしい。国民はスポーツ選手の素晴らし

いプレーを見て、選手の一所懸命さ、ひたむきな努力を見て感動

し、拍手を送る。

決して勝った時だけ拍手を送るのではない。子どもたちは、

がんばっている選手を見て、カッコいいと思い、彼らのように

なりたいと憧れる。ゴルフもそのようなスポーツにならなければ

ならない。そのためにはＰＧＡ会員はよほど自分自身に対して

厳しくなければならない。なぜならばゴルフは厳格なルールに

基づき社会性を重んじるスポーツだからである。服装や立ち居

振る舞いに気を付けるだけでなく、法律に違反する金銭の授受、

要するに賭けゴルフなど絶対にしてはならない。万引きは犯罪で

あるのと同様、賭け事も法律で禁止されている。お客様から誘わ

れた時は「自分はプロだから出来ません」と断ればよい。それが

自分自身を守ることになる。

私は大阪市内でゴルフ練習場を経営しているが、ゴルフ練習場

とティーチングプロは、消費者であるゴルファーに最も近い存在

である。一般的なゴルフ練習場の売上を見ると、打席売上、スク

ール売上、ショップ売上から構成される。ゴルフ練習場の売上は

季節要因、その日の気温、天候に大いに左右されるが、最も影響

を受けにくいのがスクールである。打席売上を増やす、つまり一

般の来場者を増やすにはチラシを撒くなど費用も手間もかかるわ

りにその効果は小さいが、スクール売上については、ティーチン

グプロがお客様にまた来たいと思ってもらえるレッスンをする限

り、売上は安定する。スクール生が仕事の都合や病気でしばらく

休んでいたとしても、プロが電話や手紙で相手の様子を尋ねるこ

とで、またレッスンを再開してくれる。つまり、ゴルフ練習場の

中で、最も収益の安定するのがスクールという事業である。
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３．需要側のゴルフに対する要望

多くの人から話を聞く中で、現在ゴルフをしていない人の内、ゴ

ルフをしたことがあるが止めてしまった人の多いことが分かった。

もし彼らがゴルフを始めた当初に優れた指導者に出会ってゴルフの

楽しさを知っていたら、ゴルフを続けていたかもしれない。スキー

やスノーボードは、初心者がゲレンデで転んでいるだけでも楽しい

かもしれないが、ゴルフはある程度ボールに当たらなかったら面白

くない。楽しくないという理由の他に、恥ずかしいとか迷惑をかけ

るといった理由で止めてしまう人も多いのだろう。ここにＰＧＡ

会員が優れた指導者として期待され、果たすべき役割が重要である

ことは明らかであろう。ＰＧＡ会員一人一人がゴルフ練習場やゴル

フコースへの関わり方を真剣に意識することが必要となるのではな

いか。

４．市場の活性化に取り組んでいる事例

私の練習場では１８歳から２５歳までの若者は打席時間貸料金

が半額というキャンペーンをしているが、ゴルフは誰かに誘われ

て始める人が多いということから、当社では彼ら若者を連れて

くる人も半額になるというサービスをしている。つまり、若者と

一緒に練習に来たら自分が半額で練習できるというインセンティ

ブを、連れてくる方に与えている。２０１４年４月にこのサービ

スを始めて以来、このサービスの利用者の割合は毎月増え続けて

いる。このような企画を単に一練習場だけではなく全国の多くの

練習場で実施すれば市場は拡大する。

また、若者が増えるのはいいことだが、むやみやたらとクラブ

を振り回す危険な行為も増えてきた。それで当社では打席スタッ

フがボールを飛ばすには力が要らないことを簡単にアドバイス

し、ティーチングプロのレッスンやスクールにつながるように

している。

５．最後に

当社では経営の質を高めるべく２００６年に品質に関する国際

規格であるＩＳＯ９００１の認証を取得し、練習場運営の柱にし

ている。スクール運営やラウンドレッスン、コンペ等の企画も

ＩＳＯに定めたルールに従って進めていく。ＰＧＡの皆さんにも

ＩＳＯの仕組みを勉強していただき、レッスンやスクール運営に

活用して「品質」を高めていただきたい。またプロ自身の｢人間

力｣を高めるためにも、文化や社会全般に興味を持ってほしい｡

お客様がプロを選ぶのは、ＰＧＡの肩書で選ぶのではない。

質の高いレッスンに加えて、プロ自身の人間的な魅力、会話の

楽しさ、スクール生との居心地の良さ、スクール全体の雰囲気

など複 合的要因で選ぶ。

また、練習場とゴルフコースを有機的に結ぶ役割もＰＧＡなら

可能である。こういう活動にＰＧＡがどう取り組んでいくか、

そしてＰＧＡ会員のキャリアデベロップメントにどのように繋げ

ていくかということが、会員サービスとゴルフ市場拡大を同時に

達成できることを可能とする。

いつもお客様に喜んでいただけ､お客様に選んでいただける

ＰＧＡ会員になるように、感謝の気持ちを忘れずに努力していた

だくことを切に願う。
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 喜田 任紀

１．ゴルフ市場全体から見た現状と将来への問題点

＊安定的なゴルフ人口（需要）の確保

人口減少社会の中で、ゴルフ業界が生き残っていくためには、

ゴルフ人口の創造とプレー環境の維持が不可欠となるが、ゴルフ

も多様化する必要がある。アメリカ（ＮＧＦ）の手法のように、

ゴルフをいくつかのファクターで分類し、夫々の集団に対応した

対策を、ゴルフ業界が展開する必要がある。同時に供給側も多様

化する必要がある。

そのためには、ゴルフ市場の将来ビジョンを作成して実行する

機能が必要になる。シンクタンクとしてのＮＧＦ的な組織の構築

と既存組織が将来ビジョンを構築して、確実に実行できるシステ

ムを作る必要がある。

＊取り組むべき課題としては

ａゴルフ場の背景にある人口と、人口構造変化の把握

社会構造の変化、ゴルフ人口、活動回数、人口構造の変化、消

費性向など

ｂ様々なゴルフプランの提案

ｃ長期ビジョンの作成、定期的に見直し（ＰＤＳＣ）

ｄ人口が減少する中では他のスポーツとの競合と共同について研

究する必要がある。また、過疎化の進行（限界集落）は地方で

のゴルフ需要を喪失させる。地方創生はゴルフ業界にとっても

重要な課題であり、地域との共存共栄は、ゴルフにとっては重

要なテーマだと思う。
 

２．個別分野（ゴルフ場）から見た必要な対応

＊経営者の意識改革

まず、ゴルフ場経営者の意識改革が必要だと思う。産業を維持し

ているのは自分たちだという自負を持ってもらいたい。

ゴルフ競技とゴルフ場経営は両立するもので、上下の関係ではな

いはず。ゴルフ場経営者の経営者としての自覚とマネジメント教育

が必要｡そうすることで、一般的なゴルフ倶楽部志向から、ゴルフ場

の多様化に動き出すと思う。

ゴルフ場が求められていることは、多様なゴルフの受け入れ、

経営者、経営感覚、マーケティング機能、ツーリズム、海外需要の

掘り起こしと受け入れ態勢、４人一組、プレースタイルの多様化な
ど。

＊会員制倶楽部の再生

約８割の会員制倶楽部を再構成する必要がある。海外のメン

バーシップとの違いで、欧米は基本的には１人が１クラブに所

属する。日本は複数のゴルフ倶楽部の会員権を持つことがステ

ータスように考える人が多いが、一つの倶楽部に所属すること

で、メンバーシップに対する意識が違ってくるはずだ。これから

の会員制倶楽部を考える上で、ファミリーがキーワードとなるこ

とで新しいスタイルが形成されるとすれば、１人にオンリーワン

の倶楽部を選択させることが会員制倶楽部の再生につながる。
 
３．需要側のゴルフに対する要望や意見、エピソード

＊地域の商店などと一緒になった地域創生。学校教育への積極的な

関与と情報の共有。各団体が情報を公開しない､共有しないために、

様々に打たれている対策が有効な対策となっていない。
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〔倉本構想 〕
・ビジョン＆マニフェスト発表

・ＰＧＡ発の市場改革実現

〔経営戦略会議 〕

・業界共働ロードマップの作製

・戦略的ビジネスモデルの作成

・テストマーケティングの実施

市
場
全
体
の
活
性
化

Ｐ
Ｇ
Ａ
の
改
革
活
性
化

長期的 ・戦略的対応

短中期的 ・市場触発的対応

業界ネットワークの再構築

・倉本構想の業界浸透と定着化

・関係者の視点転換と意識改革

・市場再生への共同活動環境整備

・戦略的提携による活動の効率化

・

政・官・財・スポーツ界ＮＷの構築

・倉本会長の保有する人脈の有効活用

・戦略的構想実現に対する支援環境醸成

・「ひと、もの、資金、情報」 の導入強化

・ゴルフの社会的ポジションの向上

 

ＰＧＡ中央組織の改革

・マーケティング機能の向上

・三位一体型運営への転換促進

・健全収益事業開拓機能の確立

・公共性と収益性の並立実現

新機軸システムの確立と展開

・新機軸の人材育成システム導入

・職域の拡大対策の導入 → 多様化

・職場の拡大対策の導入 → 差別化

・ＰＧＡサテライトの設置 全国５か所

 

業界関係者の意識改革実現

・倉本構想への関係者関心の喚起

・メディアにおける意識改革の実現

・機能的ネットワークの再構築

・次世代リーダーの発掘と育成

・

 

各組織個別地域における提携実現

・三業種の地域組織における提携促進

・ＰＧＡ提言書基盤の各地域展開戦術作成

・各地域対応型 「６年ロードマップ」の作成

・各地域に 「ゴルフいこいの森」 を創設

 

ＰＧＡ地方組織の改革

・本部機能との一体化促進

・他組織との地域提携促進

・水際での顧客開拓機能強化

・各会員の責任意識の向上

 

新規事業戦略の導入と展開

・ＰＧＡブランドの確立と事業展開促進

・施設運営資金支援企業との提携

・新機能ゴルフギア開発企業との提携

・各業種での管理職的ポジション獲得

 

２０２４年ＰＧＡ組織目標規模

・ＰＧＡ会員総数 ７０００名

・ＰＧＡ関連事業規模 ６００億円

・ＰＧＡ受託経営練習場 ２０場 

２０２４年目標市場規模

・総市場規模 ２兆円

・ゴルフ総人口 １２００万人

・対健全余暇市場比率 ６ ％

 

ＰＧＡ改革ロードマップ

・経営戦略会議による改革案作成

・新機能ＴＣＰ育成システムの導入

・既存ＴＣＰの意識と能力向上

 

ゴルフ市場再生ロードマップ

・経営戦略会議による提言書作成

・倉本会長による提言書発表

・新機軸ビジネスモデルの提案

 

＊他の余暇・スポーツとの継続的な差別化実現

＊健全余暇市場におけるシェアアップ対策導入

＊家族・三世代・女性を基軸とする仕組みの創造

＊ＰＧＡに対する社会的評価とリーダシップの向上

＊新カテゴリーのＰＧＡ資格制度の導入展開

＊ＰＧＡにより底辺を拡大できる仕組みを提供

 

＊戦略的視点に立った広報活動の展開

＊練習場との提携 → ＰＧＡ倶楽部の設置

＊テストマーケティング実施 パッケージＢＭ

＊成功事例の公開と全国への展開拡大

＊技術＋ゴルフの魅力醸成型カリキュラム導入

＊実務経験を積むためのインターン制度導入

＊能力に比例した収入が得られる仕組み確立

＊カリスマティーチングプロの育成

対応展開課題 ビジネスモデル アイディア  

２千万人潜在層対策

 

１０年で５００万人開拓

 

国民的スポーツ化実現

 

ハイ＆ロー戦略導入

ティーチング市場拡大

ＰＧＡ組織の安定運営実現

 

機能的ネットＷ構築

ビジネスモデルの投入

 

市場新成長戦略の展開

 

新規事業の導入

 

会員のポジション向上

 

職域と職場の拡大実現

 

新規事業の導入

ＧＬＴＰモデル

ゴルフライフトータルプｒランナー

システムの導入

テストマーケティング

・パッケージモデル導入

・東名阪で実施

対応領域 Ａ対応領域 Ｂ

 

対応領域 Ｄ

 

対応領域 Ｃ
 

経営戦略会議資料

新規育成講座導入

・インターン制度導入

・管理職機能の履修

ＰＧＡ倶楽部創設

・練習場の受託経営

・新規口座履修会員派遣

参考資料 １
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延
利

用
者

数
（
千

人
）

数
増

減
数

増
減

率
人

数
増

減
数

増
減

率
人

数
増

減
数

増
減

率
人

数
増

減
数

増
減

率
額

増
減

額
増

減
率

昭
和

－
－

－
－

－
－

－
－

平
成

元
－

－
－

－
－

－

－
－

－
－

－
－

－
－

注
１

．
昭

和
３

２
年

度
か

ら
６

３
年

度
ま

で
は

娯
楽

施
設

利
用

税
の

課
税

状
況

か
ら

み
た

ゴ
ル

フ
場

の
実

態
で

あ
り

、
平

成
元

年
度

か
ら

は
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

の
課

税
状

況
か

ら
見

た
ゴ

ル
フ

場
の

実
態

で
あ

る
。

注
２

．
利

用
税

額
欄

の
平

成
元

年
度

の
額

は
、

平
成

元
年

３
月

の
利

用
行

為
に

係
る

旧
娯

楽
施

設
利

用
税

（
１

カ
月

分
）
は

控
除

し
、

平
成

元
年

４
月

か
ら

平
成

２
年

２
月

ま
で

の
利

用
行

為
に

係
る

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
（
１

１
カ

月
分

）
の

み
を

掲
げ

て
お

り
、

平
成

２
年

度
以

降
は

当
年

３
月

か
ら

翌
年

２
月

ま
で

の
利

用
行

為
に

係
る

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
（
１

２
カ

月
分

）
で

あ
る

。
注

３
．

隣
接

都
道

府
県

に
ま

た
が

る
1
9
ゴ

ル
フ

場
が

あ
る

。
よ

っ
て

、
ゴ

ル
フ

場
数

、
利

用
者

等
が

重
複

集
計

さ
れ

て
い

る
こ

と
も

あ
る

。
（
2
頁

～
1
1
頁

も
同

様
）

注
４

．
平

成
１

５
年

４
月

１
日

よ
り

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
の

非
課

税
措

置
が

施
行

さ
れ

て
い

る
。

課
税

者
数

非
課

税
者

数

　
　

    な
お

、
都

道
府

県
別

の
内

訳
表

（
小

冊
子

）
は

、
「
一

般
社

団
法

人
　

日
本

ゴ
ル

フ
場

経
営

者
協

会
」
に

て
　

１
冊

 ２
，

０
０

０
円

に
て

配
布

致
し

て
お

り
ま

す
。

利
用

税
の

課
税

状
況

か
ら

み
た

ゴ
ル

フ
場

数
、

延
利

用
者

数
、

利
用

税
額

等
の

推
移

推
移

表
を

、
ご

使
用

の
際

は
、

「
　

一
般

社
団

法
人

　
日

本
ゴ

ル
フ

場
経

営
者

協
会

　
」
　

調
べ

と
明

記
願

い
ま

す
。

年
度

ゴ
ル

フ
場

数
利

用
税

額
（
百

万
円

）
１

ゴ
ル

フ
場

当
た

り
の

利
用

者
数

（
人

）
・
増

減
率

１
ゴ

ル
フ

場
当

た
り

の
利

用
税

額
（
千

円
）
・
増

減
率

利
用

者
１

人
当

た
り

の
利

用
税

額
（
円

）
・
増

減
率

延
利

用
者

数
合

計

参
考

資
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合
計

課
税

者
数

非
課

税
者

数
合

計
比

較
（
人

）
比

較
(％

)
課

税
者

数
比

較
（
人

）
比

較
(％

)
非

課
税

者
数

比
較

（
人

）
比

較
(％

)

北
海

道

青
　

森

岩
　

手

宮
　

城

秋
　

田

山
　

形

福
　

島

茨
　

城

栃
　

木

群
　

馬

埼
　

玉

千
　

葉

東
　

京

神
奈

川

新
　

潟

富
　

山

石
　

川

福
　

井

山
　

梨

長
　

野

岐
　

阜

静
　

岡

愛
　

知

三
　

重

滋
　

賀

京
　

都

大
　

阪

兵
　

庫

奈
　

良

和
歌

山

鳥
　

取

島
　

根

岡
　

山

広
　

島

山
　

口

徳
　

島

香
　

川

愛
　

媛

高
　

知

福
　

岡

佐
　

賀

長
　

崎

熊
　

本

大
　

分

宮
　

崎

鹿
児

島

沖
　

縄

合
　

計

 ※
 都

道
府

県
へ

の
ゴ

ル
フ

場
か

ら
の

納
税

報
告

に
よ

る
集

計
の

為
、

実
際

の
来

場
月

は
各

年
度

と
も

３
月

～
翌

年
２

月
で

す
。

 ※
 茨

城
県

の
ゴ

ル
フ

場
数

は
、

休
場

中
の

ゴ
ル

フ
場

を
省

い
て

い
ま

す
。

2
4
年

度
2
5
年

度
比

較
(場

)
比

較
(％

)

  .2
　

４
　

年
　

度
（
人

）
.  2

　
5
　

年
　

度
（
人

）

平
成

２
４

年
度

及
び

平
成

２
５

年
度

の
ゴ

ル
フ

場
数

・
延

利
用

者
数

都
道

府
県

    名

ゴ
　

ル
　

フ
　

場
　

数
延

べ
の

利
用

者
数
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都
道
府
県

人
口

：
人

（
）
対
全
国
比

％

県
民
平
均

所
得

：
千
円

ゴ
ル
フ
場
関
連
指
標

（
Ｈ
２
４
年

）
練

習
場

関
連

指
標

推
定

ゴ
ル
フ

人
口

：
人

Ｊ
Ｓ
Ｍ
Ｉ

ゴ
ル
フ
指
数

施
設

数
延
利
用
者
数
：
人

（
）
全
国
比
％

施
設
数

打
席

数
カ
バ
ー
率

北
海
道

５
，
４
４
６
，
０
２
４
（

）
２
４
６
３
（
３
．
６
）

１
６
８

３
，
５
１
０
，
１
６
０
（
４
．
０
４
）

５
９

２
６

１
４
４
０

４
４
．
１

３
２
１
，
３
０
０

８
０
．
０

青
森
県

１
，
３
３
４
，
８
０
３
（

）
２
４
４
３
（
０
．
９
）

１
６

３
０
５
，
８
８
０
（
０
．
３
５
）

２
６

１
７
６

３
．
８

３
４
，
７
０
０

６
１
．
０

岩
手
県

１
，
２
９
３
，
５
４
３
（

）
２
３
４
６
（
０
．
９
）

２
５

５
１
６
，
９
８
５
（
０
．
５
９
）

２
３

０
０

３
３
，
６
０
０

６
５
．
４

宮
城
県

２
，
３
２
９
，
３
０
３
（

）
２
６
１
５
（
１
．
６
）

４
０

１
，
１
０
７
，
６
１
５
（
１
．
２
８
）

４
２

１
２

６
６
３

２
８
．
６

２
０
７
，
３
０
０

８
６
．
７

秋
田
県

１
．
０
４
８
，
６
３
３
（

）
２
３
３
４
（
０
．
７
）

２
１

３
４
２
，
７
５
２
（
０
．
３
９
）

２
８

１
８
６

３
．
６

２
７
，
３
０
０

７
９
．
７

山
形
県

１
，
１
３
９
，
９
２
７
（

）
２
４
７
２
（
０
．
８
）

１
７

３
２
１
，
６
９
１
（
３
．
７
０
）

３
１

４
１
６
４

１
２
．
９

２
９
．
６
０
０

６
１
．
２

福
島
県

１
，
９
４
６
，
５
２
６
（

）
２
７
７
５
（
１
．
５
）

５
７

１
，
３
６
３
，
７
０
７
（
１
．
５
７
）

５
９

９
４
８
４

１
５
．
３

１
７
３
．
２
０
０

８
８
．
７

茨
城
県

２
，
９
３
２
，
２
５
１
（

）
２
８
４
３
（
２
．
１
）

１
２
６

５
，
４
４
６
，
６
９
５
（
６
．
２
７
）

１
０
２

２
３
２

２
．
０

１
９
９
，
４
０
０

８
５
．
６

栃
木
県

１
，
９
８
６
，
５
２
２
（

）
３
１
０
４
（
１
．
６
）

１
３
７

５
，
１
４
１
，
１
０
８
（
５
，
９
２
）

７
１

２
６
８

２
．
８

１
３
５
，
１
０
０

８
８
．
５

群
馬
県

１
，
９
８
３
，
１
９
１
（

）
２
９
２
１
（
１
．
５
）

８
６

２
，
９
８
９
，
５
０
１
（
３
．
４
４
）

６
５

０
０

１
３
４
，
９
０
０

８
８
．
６

埼
玉
県

７
，
２
２
３
，
７
２
５
（

）
２
９
６
１
（
４
．
０
）

８
６

３
，
８
２
４
，
４
６
４
（
４
．
４
０
）

１
３
７

３
６

２
１
６
５

２
６
．
３

５
０
０
，
７
０
０

１
１
２
．
８

千
葉
県

６
，
１
９
３
，
６
５
６
（

）
２
９
６
２
（
３
．
７
）

１
６
４

７
，
４
３
３
，
７
９
５
（
８
．
５
６
）

１
２
５

４
０

２
５
８
３

３
２
．
０

６
０
７
，
０
０
０

１
１
３
．
５

東
京
都

１
３
，
２
９
６
，
０
１
９
（

）
４
８
２
０
（
１
７
．
８
）

２
２

９
１
３
，
２
４
９
（
１
．
０
５
）

１
７
９

９
４

３
６
０
６

５
２
．
５

１
，
０
９
０
，
３
０
０

１
２
０
．
６

神
奈
川
県

９
，
０
８
４
，
４
７
３
（

）
３
２
５
７
（
６
．
１
）

５
２

２
，
５
５
６
，
９
６
７
（
２
．
９
４
）

１
１
９

３
９

２
２
９
９

３
２
．
８

８
６
３
，
０
０
０

１
１
５
．
４

新
潟
県

２
，
３
２
９
，
０
４
２
（

）
２
７
３
４
（
１
．
７
）

４
７

１
，
０
８
５
，
３
２
２
（
１
．
２
５
）

５
０

１
９

２
．
０

１
９
５
，
６
０
０

９
０
．
７

富
山
県

１
，
０
７
５
，
４
４
５
（

）
３
０
１
３
（
０
．
９
）

１
６

４
６
２
，
０
９
５
（
０
．
５
３
）

２
５

０
０

６
４
，
５
０
０

９
３
．
１

石
川
県

１
，
１
５
８
，
８
４
６
（

）
２
８
０
６
（
０
．
９
）

２
５

８
１
７
，
６
１
４
（
０
．
９
４
）

２
３

０
０

６
９
，
５
０
０

９
３
．
１

福
井
県

７
９
４
，
０
４
３
（

）
２
８
１
９
（
０
．
６
）

１
３

３
４
３
，
７
３
１
（
０
．
４
０
）

１
５

０
０

４
７
，
６
０
０

７
６
．
６

山
梨
県

８
４
５
，
４
４
８
（

）
２
７
７
３
（
０
．
６
）

４
１

１
，
５
８
１
，
２
０
６
（
１
．
８
２
）

２
８

１
６
０

３
．
６

６
７
，
６
０
０

９
７
．
９

長
野
県

２
，
１
１
７
，
９
７
０
（

）
２
７
８
９
（
１
．
６
）

７
６

１
，
７
９
９
，
８
２
４
（
２
．
０
７
）

６
９

０
０

１
６
９
，
４
０
０

９
８
．
７

岐
阜
県

２
，
０
５
１
，
１
９
１
（

）
２
８
６
３
（
１
．
４
）

９
１

３
，
５
４
４
，
０
２
６
（
４
．
０
８
）

６
０

０
０

１
６
４
，
１
０
０

１
０
２
．
５

静
岡
県

３
，
７
１
３
，
５
４
９
（

）
３
３
８
９
（
３
．
３
）

９
５

３
，
７
６
８
，
６
７
４
（
４
．
３
４
）

７
８

４
２
３
７

５
．
１

２
８
２
，
２
０
０

１
０
４
．
３

愛
知
県

７
，
４
３
６
，
７
０
７
（

）
３
５
０
９
（
７
．
０
）

５
９

２
，
５
４
３
，
３
３
９
（
２
．
９
３
）

１
６
７

２
７
６

１
．
２

４
０
１
，
６
０
０

１
１
２
．
５

三
重
県

１
，
８
２
８
，
３
９
３
（

）
３
１
９
３
（
１
．
５
）

７
７

３
，
２
９
６
，
８
７
０
（
３
．
８
０
）

４
７

１
３
０

２
．
１

１
０
９
，
７
０
０

９
８
．
７

滋
賀
県

１
，
４
１
７
，
４
９
９
（

）
３
３
５
２
（
１
．
２
）

４
４

１
，
９
６
９
，
６
４
１
（
２
．
２
７
）

３
６

２
１
２
２

５
．
６

６
５
，
７
０
０

８
１
．
７

京
都
府

２
，
６
１
９
，
９
４
１
（

）
２
９
７
６
（
２
．
０
）

３
４

１
，
２
７
４
，
６
８
８
（
１
．
４
７
）

４
４

８
５
０
２

１
８
．
２

１
０
４
，
８
０
０

１
０
１
．
０

大
阪
府

８
，
８
５
９
，
２
７
６
（
）

３
０
８
３
（
７
．
５
）

４
１

２
，
０
６
３
，
４
５
１
（
２
．
３
８
）

９
２

４
４

３
６
５
１

４
７
．
８

４
６
９
，
５
０
０

１
０
５
．
１

兵
庫
県

５
，
５
５
６
，
５
０
６
（
）

２
８
８
２
（
３
．
８
）

１
６
７

６
，
５
７
４
，
６
９
０
（
７
．
５
７
）

１
２
７

３
７

２
３
２
６

２
９
．
１

３
１
６
，
７
０
０

１
０
１
．
１

奈
良
県

１
，
３
８
２
，
８
３
１
（
）

２
６
９
２
（
０
．
７
）

３
６

１
，
３
７
８
，
９
８
７
（
１
．
５
９
）

３
５

３
２
４
４

８
．
６

８
３
，
０
０
０

８
１
．
２

和
歌
山
県

９
７
８
，
４
９
４
（
）

２
６
６
５
（
０
．
７
）

２
４

８
０
３
，
３
３
５
（
０
．
９
２
）

２
５

１
７
７

４
．
０

５
８
，
７
０
０

９
２
．
１

鳥
取
県

５
７
７
，
３
３
７
（
）

２
４
４
２
（
０
．
４
）

１
６

３
１
７
，
９
５
４
（
０
．
３
７
）

１
３

０
０

４
０
，
４
０
０

７
０
．
３

島
根
県

７
０
１
，
７
３
６
（
）

２
４
４
２
（
０
．
５
）

１
１

２
５
７
，
３
８
３
（
０
．
３
０
）

１
６

０
０

４
９
，
１
０
０

６
６
．
５

岡
山
県

１
，
９
３
０
，
２
７
８
（
）

２
８
０
０
（
１
．
５
）

５
０

１
，
６
７
６
，
６
０
７
（
１
．
９
３
）

５
８

３
１
６
９

５
．
２

１
３
５
，
１
０
０

１
０
０
．
８

広
島
県

２
，
８
４
０
，
１
３
９
（
）

３
０
９
５
（
２
．
４
）

５
１

１
，
６
９
４
，
５
６
６
（
１
．
９
５
）

７
４

０
０

１
９
８
，
８
０
０

１
０
３
．
１

山
口
県

１
，
４
１
８
，
９
３
０
（
）

２
８
８
３
（
１
．
１
）

４
０

１
，
３
２
０
，
４
２
３
（
１
．
５
２
）

４
９

０
０

９
９
，
３
０
０

８
３
．
３

徳
島
県

７
６
９
，
１
４
５
（
）

２
６
９
４
（
０
．
５
）

１
４

５
４
１
，
９
１
８
（
０
．
６
２
）

２
７

０
０

２
８
，
５
０
０

８
６
．
４

香
川
県

９
８
５
，
１
２
６
（
）

２
７
１
８
（
０
．
７
）

２
１

８
０
９
，
６
１
７
（
０
．
９
３
）

２
８

２
１
４
２

７
．
１

３
６
，
５
０
０

８
９
．
８

愛
媛
県

１
，
４
０
４
，
２
６
０
（
）

２
４
８
７
（
１
．
０
）

２
３

７
２
８
，
１
５
０
（
０
．
８
４
）

５
１

１
６
０

２
．
０

５
２
，
０
０
０

８
１
．
２

高
知
県

７
４
４
，
５
１
１
（
）

２
１
７
０
（
０
．
４
）

１
２

４
８
１
，
９
７
０
（
０
．
５
５
）

２
６

１
５
２

３
．
８

２
７
，
５
０
０

８
０
．
０

福
岡
県

５
，
０
９
２
，
８
５
１
（
）

２
６
６
５
（
３
．
５
）

５
９

２
，
５
８
８
，
７
７
４
（
２
．
９
８
）

１
０
５

２
３

２
５
０
１

２
１
．
９

３
０
０
，
５
０
０

９
８
．
７

佐
賀
県

８
３
９
，
５
０
８
（
）

２
４
７
５
（
０
．
６
）

２
４

８
１
８
，
９
８
９
（
０
．
９
４
）

２
３

２
１
０
２

８
．
７

４
２
，
０
０
０

８
６
．
５

長
崎
県

１
，
３
９
５
，
８
４
７
（
）

２
１
５
９
（
０
．
８
）

２
５

７
２
７
，
０
５
９
（
０
．
８
４
）

４
１

０
０

６
９
，
８
０
０

７
０
．
３

熊
本
県

１
，
８
０
１
，
０
４
２
（
）

２
３
９
８
（
１
．
１
）

４
３

１
，
５
２
１
，
６
６
９
（
１
．
７
５
）

５
１

０
０

９
０
，
１
０
０

８
３
．
９

大
分
県

１
，
１
７
７
，
９
０
０
（
）

２
５
９
４
（
０
．
９
）

２
６

９
２
５
，
９
３
７
（
１
．
０
７
）

３
９

１
９
０

２
．
６

５
８
，
９
０
０

９
１
．
７

宮
崎
県

１
，
１
２
０
，
５
２
４
（
）

２
１
５
０
（
０
．
７
）

３
０

１
，
０
７
１
，
８
０
３
（
１
．
２
３
）

２
８

０
０

６
１
，
６
０
０

８
７
．
７

鹿
児
島
県

１
，
６
７
９
，
６
６
６
（
）

２
２
８
３
（
１
．
０
）

３
３

１
，
０
８
４
，
０
６
１
（
１
．
２
５
）

６
０

１
１
０

１
．
７

９
２
，
４
０
０

７
５
．
２

沖
縄
県

１
，
４
１
８
，
６
９
８
（
）

２
０
８
９
（
０
．
７
）

３
３

１
，
２
７
０
，
７
６
２
（
１
．
４
６
）

３
１

１
４
５

３
．
２

３
２
，
６
０
０

８
０
．
５

全
国

１
２
７
，
３
０
１
，
２
７
５

１
０
０

３
０
６
９
（
１
０
０
）

２
４
１
４

８
６
，
８
７
１
，
２
５
９
（
１
０
０
）

２
７
０
７

４
０
５

２
４
１
６
８

１
４
．
９

８
，
４
４
２
，
７
０
０

１
０
０
．
０

＊
都
道
府
県
別
人
口
は
総
務
省
統
計
局
発
表
の
、
２
０
１
３
年
１
２
月
１
日
時
点
お
け
る
推
定
値

＊
県
民
一
人
当
た
り
平
均
所
得
は
２
０
０
６
年
度
内
閣
府
発
表
デ
ー
タ
、
（
）
内
の
数
値
は
対
全
国
占
有
率

＊
練
習
場
数
…
①
は
、
平
成
１
６
年
の
経
済
産
業
省
調
査
デ
ー
タ
よ
り
引
用

＊
加
盟
数
…
②
、
加
盟
施
設
打
席
数
は
Ｊ
Ｇ
Ｒ
Ａ
平
成
２
５
年
発
表
資
料
に
よ
る

＊
ゴ
ル
フ
場
関
連
デ
ー
タ
は
Ｎ
Ｇ
Ｋ
発
表
資
料
引
用

＊
練
習
場
施
設
カ
バ
ー
率
は
該
当
地
域
に
お
け
る
、
Ｊ
Ｇ
Ｒ
Ａ
加
盟
施
設
②

÷
施
設
数
①
で
算
出

単
位
は
％

＊
推
定
ゴ
ル
フ
人
口
は
練
習
場
レ
ベ
ル
、
レ
ジ
ャ
ー
白
書
地
域
別
参
加
率
、
文
科
省
「
体
力
・
ス

ポ
ー
ツ
に
関
す
る
世
論
調
査
」
Ｈ
２
５
年
実
施
デ
ー
タ
、
Ｊ
Ｓ
Ｍ
Ｉゴ
ル
フ
指
数
等
に
基
づ
き
、
日
本
ス
ポ
ー
ツ
マ
ー
ケ
ッ
ト
研
究
所
で
算
出
し
た

＊
Ｊ
Ｓ
Ｍ
Ｉ指
数
と
は
、
該
当
地
域
に
お
け
る
ゴ
ル
フ
産
業
レ
ベ
ル
を
表

す
指
数
（
民
力
度
指
数
の
ゴ
ル
フ
版
）
で
あ
り
、
所
得
、
一
般
支
出
配
分
（
教
養
娯
楽
費
、
余
暇
関
連
支
出
費
他
）
、
ゴ
ル
フ
関
連
動
向
と
支
出
、
電
通
指
数
等
の
概
念
と
数
値
を
導
入
し
、
Ｊ
Ｓ
Ｍ
Ｉで
算
出
し
た

＊
ゴ
ル
フ
人
口
関
連
参
考
デ
ー
タ

■
文
科
省
調
査
デ
ー
タ

ゴ
ル
フ
人
口
８
９
１
万
人

■
レ
ジ
ャ
ー
白
書
２
０
１
３
年
度
版

☛
コ
ー
ス
レ
ベ
ル
人
口

７
９
０
万
人

☛
練
習
場
レ
ベ
ル
人
口

８
４
０
万
人

J
S
M
I

日
本
ス
ポ
ー
ツ
マ
ー
ケ
ッ
ト
研
究
所

ゴ
ル
フ
関
連
施
設
（
ゴ
ル
フ
場
、
練
習
場
）
地
域
別
動
向
分
析
用
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
デ
ー
タ

 

参
考
資
料
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主
要
企
業
ゴ
ル
フ
ス
ク
ー
ル
展
開
地
域
＆
拠
点
数
と
関
連
指
標
一
覧
表

（２
０
１
４
年
３
月
現
在
）
Ｊ
Ｓ
Ｍ
Ｉ調
査
作
成

 
 

ゴ
ル
フ
ス
ク
ー
ル
開
催
拠
点
数

練
習
場
数

人
口
・利
用
者
関
連
数
（人
）

民
力
度
関
連
指
数

Ｐ
Ｇ
Ａ

地
域

社
社

社
社

合
計

全
国

Ｊ
Ｇ
Ｒ
Ａ

加
盟

推
定
ゴ
ル
フ

人
口
（人
）

コ
ー
ス
利
用

者
延
数
（人
）

総
合

指
数

水
準

指
数

ゴ
ル
フ

指
数

会
員
数

（人
）

北
海
道

１
１

２
５
９

２
６

１
１
８

青
森

２
６

１
９

岩
手

１
１

２
３

０
６

秋
田

２
８

１
１
２

宮
城

２
２

１
５

４
２

１
２

４
６

山
形

２
２

３
１

４
９

福
島

１
１

２
５
９

９
４
０

茨
城

５
４

１
１
０

１
０
２

２
２
０
３

栃
木

３
２

１
２

８
７
１

２
１
８
７

群
馬

３
１

１
５

６
５

０
９
９

埼
玉

９
２

７
２

２
０

１
３
７

３
６

３
５
３

千
葉

４
４

４
６

１
８

１
２
５

４
０

６
０
４

東
京
都

８
６

２
１

１
３
６

１
７
９

９
４

７
４
７

神
奈
川

８
５

１
０

１
２
４

１
１
９

３
９

５
６
１

新
潟

１
２

３
５
０

１
２
７

山
梨

１
１

２
８

１
５
１

長
野

１
２

３
６
９

０
３
１

富
山

３
１

４
２
５

０
１
８

石
川

１
１

２
３

０
１
５

福
井

１
１

１
５

０
６

岐
阜

４
２

６
６
０

０
８
６

静
岡

２
２

４
７
８

４
１
６
４

愛
知

１
１

７
９

２
２
９

１
６
７

２
２
５
５

三
重

１
３

１
５

４
７

１
８
９

滋
賀

１
１

２
４

３
６

２
３
３

京
都
府

１
６

５
１
２

４
４

８
９
５

大
阪
府

１
１

８
１
４

１
３
４

９
２

４
４

３
３
２

兵
庫

１
４

９
１
５

４
４
２

１
２
７

３
７

３
３
８

奈
良

１
２

１
４

３
５

３
７
０

和
歌
山

２
２

２
５

１
２
５

鳥
取

１
１

２
１
３

０
５

岡
山

３
４

７
５
８

３
３
３

島
根

１
６

０
６

広
島

５
２

１
８

７
４

０
１
１
０

山
口

５
５

４
９

０
３
８

徳
島

１
１

２
７

０
１
４

香
川

２
８

２
３
４

愛
媛

１
１

２
５
１

１
１
６

高
知

１
１

２
６

１
１
７

福
岡

３
１
３

４
２
０

１
０
５

２
３

１
７
４

佐
賀

１
１

２
３

２
１
５

長
崎

５
５

４
１

０
１
６

熊
本

１
４

５
５
１

０
４
２

大
分

１
１

２
３
９

１
１
６

宮
崎

２
８

０
２
５

鹿
児
島

２
３

５
６
０

１
３
６

沖
縄

３
３

３
１

１
２
６

全
国
合
計

１
０
３

１
２
０

１
０
８

２
４

３
５
５

２
７
０
７ 

４
０
５

５
２
７
７

＊
ダ
ン
ロ
ッ
プ
ス
ポ
ー
ツ
、

ブ
リ
ヂ
ス
ト
ン
ス
ポ
ー
ツ
、

：
ミ
ズ
ノ
の
各
社
は
直
営
店
も
含
む

＊
ア
コ
ー
デ
ィ
ア
ゴ
ル
フ
は
提
携
先
が
独
自
に
展
開
し
て
い
る
ケ
ー
ス
が
多
い

＊
ゴ
ル
フ
場
利
用
者
数
は
（社
）ゴ
ル
フ
場
事
業
協
会
発
表
資
料
に
よ
る
（２
０
１
２
年
度
に
お
け
る
数
値
）＊

ゴ
ル
フ
推
定
人
口
は
練
習
場
レ
ベ
ル
、
レ
ジ
ャ
ー
白
書
地
域
別
参
加
率
、
文
科
省

「体
力
・ス
ポ
ー
ツ
に
関
す
る
世
論
調
査
」Ｈ
２
５
実
施
デ
ー
タ
、
Ｊ
Ｓ
Ｍ
Ｉゴ
ル
フ
指
数
等
に
よ
り
、
日
本
ス
ポ
ー
ツ
マ
ー
ケ
ッ
ト
研
究
所
で
算
出

＊
ゴ
ル
フ
指
数
と
は
、
該
当
地
域
に
お
け
る

ゴ
ル
フ
産
業
レ
ベ
ル
を
表
す
指
数
（民
力
度
指
数
の
ゴ
ル
フ
版
）で
あ
り
、
所
得
レ
ベ
ル
、
一
般
支
出
配
分
（教
養
娯
楽
費
、
余
暇
関
連
支
出
他
）、
ゴ
ル
フ
関
連
動
向
と
支
出
、
等
を
考
慮
し
、

Ｊ
Ｓ
Ｍ
Ｉで
算
出
し
た

＊
民
力
総
合
指
数
は
、
全
国
合
計
を
１
０
０
０
と
し
た
場
合
の
各
都
道
府
県
の
数
値
、
民
力
水
準
は
、
全
国
平
均
を
１
０
０
と
し
た
場
合
の
一
人
当
た
り
の
水
準
を
表
す

（出
典
：民
力
２
０
０
７
年
）

＊
ゴ
ル
フ
指
数
と
は
、
経
済
＆
ゴ
ル
フ
関
連
デ
ー
タ
を
総
合
し
て
算
出
し
た
地
域
ゴ
ル
フ
レ
ベ
ル
を
表
す
数
値
（ゴ
ル
フ
民
力
度
と
も
表
現
で
き
る
）

＊
全
国
練
習
場
施
設
数
は
、
１
６
年
の
経
済
産
業
省
調
査
デ
ー
タ
よ
り
引
用
、
Ｊ
Ｇ
Ｒ
Ａ
加
盟
数
は
Ｊ
Ｇ
Ｒ
Ａ
発
表
資
料
に
よ
る

＊
会
員
数
は
日
本
プ
ロ
ゴ
ル
フ
協
会
提
供
資
料
に
よ
る

J
S
M
I

日
本
ス
ポ
ー
ツ
マ
ー
ケ
ッ
ト
研
究
所
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  「
ゴ
ル
フ
を
し
な
い
生
活
者

」
１
万
人
意
識
調
査
に
よ
る
分
析
要
約

 
 
ゴ
ル
フ
の
新
し
い
魅
力
や
素
晴
ら
し
さ
を
広
く
伝
え
て
ゆ
く
活
動
に
取
り
組
む
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
「
ゴ
ル
フ
ア
ミ
ュ
ー
ズ
メ
ン
ト

パ
ー
ク
」
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
認
証
年
月
日

年
月

日
、
以
下
Ｇ
Ａ
Ｐ
Ｋ
と
略
）
は
、
多
く
の
一
般
生
活
者
が
な
ぜ
ゴ
ル
フ
を

し
な
い
の
か
、
ゴ
ル
フ
に
関
心
を
示
さ
な
い
の
か
、
に
焦
点
を
当
て
た
１
万
人
規
模
の
意
識
調
査
を
実
施
し
ま
し
た
。

こ
れ
ま
で
ゴ
ル
フ
ァ
ー
（
す
で
に
ゴ
ル
フ
を
始
め
た
生
活
者
）
を
対
象
と
し
た
意
識
調
査
は
数
多
く
あ
り
ま
し
た
が
、
逆
に

「
ゴ
ル
フ
を
し
な
い
生
活
者
」
向
け
の
調
査
は
過
去
に
ほ
と
ん
ど
見
ら
れ
ず
、
今
後

ゴ
ル
フ
参
加
人
口
の
縮
小
懸
念
が
叫
ば
れ

る
な
か
、
新
た
な
市
場
創
造
に
向
け
貴
重
な
調
査
結
果
と
知
見
が
得
ら
れ
ま
し
た

。

■
調
査
結
果
要
約

◆
ゴ
ル
フ
参
加
率
（
こ
の
１
年
以
内
に
ゴ
ル
フ
を
し
た
人

※
）
は

％
。

過
去
ゴ
ル
フ
を
１
度
も
し
た
こ
と
が
無
い
人
は

％
。
残
り
の

％
は

休
眠
／
ゴ
ル
フ
リ
タ
イ
ア

※
層
。

◆
「
ゴ
ル
フ
を
し
た
こ
と
は
無
い
が
興
味
が
あ
る
人

潜
在
層

」
は

未
経
験
者
の
約
３
割
、

全
体
の

％
を
占
め
る
。

こ
れ
は
、
日
本
の
総
人
口
に
換
算
す
る
と

約
２
千
万
人
に
相
当
す
る
。

※
「

こ
の

１
年

以
内

に
ゴ

ル
フ

（
ラ

ウ
ン

ド
、

ゴ
ル

フ
練

習
、

ゴ
ル

フ
バ

ー
な

ど
も

含
む

）
を

し
た

人
」

※
休

眠
層

と
は

「
こ

の
１

年
は

ゴ
ル

フ
を

し
て

い
な

い
が

、
機

会
が

あ
れ

ば
再

開
し

た
い

人
」

、

ゴ
ル

フ
リ

タ
イ

ア
層

と
は

「
以

前
は

ゴ
ル

フ
を

し
て

い
た

が
、

も
う

止
め

て
再

開
す

る
つ

も
り

は
な

い
人

」

◆
「
ゴ
ル
フ
潜
在
層
」
の
比
率
は
若
年
層
ほ
ど
高
く
、

～
歳

＜
年
齢
／
性
別
の
潜
在
層
比
率
＞

で
％
、

代
で

％
、

代
で

％
。

・
代

に
な

る
と

％
と

代
と
比

べ
８

ポ
イ

ン
ト

も
低

下

す
る

。
潜

在
層

の
活

性
化

に
は

代
ま
で

が
重

要
。

◆
男
性
／
女
性
の
ゴ
ル
フ
参
加
率
は
そ
れ
ぞ
れ

％
、

％
と

男
性
が
大
き
く
上
回
る
も
の
の
、
潜
在
層
比
率
は
男
性

％
、

女
性

％
と
僅
か
な
が
ら
女
性
が
上
回
っ
て
い
る
。

・
ま

た
、
男
性

は
シ

ニ
ア

に
な

る
ほ
ど

潜
在

層
比

率
が

下
が

る
一
方

で
、
女
性
は

代
の

％
を
最

下
点
に

代
％

、
代

％

と
シ

ニ
ア

ほ
ど

上
昇

す
る

傾
向

が
あ
る

。

・
潜

在
層

の
掘

り
起

こ
し
に
は

女
性
に

も
目

を
向

け
、
「
ゴ

ル
フ
に

興
味

は
あ

る
け

ど
始

め
ら

れ
な

い
」
女

性
層

の
サ

ポ
ー

ト
が

必
要
。

◆
職
業
別
に
見
た
場
合
、
特
に
学
生
の
潜
在
層
比
率
は
３
２
％
と
高
い
。

・
「
ゴ

ル
フ

は
社

会
人

（
ビ
ジ

ネ
ス
マ

ン
）

の
た

し
な

み
」

と
い
う

意
識

は
、

従
来

よ
り

は
低
下

し
て

い
る

も
の

の

活
性

化
の

鍵
に

な
り

う
る

。
し
か

し
現

状
の

学
生

ゴ
ル

フ
振
興

策
は

競
技

層
中

心
で

あ
り
、

も
っ

と
ボ

ト
ム

ア
ッ

プ

（
学

生
の

う
ち

に
も

っ
と

広
く
ゴ

ル
フ

を
体

験
さ

せ
る

）
の
対

策
が

必
要

。

◆
ゴ
ル
フ
未
経
験
者
を
ゴ
ル
フ
へ
の
興
味
・
関
心
で
潜
在
層
と
無
関
心
層
に
分
け
た
場
合
、
「
ゴ
ル
フ
を
し
な
い
理
由
」

の
上
位
は
「
プ
レ
ー
に
お
金
が
掛
か
る
」「

用
具
に
お
金
が
掛
か
る
」
で
あ
る
が
、
３
番
目
に
回
答
者
が
多
い
理
由
は
、

無
関
心
層
が
「
ゴ
ル
フ
は
自
分
に
無
縁
だ
か
ら
」
に
対
し
、
潜
在
層
は
「
ゴ
ル
フ
を
始
め
る
き
っ
か
け
が
無
か
っ
た

休
眠

 1
5
％

活
動

中
 1

1
％

ﾘﾀｲ
ｱ
 7

％

潜
在

層
 2

0
％

約
2
千

万
人

無
関

心
 4

7
％

２０代未満

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

合計

男
性

男
女

計

女
性

１

参
考

資
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 か
ら
」
を
挙
げ
て
い
る
。
潜
在
層
は
ゴ
ル
フ
に
対
す
る
心
理
的
ハ
ー
ド
ル
が
（
無
関
心
層
よ
り

低
く
、
「
ゴ
ル
フ
を

始
め
る
き
っ
か
け
」
づ
く
り
が
鍵
と
な
る
。

＜
ゴ
ル
フ
を
し
な
い
理
由
＞

潜
在
層

無
関
心
層

回
答
者
％

順
位

回
答
者
％

順
位

プ
レ
ー
に
お
金
が
掛
か
り
そ
う
だ
か
ら

52.1%
 
１
位

44.7%
 
１
位

用
具
に
お
金
が
掛
か
り
そ
う
だ
か
ら

43.6%
 
２
位

38.6%
 
２
位

ゴ
ル
フ
を
始
め
る
き
っ
か
け
が
無
か
っ
た
か
ら

35.7%
 
３
位

27.5%
 
６
位

ゴ
ル
フ
は
自
分
に
は
無
縁
と
思
う
か
ら

17.5%
 
６
位

36.1%
 
３
位

ゴ
ル
フ
の
何
が
面
白
い
の
か
分
か
ら
な
い
、
つ
ま
ら
な
そ
う
だ
か
ら

4.1%
 

位
29.5%

 
５
位

◆
潜
在
層
／
無
関
心
層
の
ゴ
ル
フ
に
対
す
る
イ
メ
ー
ジ
を
比
較
し
た
場
合
、
潜
在
層
は
ゴ
ル
フ
の
良
さ
や
効
用
を

（
未
経
験
な
が
ら
も
）
比
較
的
理
解
し
て
い
る
。「

年
齢
問
わ
ず
長
く
楽
し
め
る
」
「
自
然
と
の
触
れ
あ
い
」
「
同
伴
者

と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
」
と
い
っ
た
、
他
の
趣
味
や
ス
ポ
ー
ツ
と
比
べ
た
ゴ
ル
フ
の
特
長
を
潜
在
層
に
実
感
し

て
も
ら
う
き
っ
か
け
が
重
要
で
あ
る
。

＜
ゴ
ル
フ
に
対
す
る
イ
メ
ー
ジ
＞

「
そ
う
思
う
」
「
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
そ
う
思
う
」
の
合
計
人
数
割
合
（
％
）

潜
在
層

無
関
心
層

ゴ
ル
フ
は
年
齢
問
わ
ず
楽
し
め
、
年
を
と
っ
て
も
長
く
続
け
ら
れ
そ
う
だ

84.0%
 

56.5%
 

ゴ
ル
フ
は
自
然
の
中
で
楽
し
め
て
気
持
ち
よ
さ
そ
う
だ

76.4%
 

39.9%
 

ゴ
ル
フ
で
一
緒
に
回
る
と
同
伴
者
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
深
ま
る

75.4%
 

46.4%
 

ゴ
ル
フ
は
健
康
に
良
さ
そ
う
だ

69.1%
 

38.0%
 

ゴ
ル
フ
は
自
己
を
律
し
た
り
精
神
鍛
錬
や
教
育
に
も
良
さ
そ
う
だ

55.9%
 

23.6%
 

◆
潜
在
層
が
イ
メ
ー
ジ
す
る
「
こ
ん
な
ゴ
ル
フ
な
ら
や
っ
て
み
た
い
」
の
ト
ッ
プ
３
は

１
位
「
下
手
で
も
（
初
心
者
で
も
）
周
り
に
気
兼
ね
せ
ず
プ
レ
ー
を
楽
し
め
る
」

２
位
「
貸
し
ク
ラ
ブ
や
貸
し
シ
ュ
ー
ズ
が
あ
り
、
用
具
を
準
備
し
な
く
て
も
プ
レ
ー
で
き

る
」

３
位
「
１
日
５
，
０
０
０
円
以
内
で
プ
レ
ー
で
き
る
」

■
調
査
を
終
え
て
～
総
括
と
提
言

■
調
査
要
綱

調
査
日

年
月

日
～

日

調
査
対
象

年
齢
：

～
歳
、
性
別
：
男
女
、
居
住
地
：
全
国

の
楽
天
リ
サ
ー
チ
登
録
モ
ニ
タ
ー

サ
ン
プ
ル
数

ｎ
＝
１
万
人

「
日
本
の
総
人
口
」
（
総
務
省

月
発
表
）
に
基
づ
き
、
年
齢
／
性
別
に
割
付

調
査
方
法

楽
天
リ
サ
ー
チ
を
通
じ
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
調
査
票
配
信
回
収

調
査
協
力

株
式
会
社
矢
野
経
済
研
究
所
、
株
式
会
社
ラ
ン
ケ
イ

≪
日
本
の
ゴ
ル
フ
の
未
来
は
開
け
る
！
≫

従
来
型
の
視
点
と
発
想
を
変
え
、
新
し
い
仕
組
み
を
考
え
ゴ
ル
フ
界
全
体
で
展
開
す
れ
ば
、
ゴ
ル
フ
市
場

の
健
全
な
成
長
は
可
能
で
あ
る
と
、
私
た
ち
は
今
回
の
調
査
に
よ
り
確
信
し
ま
し
た
。
日
本
の
ゴ
ル
フ
の

未
来
の
た
め
に
、
と
も
に
考
え
行
動
し
ま
せ
ん
か
。

 ２
千
万
人
も
の
「
ゴ
ル
フ
未
経
験
・
潜
在
層
」
の
ハ
ー
ト
を
つ
か
め

！
 

２
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